


　この論点集は、新たに町の総合計画を策定するにあたり、現行の総合計
画期間における主要な施策の成果と、新たな総合計画策定に向けて議論
すべき課題等についてまとめたものです。

　市民の皆さんと様々な課題について認識を共有し、その解決方法を共に
考えるための資料として作成したものになりますので、市民ワークショップ
における討議資料としてご活用ください。
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％ ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

平成30年度
（　　　　2018年度） （2027年度） （2031年度）

96.0

　産後は環境の変化やホルモンバランスの変動により、精神的に不安定になりやすく、昼夜を問わず授乳を行う
ことから身体的にも負担が大きい時期です。乳児家庭訪問や各種相談事業、産後ケア事業などで母親の不安感
に寄り添いながら、必要な対応を行っています。指標は、乳児が受ける３～４か月児健康診査の質問項目の一つ
です。

●こども家庭センターの設置（R7～）
・母子保健機能と児童福祉機能を一体化し、妊産婦・
子育て家庭からの相談に対応することでリスクを早
期に把握・対応する体制を整えることができました。
●乳幼児健診・相談事業の実施
　・乳幼児健診、乳幼児相談、発達相談等の実施や健
診未受診者の状況把握により乳幼児の発育・発達を
支援することができました。
　・令和８年度からは、こどもの特性を早期に把握し、
育児の困難さや子育て相談のニーズを踏まえなが
ら、こどもとその家族を必要な支援に繋げることを目
的として５歳児健康診査を開始し、就学までの伴走的
な支援を充実することができました。

●産後ケア事業の実施（R6～）
 ・母親の身体的な回復の支援、授乳の指導及び乳房
のケア、母親の心理的支援、育児指導等を医療機関
で受けられる体制を整えました。
●出産・子育て応援給付金や妊婦のための支援給付
の実施
 ・全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てが
できるよう経済的な支援を行うことができました。ま
た、妊娠期から、対象者のニーズに併せて機会を捉え
て関わることができました。

第３次総合計画期間における主な成果

産後に助産師や保健師等から助言を十分
に受けられたと感じた割合

90.5 90.6 95.0

見通し
令和９年度 令和13年度

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№1 妊娠期から子育て期まで安心して過ごすためには何が必要か

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅱ　健康・福祉

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）

【出典：産後ケア事業アンケート】
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 核家族化や地域社会の変容等を背景に、子育ての孤
立化や負担感が増大しています。そのため子育てに
困難を抱える家庭に対し、妊娠中から出産後の様々
な不安や困りごとへの対応が必要になっています。
妊娠期から子育て期まで切れ目なく寄り添って支援
していくため、次の3点を重点課題とします。
●母子保健事業のさらなる充実
　母子保健事業は、妊娠期から主に就学前までの親
子を対象に様々な事業の展開が求められています。
　人員や予算に課題はあるものの、町民が安心して子
どもを産み、育てるためには、母子保健事業の内容の
充実が必要です。

●母子保健事業の利便性の向上
　妊娠から出産、子育て期まで切れ目ない支援を行う
ためには、各種サービスや制度を町民にわかりやすく
伝えることや、デジタル技術を活用した手続き等の簡
素化など、利用しやすい環境を整えることが重要で
す。そのためには国の動向に着目し、環境整備のため
の予算の確保や知見のある職員の確保が必要です。
●相談支援技術の向上とチーム体制の構築
　対象者に対し、きめ細やかな支援を行うためには相
談技術の向上とともに職員のメンタルヘルスが重要
になります。そのため、研修等に参加し保健指導の技
術の向上を図っていきます。また対象者の対応につ
いては課内で相談できる体制や各関係機関との連携
が必要です。

近隣市町比較データ

【健康・安心】

次期総合計画策定に向けた課題・論点
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〔指標の説明〕

115.0

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№2
一人ひとりが病気の予防に取り組み、早期発見及び早期治療
のために行動する人が増えるためには何が必要か

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅱ　健康・福祉

まちづくり指標

基準値 見通し
平成29年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

実績値 目標値

（2017年度） （2025年度） （2027年度）

脳血管疾患死亡率（人／10万人） 136.5
123.1
（R6）

主要指標

基準値 実績値

（2031年度）

１　「見やすさ」「分かりやすさ」を重視し、毎年改良を
重ねて検診ガイドを作成しており、通知案内も「世帯
配付」から「個別通知郵送」に切り替えました。

２　健康診査（検診）について、一部検診の同時実施や
各地区公民館の巡回、追加検診等を実施し、受診しや
すい体制を確保しました。

３　特定保健指導実施率向上に向けて、特定健康診査
受診日当日の初回面談の実施や生活習慣病重症化
予防事業（健診結果に合わせた事後フォロー）に取り
組みました。

４　前年の大腸がん検診受診者には自動的に検査容
器を郵送（令和3年度から開始）することで、継続的な
受診に繋がりました。

個別通知郵送に切り替えたことで、着実に本人の手元
に届き、健康診査（検診）を自分事として捉え、行動変
容に繋がっています。

健康診査（検診）受診率は、コロナ禍には一時低下しま
したが、年々　少しずつ回復しています。又、がん検診等
複数の検診を同日に受けていく方が殆どです。

特定健康診査と特定保健指導（初回面接）の同日実施
を導入したことにより、わずかですが実施率が微増して
います。生活習慣病重症化リスクの高い対象者への家
庭訪問を行い、医療機関受診勧奨等を行い、継続的治
療に繋がったケースもあります。

コロナ禍以前の受診率には及ばないものの、少しずつ
増加しています。反面、精密検査受診率は、他のがん検
診と比較し低い状況が続いています。

（2031年度）

男性117以下
女性102以下

大腸がん検診精密検査受診率（％） 79.5 80.1 90.0

見通し
平成29年度 令和7年度 令和９年度

366以下

令和13年度

366.7以下

目標値

（2017年度） （2025年度） （2027年度）

366.7
（R5）

心疾患死亡率（人／10万人） 198.5
男性176.1
女性289.6

（R5）

男性176.1以下
女性289.6以下

男性176以下
女性289以下

・脳血管疾患死亡率は、増減を繰り返しながらも減少傾向にありますが、目標値には到達できていません。また、
男女別で値に差があり、男性の方が死亡率が高い傾向にあります。
・今回、まちづくり指標の他に、３つの主要指標を追加しています。これらの指標は、第四次元気はつらつ紫波計画
（令和9年度策定予定）の「生活習慣病」及び「がん」の領域において、評価項目として位置づける予定としておりま
す。又、大腸がん検診においては、他のがん検診と比較し、例年、精密検査受診率が低い傾向にあるため、主要指
標として取り上げています。

359.9

第３次総合計画期間における主な成果

90.0

がんによる死亡率（人／10万人）
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図　検診ガイド

表１　大腸がん検診の推移 （単位：人、%）

※住民基本台帳及び健康福祉課元気はつらつ白書を
　基に作成（各年度末時点）

4



表２　特定健康診査受診状況の推移 （単位：人、%） 表３　特定保健指導実施率の推移 （単位：人、%）

※町資料：町民福祉課統計・決定方向数値 ※県資料：いわて国保の実態　
平成28年度版（令和7年3月31日現在）
数値は令和6年度の速報値

表４　大腸がん検診の精密検査の推移 （単位：人、%）

※住民基本台帳及び健康福祉課元気はつらつ白書を基に作成（各年度末時点）

　健康診査（検診）の目的は、生活習慣病の予防や、そ
のリスクを発見し、生活習慣の見直しを図ることや、
病気の早期発見・早期治療に繫げることにあります。
　しかし、健康診査（検診）を受診した後に、その結果
を活用できない（医療機関受診勧奨レベルでも受診
しない・精密検査を受けない・保健指導を利用しな
い）人がいます。結果を正しく理解し、１人１人が必要
な保健医療行動をとることができるようにするには、
健康診査（検診）受診後の更なる取組が必要です。

【健康・安心】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　
（保健医療行動の例）
・特定健康診査の結果、生活習慣の改善が必要
　　　　　　　⇒特定保健指導などの保健指導を利用する

・結果が医療機関受診勧奨レベル又は精密検査が必要
　　　　　　　⇒医療機関への受診

・異常なし　⇒定期的な健康診査（検診）の受診

5



表５　特定健康診査受診率（岩手県内市町村） （単位：%） 表６　特定保健指導実施率（岩手県内市町村） （単位：%）

※県資料：いわて国保の実態　令和6年度版（令和7年3月31日現在）
　数値は令和6年度の速報値

表７　死因分類別死亡率（人口10万対）※主なものを一部抜粋

※県資料：岩手県令和6年度保健福祉年報

近隣市町比較データ
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表８　特定健康診査と医療の関連分析（国保+協会けんぽ）

県資料：岩手県医療等ビッグデータ 令和４（2022）年度結果概要 紫波町
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〔指標の説明〕
　
地

見通し
令和９年度 令和13年度

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№3 安心に繋がる医療体制を維持するために何が必要か

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅱ　健康・福祉

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）

　町内には令和８年８月現在、病院１カ所、診療所15か所、歯科診療所11か所、薬局12か所があります。限りあ
る医療資源を活用し、多様化する医療ニーズに対応するためには地域の医療機関が役割分担し、相互の連携を
深め、地域医療を守っていく必要があります。このことが医療体制の整備につながり、安心して医療が受けられ
ることにつながります。町民も、必要な時に必要な医療を適切に受けられるようにするため、医療機関の役割を
理解し、身近なところに保健・医療サービスを受けるられる「かかりつけ医」「かかりつけ歯科医」「かかりつけ薬
局」を持つことが大切になります。

●紫波郡休日救急当番医制事業を実施
　休日等における町民の救急医療を確保し、町民の
生命、健康を守るため、紫波郡医師会に委託し実施し
ました。
　・令和7年度診療日　76日

●公的病院等事業費補助事業を実施
　盛岡保健医療圏域８市町（盛岡市、八幡平市、滝沢
市、岩手郡、紫波郡）により、夜間、休日の入院治療が
必要と思われる救急患者を受け入れる医療機関を確
保し、町民に対する医療サービスを確保しています。
盛岡保健医療圏域8市町を代表して各種事務手続き
を行う盛岡市と委託契約をし実施しました。

●盛岡地区二次救急医療費補助事業を実施
　休日救急当番医や初期救急医療機関で対応できな
い病気やケガ、診療していない時間帯の受診や救急
車の要請に対応する医療体制です。二次救急入院受
入等を確保し、町民の生命、健康を守るため実施して
います。
　小児救急の受入病院については、4病院が指定され
輪番制により毎日24時間体制で対応しています。
　なお、この事業は盛岡保健医療圏域８市町（盛岡
市、八幡平市、滝沢市、岩手郡、紫波郡）が、事務処理
等に必要な経費及び医療機器の導入や更新のために
必要な経費の一部を補助し、各種事務手続きを行う
盛岡市と委託契約し実施しています。

第３次総合計画期間における主な成果

紫波町広報しわネット掲載周知（一部抜粋） ●紫波町ホームページやQRコードから盛岡市ホーム
　ページにもリンク！　検索・閲覧可能になっている

●盛岡地区二次救急・小児救急医療の体制整備とそのお知らせ

平成29年度
（2017年度） （2027年度） （2031年度）

65.0

● 休日救急当番医の割当（カレンダーへ掲載）
　

「町民医療」について満足と感じる町民の割合 57.3 ― 60.0

出典 盛岡市役所

ホームページ

出典 紫波町

広報しわネット

令和８年９月号

出典 紫波町 広報しわネット 令和８年９月号
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●地域医療を支える取組のイメージ

●医療機関の役割分担と連携(イメージ）

【健康・安心】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　　町内にはかかりつけ医（一次医療）としての役割を
持つ個人診療所（クリニック）が比較的多くあり、二次
医療や三次医療の役割を持つ医療機関についても、
自家用車で20分程度の近隣市町に存在し、比較的充
実していると言えます。引き続き、町民が安心して医
療を受けられるよう体制を整備していくため、次の2
点を重点課題とします。
●関係機関との連携強化
　 町民が安心して生活していく上で、必要な時に必
要な医療を受けられることは重要です。　町には入院
医療機関がなく、診療所数は比較的確保されていま
すが、専門診療科によってはその科が無い、少ないと
いう現状です。
　 このような現状から、近隣市町村との連携を継続
し、安定した医療を提供していくため、紫波郡医師会
をはじめ、盛岡市医師会、近隣市町、近隣医療機関等
と継続的な連携強化が課題です。
　

●将来に向けた医療体制の充実と医療機関の役割を
理解する意識する
   本県唯一の特定機能病院として、高度の医療の提
供・技術の開発及び研修を実施する等の役割を担う
岩手医科大学附属病院は隣町に位置し、高度救命救
急センター、総合周産期母子医療センター等、三次医
療として高度・専門医療を提供しています。
　 また、二次医療としての医療機関、一次医療機関も
近隣市町及び町内に充実していることから、休日・夜
間問わず、救急医療体制が整備されています。今後も
「安心」に繋がる医療体制を継続し充実させていくこ
とが課題です。
　 また、町民は、自ら地域医療を支えるという意識を
持ち、自分の都合により診療時間外に受診したりす
ることなどを控え、症状や医療機関の役割分担に応
じた適切な受診を心がけていくことが重要です。

一次医療

（初期治療・健康増進）

友愛病院・川久保病

院・盛岡市立病院など

三次医療

（特殊・先進的医療）
二次医療

（入院・専門外来）

紹介 紹介

かかりつけ医 岩手医大・県立中央病

院・盛岡赤十字病院な

ど
逆紹介

予防・

初期治療

出典 岩手県保健医療計画（2024-2029） より抜粋
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●岩手県救急医療体制図（令和6年1月1日現在）

近隣市町比較データ

出典 岩手県保健医療計画（2024-2029） より抜粋

出典 岩手県医師確保計画（第8次） より抜粋

盛岡圏域は県内の他の圏域に比べ、医師数は充足している。

また、町内には、産科・耳鼻咽喉科以外の診療科（所）の開設

があり、生活圏域（盛岡市・矢巾町等を含む）に医療機関が多

数あることから、町民は医療機関を選択し、かかりつけ医を持

ち、受診しやすい地域であると言える。
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円 円 円 円

〔指標の説明〕
　

特定健診受診状況の推移 特定保健指導実施率の推移

出典：国保データベースシステム 出典：いわて国保の実態　平成28年度版（令和7年3月31日現在）

参考：受診勧奨通知

見通し
令和９年度 令和13年度

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№4 持続可能な国民健康保険制度とするために医療費をどう抑制するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅱ　健康・福祉

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

一人当たり費用費 413,134 446,515 464,554

国保事業状況報告書（事業年報）C表（1）の費用額計/A表の年度平均被保険者数

　紫波町では、国民健康保険の健全で安定した運営
を目指し、各事業に取り組んできました。
　40歳以上75歳未満の国保被保険者を対象とした
特定健診では、年２回の集団健診と医療機関での個
別健診を実施しており、未受診者には、過去の受診状
況を分析し、受診状況に応じた個別メッセージ付きの
受診勧奨通知を発送し、様々な年代への受診の呼び
かけを行い、受診率は、令和2年度を除き、毎年50％
を超えています。
　また、特定健診受診後に改善が必要な対象者には、
特定保健指導で生活習慣の見直し・改善を支援する
ことで、生活習慣病の発生を未然に防止する取組み
を行っています。

　そのほか、世帯でかかった医療費総額がわかる医療
費通知を年１回、服用中の先発医薬品を後発医薬品
に切り替えた場合の自己負担軽減額を記載した差額
通知（ジェネリック医薬品通知）を年３回実施し、被保
険者の健康に関する意識向上と医療費の抑制に努め
ております。
　国民健康保険制度は、平成30年度から制度が変わ
り、岩手県と市町村が一体となって運営する体制と
なり、都道府県単位での安定的な財政運営の確保、
被保険者間の不公平感の解消のため、保険税水準の
統一に向けた取組が進んでおります。

第３次総合計画期間における主な成果

令和4年度
（2022年度） （2027年度） （2031年度）

502,848
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出典：国保事業年報 出典：国保事業年報

生活習慣関連病における患者数

出典：データヘルス計画策定・運用支援資料 出典：第３期紫波町国民健康保険データヘルス計画
近隣市町比較データ

【健康・安心】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　令和７年度の被保険者数は、5,794人で、平成28
年度と比較すると約24％の減少、それに伴い、歳入
面でも平成28年度の調定額（課税額）より約9,800
万ほど少なく、14％減少しています。今後も、人口減
少及び社会保険の適用拡大により社会保険加入者が
増加するとともに、国保の被保険者が減少し、それに
伴い、調定額、収納額の低下が予想されます。
　歳出面では、医療費（費用額）が、令和7年度は減少
しましたが、それ以前は、増加と減少を繰り返してお
り、一人当たりの費用額は、413,134円（令和4年
度）で、県平均を上回っています。特定健診の受診率
では、50％を超えているものの、65歳以上と比較し
て、40～64歳の受診率は、低い傾向にあります。

　生活習慣関連病における患者数は、糖尿病、高血圧
症、脂質異常症などが多い状況であり、近隣に大病院
があり高度医療、先進医療を受けられる恵まれた環
境にあることが、医療費が増加する要因の一つと考
えられます。
　国民健康保険の財政運営に岩手県が加わり、安定
的な財政運営の確保、被保険者間の不公平感の解消
に向け、保険税水準の統一に向けた取組が進むな
か、医療費をどう抑制していくかが課題となります。

0
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40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74

（％）

（歳）

《年齢階級別》

令和6年度紫波町特定健康診査受診率

総計 男性

413134 419073 434949
405944 412146

381143 373773

467215
412255
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％ ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

対象者数

給付額

出典：成果に関する調書

福祉医療給付対象申請勧奨による申請率 - 97.6 98.0

見通し
令和９年度 令和13年度

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№5 医療費助成制度の拡充と財源の確保をどう図るか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅱ　健康・福祉

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

平成　　年度

福祉医療給付対象者申請勧奨

　医療費助成制度では、毎年８月に所得判定による年度更新、毎年度末には年齢到達による更新等を行ってお
り、判定より新たに対象となる方には申請勧奨を行っています。令和７年度は、岩手県補助事業で精神障害者保
健福祉手帳１級が追加されたことにより、対象者に申請勧奨を行いました。これらに加えて、身体障害者手帳の交
付等により新たに対象となる方などにも、その都度申請勧奨を行っています。申請勧奨通知送付後の申請率を示
しています。

　県補助事業として、子ども、妊産婦、重度心身障害
者、ひとり親家庭、寡婦の対象者に保健医療の自己負
担相当額の全部または一部を支給し、受給者の医療
費負担の軽減を図っています。
　所得制限限度額超過により県補助事業対象外と
なった子ども、妊産婦に加え、身体障害者手帳３級、寡
婦については、町単独医療費助成事業として給付して
います。
　また、対象者や対象事業の拡大、現物給付の範囲拡
大を行ってきました。

令和２年８月～　中学生までの現物給付開始
令和４年８月～　１８歳到達年度末まで対象者拡大

令和５年８月～　１８歳到達年度末までの現物給付
　　　　　　　　　　　開始
令和７年８月～　重度心身障害者に精神障害者保
　　　　　　　　　　　健福祉手帳１級を追加（県補助事
　　　　　　　　　　　業　1/2）

　保険適用医療のうち、外来1,500円、入院5,000
円を超える自己負担相当額を支給しています。18歳
到達年度末までの受給者については、全事業一律、外
来750円、入院2,500円を超える自己負担相当額を
支給しています。3歳未満及び非課税世帯の受給者は
全額支給しています。

第３次総合計画期間における主な成果

子ども 2,178 2,169 2,162 2,055 1,884

（2027年度） （2031年度）

98.5

（単位：人）
事業名 R2 R3 R4 R5 R6 R7

県
補
助
事
業

1,763
妊産婦 78 74 75 60 52 62

（　　　　年度）

722 735
ひとり親家庭 751 714 685 702 747 763
重度心身障害者 755 760 751 728

町
単
独
事
業

子ども 1,603 1,623 1,987

身障３級 189 180 172

2,452 2,579 2,612
妊産婦 29 45 45 37 42 39

167 157 148
寡婦 126 126 124 119 114 119

6,297 6,241

（単位：千円）
事業名 R2 R3 R4 R5 R6 R7

計 5,709 5,691 6,001 6,320

県
補
助
事
業

子ども 29,840 35,073 31,201

重度心身障害者 65,399 70,203 63,631

36,243 31,314 27,550
妊産婦 10,433 6,922 8,166 5,783 4,315 5,412

66,304 69,896 70,951
ひとり親家庭 14,195 14,791 14,230 17,896 19,936 19,882

12,780 13,620

78,714 81,209 85,711
妊産婦 2,900 5,639 5,233 3,235 3,228 2,592
子ども 42,071 49,057 56,205

- 3.0 2.0 2.0

223,589 224,456計 179,932 196,333 194,204 223,203

13,185 11,830 10,414
寡婦 1,857 1,868 1,918 1,843 1,861 1,944

町
単
独
事
業

身障３級 13,237
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子ども医療費助成事業の比較

出典：成果に関する調書

市町村単独子ども医療費助成事業における受給者負担（R8.8.1時点）

岩手町 なし なし
矢巾町 なし 入院：2,500円、入院外：750円
紫波町 なし 入院：2,500円、入院外：750円

滝沢市 なし なし 入院：5,000円、入院外：1,500円
雫石町 なし なし
葛巻町 なし なし

なし 入院：5,000円（小学校卒業まで）、入院外：1,500円
盛岡市 なし なし 入院：2,500円、入院外：750円
八幡平市 なし なし

近隣市町比較データ

【健康・安心】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

県・市町村 非課税者 ３歳未満
3歳～
就学前

小学生 中学生 高校生

県基準

岩手県で実施している医療費助成制度は、子ども、妊
産婦、重度心身障害者、ひとり親家庭が対象で、医療
保険の自己負担相当額の全額または一部を給付して
いるものです。各市町村では、所得制限額超過等によ
り県補助事業の対象にならなかった方等に対し、独自
に医療費助成事業を実施しています。
　当町でも町単独事業として、県補助事業の対象から
除外となった子ども、妊産婦の方に加え、身体障害者
手帳3級、寡婦の方も助成対象とし、医療費の一部ま
たは全額を助成しています。
　関係課等と連携して情報収集等を行い、対象者を把
握し、申請勧奨を行っていますが、毎年一定数の未申
請者が存在しています。

　また、給付の面では、令和５年度に子ども医療費の
現物給付開始後から給付件数と給付額の伸びが大き
くなっていることから、県や各市町村では、広報や
ホームページを通じて適正受診の呼びかけを行って
います。
　今後も対象者を正確に把握し、申請勧奨を確実に実
施すること、子育て世帯や障害者の方などが安心して
医療を受けられる環境を整えるとともに経済的な負
担の軽減を図っていくことが重要です。
　また、県内８割以上の市町村が実施している３歳以
上の子ども医療費自己負担の撤廃、今後も増加が続
いていくことが見込まれる給付の財源確保が課題と
なっています。

0
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給付額の推移 （単位：千円）
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％ ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

民生児童委員・主任児童委員における相談、支援件数の推移

平成　　年度
（　　　　年度） （2027年度） （2031年度）

45.0

　今日の生活様式において地域とのつながりが希薄になってきている中で、さらには災害時の対応が今後ます
ます重要になってきている状況下において、高齢・障害・子ども・生活困窮といった縦割りや分野の枠を超え、複
雑化・複合化した支援ニーズに一体的に対応する包括的支援の仕組みづくりと、日頃から、行政の縦割りにとら
われない重層的な相談支援を取組む必要があります。

　近年の生活様式の複雑化や価値観の多様化によ
り、地域とのつながりが希薄になってきています。こ
のことから、地域で孤立したり、災害時の対応が困難
となったりするリスクが高まっています。
　町では、地域福祉を推進するため、令和5年3月に
「紫波町地域福祉計画」を策定し、同じく町社会福祉
協議会において策定した「紫波町地域福祉活動計画」
と協働・連携し、取組を進めてきました。
　また、町社会福祉協議会を中心とする福祉団体の
活動を支援するとともに、町社会福祉協議会のおい
てコミュニティソーシャルワーカーを配置し、相談支
援体制の充実を図ってまいりました。

　民生児童委員及び主任児童委員は、合わせて83人
おり、相談支援件数は、年間延べ1,500件程度と
なっております。町民生児童委員協議会と連携、情報
共有を図り、委員が活動しやすい環境整備に取組み
ました。
　避難行動要支援者の登録においては、民生児童委
員や行政区長、消防団等の協力のもと、令和８年５月
において登録者数は282人となっております。

第３次総合計画期間における主な成果

・複合課題が解決・軽減に向かった世帯の割合
（%）

33.3 40.0

見通し
令和９年度 令和13年度

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№6 多様化した社会において、地域福祉をどのように推進していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅱ　健康・福祉

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

相談件数 1,643 1,718 1,730 2,054 1,623 1,731 1,500 1,712 1,729 1,476

人口に対

する割合
4.93% 5.18% 5.25% 6.21% 4.91% 5.24% 4.56% 5.23% 5.32% 4.57%

0.00%

1.00%

2.00%
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

相談件数 人口に対する割合
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1.複合化・複雑化する福祉ニーズ
　高齢者の介護と障害のある子どものケアが重なる
「8050問題」や「ダブルケア」、生活困窮と社会的孤
立の同時発生など、単一の制度（高齢・障害・児童な
ど）では対応しきれない課題が増加しています。
2.地域コミュニティの希薄化と孤立
　単身世帯の増加や都市化に伴い、隣近所のつなが
りが減少しています。これにより、孤立死や児童・高齢
者虐待の早期発見が遅れるリスクが高まっています。
3.担い手（人材）の不足と高齢化
　町内会、民生児童委員、ボランティアなどの地域活
動者の高齢化が進んでおり、後継者不足や特定の個
人への負担集中が深刻化しています。

　こういった課題に対応するために、重層的支援体制
の構築、住民主体の居場所・見守りづくり、参加層・担
い手の拡大、デジタル・ICTの活用などの取り組みが
必要となってきております。
　行政・社会福祉協議会・地域住民・民間の福祉事業
者が「公助・共助・自助」の役割を分担しながら、誰も
が自分らしく暮らせる地域社会（地域共生社会）を目
指すことが求められています。

【健康・安心】

次期総合計画策定に向けた課題・論点
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人 人 人 人

〔指標の説明〕
　

身体障害者手帳保持者数の推移（等級別、町人口に占める割合）

 療育手帳保持者数の推移（等級別、町人口との割合）

精神保健福祉手帳等の所持者数の推移（自立支援含む）

（　　　　年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

福祉施設から一般就労への移行者数 3 5 7

　障害福祉サービスを提供する支援にとどまるのではなく、一般就労での活躍を促し、障がいのある人の社会
的自立や生活の質の向上を図ります。

第３次総合計画期間における主な成果

　障害者手帳の所持者数は増加しております。特に全
国的に精神障がい者の増加が顕著であり、これに対
応した福祉サービスや制度も改正などにより複雑化
しております。
　町では、多様な障害に対応した支援を丁寧行うべ
く、複雑な制度を整理し一冊にまとめた障がい者向
け福祉ガイドブック「ともに歩む」を作成し、来庁者に
配付を行っています。
　相談支援体制においては、平成29年4月に矢巾町
と共同で設置した「紫波地域障がい者基幹相談支援
センター」を中心に、地域に寄り添った相談対応を
行ってまいりました。

　また、町において令和元年度に「紫波町障害者自立
支援協議会」を設置し、地域における障害者等への支
援体制に関する課題について情報を共有し、福祉・保
健・医療・教育・雇用など関係機関等のネットワーク構
築を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備
について協議を行い、障害者等への支援体制の整備
を図ってまいりました。

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値 見通し
平成　　年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№7 障がい者（児）をどのように支援していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅱ　健康・福祉

H29 R2 R5 R6 R7

182 189 219 217 223

261 255 309 309 316

33,170 33,049 32,717 32,503 32,313

0.79 0.77 0.94 0.95 0.98

療育手帳Ｂ
（中・軽度）

計
町人口

手帳保持者割合

療育手帳Ａ
93

（重度）
79 66 90 92
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　福祉サービス利用に必要な 「サービス等利用計画」
の作成件数が過大となり、相談支援専門員が個別ケ
アマネジメントに追われ、地域課題の発掘やアウト
リーチ（訪問支援）に十分な時間を割けない傾向があ
ります。
　また、高次脳機能障害、発達障害、難病患者、引きこ
もり状態にある人など、既存の障害種別（身体・知的・
精神）に当てはまりにくい対象者への支援が課題と
なっております。
　行政主導の制度給付だけでは限界があります。重層
的支援体制を整備し、高齢・児童・困窮などをまたぐ
包括的な相談支援を強化すること、また、広域連携す
ることで、専門性の高い施設や支援ネットワークを近
隣自治体と共同で確保・運用する取り組みが必要と
されます。

　また、障がい者の高齢化に対応した、権利擁護・成
年後見制度の利用を促進し、意思決定支援の推進や
地域共生社会に向けた環境整備が求められていま
す。

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【健康・安心】
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％ ％ ％ ％

人 人 人 人

人 人 人 人

〔指標の説明〕
　
地

304 309 613

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№8 高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅱ　健康・福祉

見通し

平成30年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

主要指標

基準値 実績値 目標値

（2018年度） （2025年度） （2027年度）

380

（2031年度）

高齢化率 30.0 33.0 34.0 36.0

認知症サポーター養成講座受講者数 375 353 375

介護予防事業の延参加数 20,707 16,110

〇高齢化率とは、高齢化率21%以上が超高齢社会と言われ、日本は29.3%、岩手県は35.4%（令和6年10月1日現在）です。県内では
西和賀町（51.0%）が最も高く、市町村格差が大きい状況で、紫波町は県内5番目の低水準にあります。
〇認知症サポーター養成講座は、自分のできる範囲で認知症の人や家族を温かく見守る支援者（理解者）であるサポーターを養成する講
座のことです。
〇介護予防事業の延参加数は、通いの場や介護予防事業（元気アップ教室、シルバーリハビリ体操など）への年間の参加者数を指します。

第３次総合計画期間における主な成果

〇地域の支え合いによる生活支援体制の充実
　生活支援コーディネーターの配置や協議体の設置を進め、地域
ニーズの把握や担い手の育成に取り組みました。また、高齢者の
孤立防止や社会参加の促進を目的とした通いの場を41か所ま
で拡充するとともに、地域の通いの場などを掲載した資源ガイド
ブックを作成し、地域資源の見える化を図りました。これらの取
組を通じて、高齢者が身近な地域で人とのつながりを持ち、互
いに支え合いながら暮らし続けるための基盤づくりを進めまし
た。

〇認知症になっても安心して暮らせる地域づくり
　認知症施策では、認知症サポーターは延養成数6,742人で、
地域で認知症の人や家族を見守る意識が広がっています。

R4年度からは、ステップアップ講座（延83人受講）を開始し、チー
ムオレンジとして活動する人材を育成するとともに、R6年度には
「オレンジパートナーしわ」が結成されました。認知症の人や家族を
中心に、地域住民や専門職、関係機関がつながり、地域全体で支え
合う仕組みづくりを進めました。

〇介護予防のための運動機会の充実と習慣化の促進
　シルバーリハビリ体操や元気アップ教室を継続して実施し、高齢者
の運動習慣の定着や筋力低下の予防を図りました。
　また、R7年度からアクティブシニアトレーニング教室を開始し、身
体状況に応じた運動機会を提供することで、運動機能の維持・向上
を図るとともに、介護予防や地域交流の促進につなげました。

15,000 15,000
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320 255 575

〇年度別人口及び高齢化率（外国人含む）　※出典：紫波町住民基本台帳    〇地区別年齢区分と高齢化率（R8.3月末）　※出典：紫波町住民基本台帳

〇要介護等認定者数、要介護等認定率の推移　※出典：見える化システム

出典：岩手県

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【健康・安心】

【地域包括ケアシステムの深化・推進】
　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けられる
よう、医療・介護・予防・住まい・生活支援を包括的に提供
する体制（地域包括ケアシステム）のさらなる構築・強化が
重要な課題となっています。
〇持続可能な生活支援体制の構築
　生活支援体制については、これまでの計画において体制
の「構築（作ること）」に重点が置かれてきました。しかし、
次期計画では、構築した体制を「継続・発展させること（続
けること・育てること）」への転換が課題となります。
　また、担い手の高齢化・固定化や活動の停滞、地区間に
おける取組格差の拡大なども懸念されており、持続可能
な支え合いの仕組みづくりに向けた新たなアプローチが
求められています。

〇認知症施策の推進
　認知症施策については、サポーターの養成にとどまらず、認
知症の方が住み慣れた場所で暮らし続け、地域の中で自然に
受け入れられる環境づくりが求められています。認知症を自
分ごとと捉え、互いに支え合い、本人が自分らしく生活でき
る地域を目指し、施策のあり方を見直していくことが必要で
す。

〇介護予防事業の推進・拡充
　介護予防事業において、会場や運営上の制限から、希望者
全員を受け入れられるための十分な枠を確保できないこと、
参加者が固定化する傾向から新規参加者や若い高齢者層の
参加拡大が課題です。

近隣市町比較データ
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％ ％ ％ ％

人 人 人 人

％ ％ ％ ％

人 人 人 人

〔指標の説明〕
　

サービス受給率 81.2 92.5 93.0

要介護認定者数 1,800 2,048 2,132

サービス受給者数 1,461 1,895 1,984

見通し
令和９年度 令和13年度

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№9 介護サービスが必要な人に必要なサービスが提供できるか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅱ　健康・福祉

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

要介護認定率 17.9 19.2 19.9

上の表は、介護サービスを必要とする方が申請し、認定を受けている割合、人数、また、そのうちでサービス利用につ
ながった方の割合及び人数を表しています。各年度３月末時点の数値となっています。（第2号被保険者を含みま
す。）
平成30年度、令和7年度の岩手県全体の認定率は、それぞれ19.6％、20.3％となっており、県全体と比較すると紫
波町の認定率は低いものの、県、町とも認定者は増加傾向にあることが分かります。
紫波町の認定率は、県内24保険者中17番目となっています。

介護保険制度の運営では、介護保険制度の周知、介護保
険料の公平な負担と給付の適正化を保ち、持続可能な
制度の維持に努めました。

　〇介護保険制度の主な改正点
　　（平成30年度以降）
　　①3割負担の導入
　　②高額介護サービス費の上限引き上げ
　　③介護医療院の創設
　　④感染症対策・科学的介護の強化、ICT活用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

〇介護認定審査会のDX推進
令和7年度に申請から結果を出すまでの法定期限であ
る30日を遵守するため、介護認定審査会ペーパーレス
システム「moreNOTE」を導入。急を要する案件の追加
を容易に行えるようになり、令和6年度と比較して平均
で新規申請は1.2日、区分変更申請は3.1日、結果まで
の期間を短縮しました。

〇紫波町内介護サービスの新設
第3次総合計画期間である令和2年度以降に町内では
地域密着型デイサービス3か所、訪問看護ステーション2
か所、訪問介護事業所1か所、居宅介護支援事業所2か
所が新設されました。

第３次総合計画期間における主な成果

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

21.5

2,174

2,310

94.1

図1 65歳以上人口とそれを支える15～64歳人口

（出典：紫波町人口集計一覧表、国立社会保障・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）」

413 460 461 406 468

1255 1070 1072 1077 1048

219
228 264 256 229

0
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新規 更新 区分変更

図2 内容別申請件数の推移

（出典：紫波町介護保険白書）

表1 新規認定者の分析 （出典：紫波町介護保険白書）
１号被保険者

前期：65歳～74歳の被保険者

後期：75歳以上の被保険者

２号被保険者

40歳～64歳の被保険者

要介護における状態区分

要支援１ 要介護５

軽 重
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近隣市町比較データ

【健康・安心】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

●人口構造の変化
介護保険制度開始以降、高齢化が急速に進行しています。
2025年には団塊世代が後期高齢者となり、2040年には
団塊ジュニア世代が高齢者層へ移行することで、高齢者人
口はさらに増加します。また、独居・高齢者のみ世帯の増加
も見込まれており、介護サービスを必要とする方は今後も
増え続けることが予想されます。

●住民負担と給付のバランス
介護保険料は高齢者人口の増加に伴い増加傾向にありま
す。第7期から第9期まで月額6,480円で据え置かれてい
る一方、介護サービス費用全体は増加しています。給付と
負担の均衡を保つためには、健康で元気な高齢者を増やす
介護予防の取り組みをより一層強化していくことが重要で
す。

●必要な人に必要なサービスを届けるために

介護需要が増加する一方で担い手不足が深刻化する中、介
護人材の確保・定着とサービス提供体制の維持が不可欠で
す。あわせて、オンライン申請を含むDX推進や情報連携の
効率化を図りながら、デジタル機器の利用に不慣れな高齢
者を取り残さない支援体制を関係課と連携して構築してい
く必要があります。

●高齢者の住まいの確保と介護施設の適正配置
独居・認知症高齢者の増加を踏まえ、特別養護老人ホーム
やグループホーム、サービス付き高齢者向け住宅など、状
態や希望に応じた多様な住まいの選択肢を地域内で確保
することが重要です。一方、人口減少が進む中での無計画
な施設増設は財政・人材面で持続不可能であり、地域の需
要を的確に見通しながら、施設・在宅・住宅系サービスの適
正配置を計画的に進めるとともに、住宅改修支援や見守り
体制の充実など、自宅で暮らし続けられる環境整備にも取
り組む必要があります。

要支援１ 要介護５

軽 重

図3 （出典：令和8年6月 在宅生活改善調査） 図4 （出典：令和8年6月 在宅生活改善調査）

在宅生活改善調査とは

町内の居宅介護支援事業所、地域包括支援センターに所属

するケアマネジャー全員を対象に、自身が担当しているサー

ビス利用者のうちで現在のサービスでは在宅生活の継続が困

難または家族等介護者の就労継続が困難となるケースを抽出

し、設問に答えてもらった。第10期介護保険事業計画の予備

調査として新たに採用されたもの。

図5 （出典：令和8年6月 在宅生活改善調査）

図6

令和7年度サービ

ス別給付費割合

（出典：紫波町

介護保険白書）

図7 令和7年度要介護認定者と一人当たりの月額介

護サービス費用（円/月）の比較

（出典：厚労省介護保険事業状況報告）
17,436

図8 介護保険料の基準月額の推移
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回 回 回 回

〔指標の説明〕
　

郷土食の献立（令和７年度）　もち姫のひっつみ汁 献立の例
（紫波の食ナビホームページ） （給食献立表　令和７年度１月）

見通し
令和９年度 令和13年度

第１章　【健康・安心】誰もがその人らしく健やかに暮らせるまち

【健康・安心】

論点№10 学校給食を通じて児童・生徒の食生活に対する理解を深めるには

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

食と農の情報発信サイト閲覧数 34,728 71,365 50,000

　１年度の間に、「紫波の食ナビ」のホームページが閲覧された回数です。
　給食に対する理解、関心の点から、指標として採用しています。
　令和８年度からは、「紫波の食ナビ」が公開終了し、町ホームページ中「学校給食予定献立表・給食一口メモ・今
日の献立」のページに移行します。

　食と農の情報発信サイトの閲覧数が伸び、目標値を
越えました。

　食生活に関する知識、意識を養うため、栄養教諭が
食指導や食に関連した授業を行うとともに、学校給
食を通じて、食への関心と食体験の両方に作用する
ようなアプローチを行いました。
　関心の面では、情報発信により知識、関心の醸成を
図りました。児童生徒に向けては、「学校給食一口メ
モ」や「給食センターだより」に食材や栄養、食文化な
どの記事を掲載しました。家庭に向けては、「紫波の
食ナビ」ホームページに、給食献立を写真付きでアッ
プし、情報発信を行いました。

　食体験の面では、給食が、「生きた教材」としてはた
らくような献立の策定や企画を行いました。　実績と
して、こどもの日や七夕等のイベント給食等のほか、
学習振り返り給食、読書給食、よくかむ給食、減塩適
塩の日給食、紫あ波せお29推進月間、地場産加工品
推進献立、郷土食伝統食献立、希望献立・作成献立、
食材生産者との交流を実施し、実際の食体験と結び
ました。

第３次総合計画期間における主な成果

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

80,000

＜学校
が っ こ う

給食
きゅうし ょく

週間
しゅうかん

④野村
の む ら

胡堂
こ ど う

ゆかり給食
きゅうし ょく

＞

麦
む ぎ

ごはん、牛乳
ぎゅうにゅう

、銭形
ぜ に が た

カレー、

オムレツ、福神漬
ふ く じ ん づ

け和
あ

え

＜学校
が っ こ う

給食
きゅうし ょく

週間
しゅうかん

③宮沢
み や ざわ

賢治
け ん じ

ゆかり給食
きゅうし ょく

＞

減量
げ んり ょう

ごはん、牛乳
ぎゅうにゅう

、山猫
や まね こ

ひっつみ

紫
し

あ波
わ

せポテトコロッケ、

かぼちゃのきび煮
に

、ラムネゼリー

＜学校
が っ こ う

給食
きゅうし ょく

週間
しゅうかん

➀ALTの先生
せ ん せ い

の国
く に

の料理
り ょ う り

＞

横割
よ こ わ

り丸
ま る

パン、牛乳
ぎゅうにゅう

、クラムチャウダー

ハンバーグのトマトソースかけ、

コーンとブロッコリーのサラダ

＜学校
が っ こ う

給食
きゅうし ょく

週間
しゅうかん

②とり野菜
や さ い

みそ給食
きゅうし ょく

＞

麦
む ぎ

ごはん、牛乳
ぎゅうにゅう

、とり野菜
や さ い

みそ汁
し る

ちくわの青
あ お

のり天
てん

ぷら、治部煮
じ ぶ に

＜学校
が っ こ う

給食
きゅうし ょく

週間
しゅうかん

⑤もっちりハムカツ給食
きゅうし ょく

＞

麦
む ぎ

ごはん、牛乳
ぎゅうにゅう

、たらの粕
か す

汁
じ る

もっちりハムカツ、みそ肉
に く

じゃが
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移行

食育、地産地消の情報全般の情報発信

独立

「紫波の食ナビ」
旧サイトは終了

給食の情報は、「紫波の食ナビ」ではなく、町ホームページで発信
↓

「学校給食を通じて児童・生徒の食生活に対する理解を深める」ことを計るのによりふさわしい指標はないか？

近隣市町比較データ

【健康・安心】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　第３次総合計画期間において行ってきた成果があ
ることから、これらを継続して行っていく考えです。

　現在のまちづくり指標は、「食と農の情報発信サイト
閲覧数」ですが、令和８年度からは、「紫波の食ナビ」
が公開終了し、町ホームページ中「学校給食予定献立
表・給食一口メモ・今日の献立」のページに移行して
います。　「紫波の食ナビ」のサイト閲覧数に代わるま
ちづくり指標を設定する必要があります。

　「学校給食を通じて児童・生徒の食生活に対する理
解を深めるには」という施策に対し、どのような指標
を用いるかを論点とします。
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kg kg kg kg

〔指標の説明〕
　

見通し
令和９年度 令和13年度

第２章　【自然・産業】豊かな環境と町の魅力を生かしたなりわいがあるまち

【自然・産業】

論点№11 循環型まちづくりを推進するためには何が必要か

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅳ　環境・くらし

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

年間１人当たり家庭系ごみの排出量 199.0 192 188

第三次計画においては、資源回収活動への支援や家
庭系廃食用油の回収などを実施し、ごみ減量及び資
源循環の取組を推進しました。また、長年にわたるご
み分別や資源回収の取組により、町民の間にはごみ
減量や分別に対する意識が一定程度定着し、年間１人
当たりのごみ排出量についても減少傾向が見られま
した。

一方で、資源化率は低下傾向にあり、燃やせるごみの
中には、本来は資源として回収できるものが混入し
ていることが課題となっています。また、近年は中央
部の開発等に伴い、町外からの転入者が増加するな
ど、地域や住民構成も変化しています。これまで地域
に定着してきた分別の取組を維持するとともに、新
たに町で生活する住民にも分別方法や資源循環の考
え方を分かりやすく伝え、改めてごみ減量・資源分別
の意識を醸成していくことが必要な時期となってい
ます。

第３次総合計画期間における主な成果

家庭ごみの一人当たり年間排出量の推移 家庭系・事業系ごみの排出量の推移

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

180
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近隣市町比較データ

【自然・産業】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

年間１人当たりのごみ排出量は減少傾向にあり、ごみ
減量に対する町民意識は一定程度定着してきていま
す。一方で、資源化率は低下傾向にあり、燃やせるご
みの中に雑紙など、本来は資源として回収できるも
のが混入していることや、資源回収活動を担う地域
の負担が課題となっています。

こうした問題を解決するためには、ごみの排出量を削
減する取組を継続するとともに、資源として活用でき
るものを適切に分別・回収し、資源循環につなげてい
くことが必要です。また、町民一人ひとりが分別やご
み減量に取り組みやすい環境を整えるとともに、地
域団体や事業者等との協働により、持続可能な資源
回収の仕組みを構築していくことが重要です。

そのために、燃やせるごみに混入している資源物の
実態を把握し、分別方法や回収方法について分かり
やすく周知するとともに、資源回収活動や家庭系廃
食用油の回収など既存の取組の充実、生ごみの資源
化など新たな資源循環の仕組みづくりをどのように
進めていくのかを論点とします。

（kg）
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（単位：kg）

R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07

CO2削減量 2,486,782 1,700,656 1,638,528 1,235,732 1,256,348 1,028,162 1,024,354

※ 特定取引分のみ（資源リサイクルを除く）

循環型エコプロジェクト推進事業によるCO2削減量の推移

再生可能エネルギー設備導入容量の推移 （単位：kW）

R01 R02 R03 R04 R05 R06

再エネ設備導入容量 16,813 18,896 19,453 20,068 20,674 21,315
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2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
合計 236 249 265 257 252 250 232 232 225 215 216 219 221 206

産業部門 67 60 70 71 76 66 63 68 63 60 71 70 67 66
業務その他部門 35 44 44 42 40 42 33 30 32 30 27 30 29 28
家庭部門 52 64 69 60 53 61 56 55 52 49 48 50 52 43
運輸部門 77 77 78 78 77 75 74 72 72 70 64 64 66 65
廃棄物分野（一般廃棄物） 5 6 5 6 7 6 6 6 6 5 5 4 7 4
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人 人 人 人

〔指標の説明〕
　

　　　　新・農業人フェアでの新規就農相談 新規就農者の就農状況確認の様子

相談件数

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

5

認定農業者数の個人経営体数（経営体） 199 156 180 140

○新規就農者数
　　新たに農業の担い手となった人数を把握し、担い手確保の状況を測る指標。
○認定農業者数
　　地域農業の中心的な担い手である認定農業者の経営体数を把握し、担い手の確保・維持の状況を測る指標。

○新規就農者の支援
　農業者の高齢化等による担い手不足への対策と
して、新規就農者への支援を行っています。新規就農
者育成総合対策（旧農業次世代人材投資事業）を活
用し、経営を開始する新規就農者に対し給付金を給
付し、令和４年度から令和８年度にかけて、合計９名
が給付を受けています。また、町独自の「親元就農支
援補助金」や「新規就農者経営安定支援事業補助金」
等による就農・定着支援に加え、「新・農業人フェア」
等へ出展し、町の農業や就農支援制度をPRすること
で、新たな担い手の確保に取り組んでいます。

○認定農業者の支援
　認定農業者として認定されると、農業経営改善
資金の貸付など、様々な支援措置を受けることが
できます。
○農業者等窓口相談
　紫波町農林公社が窓口となり、新規就農や認定
農業者に関する相談を受け付けています。相談窓
口の他にも認定農業者や新規就農者関係の書類作
成の支援等もおこなっています。

第３次総合計画期間における主な成果

新規就農者数 3 4 5

見通し
令和９年度 令和13年度

第２章　【自然・産業】豊かな環境と町の魅力を生かしたなりわいがあるまち

【自然・産業】

論点№13 農業の担い手をどのように育成・確保していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅴ　産業

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）
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1.農業の担い手の育成
　町では、農業者の高齢化や減少が進んでおり、今後
の地域農業を担う人材の確保が課題となっていま
す。現在、町内の基幹的農業従事者のうち70歳以上
が約６割を占めており、次期計画期間中には多くの農
業者がリタイアすることも想定されます。
　一方、離農等に伴い担い手への農地集積や経営規
模の拡大が進んでおり、新たな担い手の確保だけで
なく、農地や農業経営を次世代へ円滑に引き継ぐこ
とや、担い手の経営を持続可能なものとしていくこと
が求められています。
以上を踏まえ、次の事項を主な論点とします。
① 新規就農、親元就農、雇用就農、第三者継承など、
多様な形で農業を担う人材をどのように確保し、地
域に定着させていくか。
② 担い手の減少が見込まれる中、農地や農業経営を
次世代へつなぎ、持続可能な地域農業をどのように
支えていくか。

2.農業経営体への支援策の多様化
　町内には、家族経営を中心とした個人経営体、認定
農業者、集落営農組織、農業法人など、規模や経営形
態の異なる多様な農業経営体があります。
　農業者の減少に伴い、一部の経営体では農地集積
や経営規模の拡大が進む一方、人材不足や生産コス
トの上昇など、農業経営を取り巻く環境は厳しさを増
しています。また、経営規模や作目、経営形態によっ
て抱える課題や必要とする支援も異なっています。
こうした状況を踏まえ、次の事項を主な論点としま
す。
① 経営規模や作目、経営形態が異なる中、それぞれ
の経営体が安定して農業を継続するために、どのよ
うな支援が必要か。
② 人材不足や生産コストの上昇が続く中、スマート農
業や新たな雇用手法の活用などにより、農業経営の
効率化や負担軽減をどのように進めていくか。

近隣市町比較データ

【自然・産業】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

0

1000

2000

3000

4000

5000

盛岡市 八幡平市 滝沢市 雫石町 葛巻町 岩手町 紫波町 矢巾町

盛岡広域管内基幹的農業者数推移

2015年

2020年

出典：農林業センサス

（人）

0

100

200

300

400

500

600

700

年齢階層別基幹的農業従事者数

2020年 2025年

（人）

出典：農林業センサス

0

100

200

300

400

500

販売金額規模別経営対数

2015年 2020年

出典：農林業センサス

（経営体）

30



頭 頭 頭 頭

頭 頭 頭 頭

〔指標の説明〕
　

見通し
令和９年度 令和13年度

第２章　【自然・産業】豊かな環境と町の魅力を生かしたなりわいがあるまち

【自然・産業】

論点№14 循環型まちづくりを支える畜産生産基盤をどう維持するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅴ　産業

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

家畜（牛）の飼養頭数 1,579 1,316 1,600

○家畜（牛・豚）の飼養頭数
　岩手県家畜飼養頭羽数調査に合わせ、町が生産者及び関係団体へ聞き取りを行い把握しています。

○畜産経営の継続に向けた支援
・関係機関と連携し、畜産経営体の生産基盤強化に必
要な連絡調整や情報提供等を行いました。
・紫波地域畜産クラスター協議会の事務局として、協
議会運営や事業実施に必要な事務を行いました。
・畜産農家の経営状況や支援ニーズの把握に努めま
した。

○経営継続・畜産振興への支援
・飼料価格等の高騰により影響を受ける畜産農家に
対し、経営継続支援給付金等による支援を継続して
行いました。
・畜産関係団体へ負担金等を支出し、家畜改良、価格
安定、防疫及び共進会等の取組を通じて畜産振興を
図りました。
・肥育素牛導入、肉豚経営安定、豚熱ワクチン接種等
を支援するとともに、堆肥センターを運営しました。

第３次総合計画期間における主な成果

1,600家畜（豚）の飼養頭数 3,520 1,588 3,500

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

1,250

■牛
H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07

繁殖農家戸数（戸） 118 118 115 106 98 88 84 80

母牛頭数（頭） 855 843 823 747 722 718 688 620

平均頭数（頭） 7.2 7.1 7.2 7.0 7.4 8.2 8.2 7.8

肥育農家戸数（戸） 9 9 8 8 7 7 7 7

肥育牛頭数（頭） 243 264 285 270 234 230 282 279

平均頭数（頭） 27.0 29.3 35.6 33.8 33.4 32.9 40.3 39.9

■豚
H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07

農家戸数（戸） 6 6 6 6 6 6 4 3

母豚頭数（頭） 361 363 390 394 363 349 300 155

平均頭数（頭） 60.2 60.5 65.0 65.7 60.5 58.2 75.0 51.7
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出展：岩手県家畜飼養頭羽数調査 出展：岩手県家畜飼養頭羽数調査

【自然・産業】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【現状（問題）認識】
　循環型まちづくりを掲げる本町において、畜産業は
家畜排せつ物の堆肥化と農地還元を担い、地域資源
循環の根幹を支えています。一方、生産者数と飼養頭
数は減少しており、畜産生産基盤の縮小は循環型ま
ちづくりの持続にも影響します。
　養牛は、繁殖経営が118戸・855頭（平成30年度）
から80戸・620頭（令和７年度）へ減少しましたが、１
戸当たり飼養頭数は7.2頭から7.8頭で、概ね維持さ
れています。肥育経営も９戸から７戸となった一方、１
戸当たり飼養頭数は27.0頭から39.9頭へ増加して
います。
　養豚は現在３軒ですが、後継者と増頭意向のある経
営体があり、生産基盤を将来につなぐ材料がありま
す。

【討議課題】
１　循環型まちづくりを持続させるため、その根幹を
支える畜産生産基盤をどのように維持するか。

２　経営体が減少する中、１戸当たりの飼養規模を維
持している養牛経営をどのように支え、地域全体の
生産基盤を将来へつなぐか。

３　生産者が３軒となった養豚について、後継者や増
頭意向のある経営体を含め、地域の養豚生産をどの
ように維持するか。

４　町、県、ＪＡ、関係団体がどのように役割分担し、経
営継承、生産性向上、防疫及び資源循環を支えるか。
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多面的機能支払交付金に係る交付面積(ha)

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

盛岡市 359,319 358,869 358,618 343,744

花巻市 1,284,054 1,285,851 1,285,851 0

雫石町 395,248 393,166 393,928 408,677

矢巾町 206,509 206,509 206,509 199,289

紫波町 439,099 439,099 439,099 437,607

参考 割当表（掲示用） データベース付(岩手県作成)

※花巻市令和6年度不明

中山間地域等直接支払交付金に係る交付面積(ha)

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

盛岡市 338 339 338 341

花巻市 2,686 2,682 2,681 2,679

雫石町 104 104 104 104

矢巾町 280 280 280 280

紫波町 302 303 305 309

参照：中山間地域等直接支払交付金の実施状況

   (岩手県ホームページ)

出典：紫波町の農業生産構造の動向分析（2026年6月）

34



㎥ ㎥ ㎥ ㎥

〔指標の説明〕
　

【岩手県内の被害範囲】 【松くい虫被害発生概要図】

【松くい虫被害状況（市町村別年度別）】 単位：㎥

見通し
令和９年度 令和13年度

第２章　【自然・産業】豊かな環境と町の魅力を生かしたなりわいがあるまち

【自然・産業】

論点№16 森林の持つ多面的機能を持続するためには

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅴ　産業

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

松くい虫駆除材積（㎥） 340.0 94.1 200.0

森林病害虫防除事業における被害木処理量

　岩手県では、美しい自然や林業を守るため、国や市
町村、林業関係団体が一体となって対策を進めてい
ます。
　当町においても「松くい虫」による被害が確認され
ており、森林保全のため、駆除に取り組んできまし
た。

　第3次計画期間内では国や県の補助金を活用した
駆除を行い被害の発生量は減少傾向にあります。

第３次総合計画期間における主な成果

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）
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【森林の持つ多面的機能】

元気な森林には、雨水をたくわえ河川への水量を調整するダムの役割や二酸化炭素を吸収することによる
地球温暖化の防止等の様々な働き（多面的機能）があり、私たちの生活環境にも大きな関わりがあります。

森林には、次の8つの機能があるとされ
ています。

・生物多様性保全
色々な動物のすみかになります。

・地球環境保全
地球温暖化を防ぎます。

・土砂災害防止機能／土壌保全機能
山が崩れるのを防ぎます。

・水源かん養機能
水を貯え、きれいにします。

・適環境形成機能
空気をきれいにし、住みやすい環境を整え
ます。

・保健・レクリエーション機能
レクリエーションや休養を楽しむ場となり
ます。

・文化機能
伝統文化や行事に触れる場となります。

・物質生産機能
木材やきのこ等の生産の場になります。

【自然・産業】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【課題】
岩手県内で発生している被害範囲は前頁図のとおり
であり、紫波町では東西に拡大する措置を重点的に
行っていますが、未だに発生している状況です。
【方針】
被害拡大を防止するため、県や関係団体と連携しな
がら今後も駆除等を継続する必要があります。
【町の課題解決に向けた主な手法】
・松くい虫監視員（岩手県）からの情報収集
・早期駆除の実施
・アカマツの有効利用のため、健全木を伐採し資源化
を図り、他の樹種に更新する
等を対策手法としています。

【論点】
　森林病害虫の駆除は森林保全施策の一つですが、山
火事や土砂災害等の被害が発生し森林の持つ多面的
機能を損なう事態が発生しています。
　そこで、多面的機能を十分に発揮させるために、森
林をどうすべきかを論点とします。
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〔指標の説明〕
　

　　せせらぎトイレ

図1　紫波町中小企業振興資金融資件数
出典：紫波町商工観光課　

　中小企業振興会議の様子

50中小企業振興資金融資件数 27 37 30

町内の中小企業の振興育成を図るために融資した件数の合計。

　近年、新型コロナウイルス感染症の影響からの回復
が進む一方、物価・エネルギー価格の高騰や人手不足
の深刻化などにより、中小企業を取り巻く経営環境は
依然として厳しい状況が続いています。こうした状況
を踏まえ、紫波町では令和6年度に「紫波町中小企業
振興条例」を制定し、振興会議や幹事会を開催しなが
ら、中小企業の持続的な発展に向けた支援施策の検
討・推進に取り組んでいます。
　また、物価高騰等の影響により事業者の資金需要が
高まる中、融資制度の活用が増加していることから、
利子補給などの支援を行い、事業者の資金繰りに係
る負担の軽減を図っています。

　さらに、地域商業の活性化と来訪者の利便性向上を
図るため、日詰商店街の駐車場に隣接するせせらぎト
イレの建替えを実施しました。このほか、新型コロナウ
イルス感染症や物価高騰の影響を受けた事業者に対
して、状況に応じた支援を実施するとともに、地域の
商店や事業者が抱える課題やニーズの把握にも努め、
事業者の経営安定と地域経済の維持・活性化を図っ
てきました。
　また、各種支援制度の周知や関係機関との情報共有
を行い、事業者が必要な支援を受けられる環境づくり
にも取り組みました。

第３次総合計画期間における主な成果

第２章　【自然・産業】豊かな環境と町の魅力を生かしたなりわいがあるまち

【自然・産業】

論点№17 中小企業の持続的発展と紫波町民の生活向上を図るには

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅴ　産業

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）
平成30年度
（2018年度）

見通し
令和９年度 令和13年度

（2027年度） （2031年度）
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 　　矢巾・紫波就職マッチングイベントの様子 　　　　　起業家塾@もりおかの様子

表1  業種別商工業者数及び小規模事業者数 出典：総務省・経済産業省「経済センサス」

表2　近隣市町村別事業所数及び従業者数
　　出典：岩手県ふるさと振興部「経済センサス」より紫波町商工観光課作成

【自然・産業】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　人口減少や少子高齢化、人手不足の進行に加え、物
価・エネルギー価格の高騰など、地域経済を取り巻く
環境が大きく変化し、中小企業や商店街の事業継続、
地域の活力維持が問題となっています。また、地域内
の消費や経済循環の縮小、担い手不足により、地域産
業の持続的な発展が難しくなることも懸念されていま
す。特に、事業者の経営環境が厳しくなることで、地域
に必要な店舗やサービスの減少、雇用機会の縮小な
どにつながり、町民の生活にも影響を及ぼすことが考
えられます。これらの問題を解決するためには、地域
の事業者が安定して事業を継続できる環境を整える
とともに、地域資源を活用した新たな商品やサービス
の開発、地域内での消費と経済循環の促進、人材の確
保・育成などを一体的に進めていくことが必要です。

　また、創業や事業承継を支援し、地域産業の担い手
を確保する取組も重要です。さらに、行政だけでなく、
事業者、地域団体、町民等がそれぞれの役割を担い、
情報や課題を共有しながら連携して地域経済を支え
る仕組みを構築することが重要です。そのために、地
域の実情や事業者のニーズを的確に把握し、どのよう
な支援策を展開するとともに、地域資源や地域の魅力
を生かして地域内外から人や消費を呼び込み、地域内
での経済循環を高め、持続的な地域経済の発展と町
の活力向上につなげていくのかを論点とします。

近隣市町比較データ

表　業種別商工業者数及び小規模事業者数

商工業者
数

構成比
(％)

小規模
事業者数

商工業者
数

構成比
(％)

対2012年
比

小規模
事業者数

商工業者
数

構成比
(％)

対2016年
比

小規模
事業者数

建設業 129 14.3% 123 117 12.6% 90.7% 107 123 13.4% 105.1% 113

製造業 70 7.8% 57 73 7.8% 104.3% 58 66 7.2% 90.4% 48

卸・小売業 277 30.7% 203 290 31.1% 104.7% 191 273 29.8% 94.1% 174

飲食・宿泊業 85 9.4% 66 93 10.0% 109.4% 73 92 10.0% 98.9% 75

サービス業 193 21.4% 170 231 24.8% 119.7% 199 216 23.6% 93.5% 188

その他 149 16.5% 131 128 13.7% 85.9% 104 147 16.0% 114.8% 123

合計 903 100.0% 750 932 100.0% 103.2% 732 917 100.0% 98.4% 721

資料：総務省・経済産業省「経済センサス」

2012(平成24)年 2016(平成28)年 2021(令和3)年

県央広域振興圏 事業所数(事業所)　平成28年 事業所数(事業所)　令和3年 従業者数(人)　平成28年 従業者数(人)　令和3年

盛岡市 15,032 14,189 146,110 141,204

八幡平市 1,207 1,082 10,189 9,704

滝沢市 1,395 1,451 13,946 14,582

雫石町 718 676 7,018 6,795

葛巻町 269 272 1,668 1,582

岩手町 510 472 4,233 4,112

紫波町 1,056 1,084 9,300 9,292

矢巾町 1,349 1,353 15,351 19,882
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〔指標の説明〕
　

平成 30年度
（　　　　年度） （2027年度） （2031年度）

135

計画策定当初は、ふるさと納税への寄附が少なく、返礼品を提供する町内事業者も限られていたことから、地域
産品の価値向上に向けた取組の広がりを捉える指標として、「返礼品提供事業者数」を設定した。

ふるさと納税については、町内事業者との連携によ
り、既存返礼品の磨き上げや新たな返礼品の開発、返
礼品ページの充実等に取り組むとともに、新たな事業
者への参画提案を進めてきた。これらの取組を通じ、
ふるさと納税が町内産品を町外へ届け、地域の事業
者と全国の寄附者をつなぐ一つの販路となっている。

また、主要なふるさと納税ポータルサイトと連携し、特
集掲載や情報発信の充実を図るなど、返礼品や町の
認知向上に取り組んだ。こうした取組により、ふるさ
と納税を通じて町内産品が町外の方に選ばれる機会
が広がっている。

一方、ふるさと納税は国の制度改正や寄附市場の動
向による影響を受けやすく、返礼品の寄附額設定や募
集方法など、制度に対応した見直しが必要となってい
る。

また、事業者数や返礼品数についても、単純な増加で
はなく、寄附者のニーズや事業者の供給力等を踏まえ
た返礼品の充実が求められている。

第３次総合計画期間における主な成果

ふるさと納税返戻品納入事業者数（か所） 29 114 125

見通し
令和９年度 令和13年度

第２章　【自然・産業】豊かな環境と町の魅力を生かしたなりわいがあるまち

【自然・産業】

論点№18 地域資源を活かした特産品の価値をどう高めるか（特産品）

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅴ　産業

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）

29 49 56 57
96 112 104 114

203 224

350 350 354 374
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年次推移

返礼品事業者 返礼品数 寄附金額（千円）

紫波町ふるさと納税返礼品人気ランキング

１位 ２位 ３位
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その他、主な改定

ロゴのみの場合は1年以内の販売・配布実績が必要、その数量が上限

製品価値の過半が地元で生じた証明をメーカーに要求

「付加価値基準」に基づく返礼品（告示第5条第3号該当品）について、証明書に一般販売価格を併せて記載する
ことを義務付け（全返礼品が対象ではない）

付加価値の基準
「区域内で相応（過半）の付加価値が生
じていること」

自治体ロゴ等の扱い

工業製品・加工品 「主要な部分」を区域内で加工

ロゴ付与で地場産品と認定される余
地あり

ふるさと納税は、町内産品の販路拡大や事業者の所
得向上、町の認知向上につながる仕組みである一方、
国による制度改正が継続的に行われており、寄附額や
寄附件数は制度変更や寄附額設定等の影響を受け
る。

また、事業者数や返礼品数についても、多いこと自体
が成果とは限らず、それぞれの返礼品が寄附者に選
ばれ、継続的に提供できることが重要となる。このた
め、寄附額などの事業規模だけでなく、寄附件数や返
礼品の状況等も踏まえながら、事業の成果を捉えてい
く必要がある。

次期総合計画では、制度や市場環境の変化に対応し
ながら、町内事業者や地域産品の価値向上につなげ、
ふるさと納税を地域産業の活性化にどのように活用
していくかを論点とする。

近隣市町比較データ

【自然・産業】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

改正項目 改正後基準（2026年10月～）

要件自体は変更なし。算出方法を「価格に基づく算出」を原則とすることが明確化され、製造等を行う者による証
明と、地方団体による証明事項の一覧公表が義務化される

一般販売価格 記載義務なし

現行基準

寄附額から経費を除いた額の割合を段階的に引き上げていく制度改定
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件 件 件 件

〔指標の説明〕
　

見通し
令和９年度 令和13年度

第２章　【自然・産業】豊かな環境と町の魅力を生かしたなりわいがあるまち

【自然・産業】

論点№19 食と農の価値をどう高め、広げるか(農畜産物・地産地消・農業生産）

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅴ　産業

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

農村体験プログラム数 1.0 1.0 4.0

（仮称）食と農の育成学校の設置により、新たな農業・農村体験プログラムが増える。行政主導のものをはじめ、
民間事業者や農家に波及し、町全体として体験プログラムの提供が増加することを見込む。なお、施策評価シート
では令和9年度の目標値9件となっているが、現状の実績を踏まえて4件へと下方修正した。

（仮称）食と農の育成学校の検討は、令和8年度より開
始したことから、現状での成果はまだありません。令
和9年度には、プレ開講として新たなプログラムの提
供が見込まれることから、増加する予定となっており
ます。
民間事業者が運営する体験農園「畑の保健室」や「は
たけ部」の活動など、主に中央部に暮らす町民が農に
ふれる機会が生まれていることから、その芽を伸ば
し、町内に波及させていくことを計画していきます。

第３次総合計画期間における主な成果

平成　　年度
（　　　　年度） （2027年度） （2031年度）

10.0
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出典：紫波町広報撮影（令和7年9月29日紫波第三中学校）

【自然・産業】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　基幹的農業従事者の減少や高齢化が進むとともに、
農地が宅地へ代わり若い世代が農業を継承せずに町
を離れるなど、農業の担い手不足が懸念されていま
す。また、昔よりも非農家が増加する社会において日
常的に農にふれて学ぶ機会が乏しくなっており、日々
の暮らしと「農」との距離が離れつつあるのが現状で
す。
　この課題に対し、単に農業の「担い手」を増やすだけ
でなく、多様な形で農に関わる「関わり手」を増やすこ
とが重要だと考えます。町の食と農を取り巻く全ての
人たちが互いのことを理解し、農業の楽しさも大変さ
も分かち合える「共通言語」を持つことや、食と農を通
じた学びにより「生きる力」を育むことが求められて
います。

　解決策として、「（仮称）食と農の育成学校」の設立を
推進します。現役の農業者や就農を目指す若者、移住
者、農に関心を持つ人々が混ざり合い、出会い、学び、
体験し、挑戦できる場を創出します。JAなどの民間事
業者等とも連携しながら、農業のハードルを下げて誰
もが自分らしい形で農と関われるカリキュラムを提供
することで、「食と農が誇りとなるまち」の実現を目指
します。
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〔指標の説明〕
　

都市計画道路北日詰朝日田線 交差点改良(R2完了） 都市計画区域内･外人口と割合 用途区域内･外人口と割合

開発行為等年度別完了件数（単位：件） 開発行為等年度別面積（単位：ha）　引用：都市計画課業務資料

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№20 良好な市街地環境を形成するにはどうするか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤

見通し
平成30年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値

（2018年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

都市計画道路整備率 72.8 78.0 74.0 78.0

　「都市計画道路整備率」とは、町で都市計画決定している都市計画道路のうち、実際にどのくらいの割合を整
備したかを示す指標になっています。
　「都市計画道路整備プログラム（令和８年６月策定）」に基づき、長期間未着手の路線について、順次計画的に
整備又は着手していく見通しです。

第３次総合計画期間における主な成果

（都市計画道路）
　令和２年度には、都市計画道路北日詰朝日田線と県
道紫波インター線の交差点改良を完了し、中心市街
地へのアクセス性向上、通勤通学時の安全確保、災害
に強い道路環境の形成を進めました。令和７年３月に
は都市計画マスタープランを改定し、道路網方針を見
直すとともに、同年12月には未整備区間を有する２
路線の都市計画変更を行い、長期未着手路線の整理
を進めました。これにより、都市計画道路は10路線、
総延長22.24km、整備済み延長17.40km、整備率
78.0％となっております。さらに、令和８年６月には
都市計画道路整備プログラムを策定し、未整備区間
の整備優先度や概ねの事業着手時期を明確化し、限
られた財源の中で効果的・効率的な道路網形成の方
向性を整理しました。

（土地利用）
　令和７年３月、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の
まちづくりを推進するため「紫波町立地適正化計画」
を作成し、居住誘導区域・都市機能誘導区域、誘導施
設及び防災指針等を設定しました。都市計画マスター
プランとの整合を図り、令和７年８月には南日詰工業
団地の工場跡地を工業専用地域から工業地域へ変更
し、鉄道駅に近接する地域特性を活かしながら、更な
る産業誘致や物流活動の活性化につなげる土地利用
の見直しを行いました。町民の93.5％が都市計画区
域内に、うち59.9％が用途地域内に居住しており、
開発行為については都市計画法や町条例に基づき、
関係各課と連携して適正な規制と誘導に取り組みま
した。

1
3 2 2 1 0 1 2

5

5

2 1

7
7 5

1

6

6

2 4

3 5
4

3

0

2

4

6

8

10

12

14

16

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

駐車場設置 町同意開発 県許可開発

0

2

4

6

8

10

12

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

駐車場設置 町同意開発 県許可開発

43



都市計画道路別整備進捗状況表（単位：km） 紫波町の用途地域の割合

都市計画道路の整備状況

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【快適・安全】

（都市計画道路）
　 見直し後の総延長22.24kmのうち、７路線に未整
備区間があり、整備率78.0％からの更なる向上に向
けて、令和８年６月策定の「都市計画道路整備プログ
ラム」に基づく計画的な事業推進が求められます。
　 特に優先度が高い北日詰箱清水線の整備は、歩道
が未整備で狭小な箇所を含む小学校の通学路である
ことから、児童・歩行者の安全確保が急務であり、地
域全体の移動利便性の向上や、災害時の緊急輸送路
としての機能強化につながります。一方で、道路整備
は家屋移転補償や用地取得に多額の事業費と長期間
を要します。本プログラムを計画に留めず実行に移す
には、財源確保や権利者との合意形成を進める体制
づくり、状況変化に応じた優先度の検証が不可欠で
あり、限られた財源の中で効率的かつ着実に事業を
進めていくかが検討課題となります。

（土地利用）
　 人口減少が進む中、用途地域内居住率約60％と
いう現状を踏まえ、立地適正化計画に基づく居住と
都市機能の誘導を、届出制度等を通じて緩やかに進
めていく必要があります。また、鉄道駅周辺等の地域
特性を活かした土地利用と営農環境との調和を図り
つつ、工場跡地などの低未利用地の活用を促す実効
性の高い誘導をいかに構築していくかが検討課題と
なります。あわせて、周辺の住環境や防災性との調和
を確保し、生活利便施設の維持誘導を図ることも重
要です。
　 開発行為については、生活環境への影響や災害発
生の未然防止の観点から、関係各課が連携した適正
な規制と誘導を継続し、地域の実情に応じバランスを
図りながら、持続可能で暮らしやすい市街地形成に
つなげていくことが求められます。

近隣市町比較データ

駐車場設置 町同意開発 県許可開発

第一種低層住居

専用地域
21.7%

第一種中高層

住居専用地域
10.0%

第一種住居地域
50.1%

第二種住居地域
3.5%

近隣商業地域
3.7%

商業地域
2.2%

準工業地域
7.8%

工業地域
0.6%

工業専用地域…
路線名 計画延長 改良済延長 改良率

紫波線（国道） 8.69 8.69 100.0%

日詰駅線（県道） 0.60 0.24 40.0%

北日詰朝日田線 2.67 2.24 84.0%

平沢大地町線 3.19 1.74 55.0%

下川原東裏線 0.59 0.59 100.0%

田頭大坪線 0.64 0.64 100.0%

東裏中新田線 1.68 1.45 82.0%

希望ヶ丘線 2.21 1.74 79.0%

西七久保朝日田線 1.22 0.00 0.0%

北日詰箱清水線 0.75 0.07 9.0%

合計 22.24 17.40 78.2%
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台 台 台 台

〔指標の説明〕
　

紫波中央駅バリアフリー化（エレベーター設置)(R5完成) 古館駅前広場(R5完成)

紫波中央駅東口通路完成イメージ(R9完成予定) 紫波中央駅東口駅前広場と紫波中央駅東駐車場完成イメージ(R9完成予定）

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№21 駅・駐車場の利便性向上と安全確保をどう継続していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤

見通し
令和４年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値

（2022年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

紫波中央駅東駐車場利用台数 23,853 21,877 25,550 25,700

　「紫波中央駅東駐車場利用台数」とは、町営の紫波中央駅東駐車場の年間の利用台数を示す指標になってい
ます。
　令和９年度に供用開始を予定している紫波中央駅東口通路及び広場の整備に伴う駅利用者の増加という視
点から駐車場利用台数を指標にしています。

第３次総合計画期間における主な成果

   令和５年度には、ＪＲ東日本を事業主体とする国庫
補助事業により、紫波中央駅のバリアフリー化を完了
しました。エレベーター２基の設置に加え、移動円滑
化経路上の旅客上屋等を整備し、高齢者や障がい者
をはじめ、誰もが安全かつ安心して利用できる駅環
境の向上を図りました。これにより、駅利用時の上下
移動の負担軽減や安全性の向上が図られ、公共交通
を利用しやすい環境整備が進みました。
   同年12月には、古館駅前広場を完成させ、鉄道・バ
ス・自家用車の乗換え利便性の向上と、自転車歩行者
専用道路の整備による安全な歩行空間の確保を進
め、駅を中心とした公共交通網の形成に取り組みまし
た。
　

   令和７年３月には、「紫波中央駅周辺地区都市再生
整備整備計画」を作成し、駅東口の開設を見据えた駅
前広場、駐輪場、周辺道路、案内サイン等の整備方針
を位置付けました。これに基づき、令和８年度及び９
年度に東口通路及び広場等の整備を進め、駅利用環
境の向上や日詰商店街方向への人の流れの創出に向
けた基盤づくりを進めました。
   令和８年度には、紫波中央駅前駐車場及び東駐車
場のサウンディング型市場調査を実施し、設置目的で
あるパークアンドライドの推進と公共性を踏まえた管
理運営手法や料金のあり方について条件整理を進め
ました。
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町営駐車場利用台数及び紫波中央駅乗客者数

出典:各駅の乗車人数（JR東日本データ集より）

紫波中央駅東口整備のコンセプト 紫波中央駅周辺地区都市再生整備計画の概要図

市町営駐車場収容台数・市町村内駅数

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【快適・安全】

　 紫波中央駅周辺地区都市再生整備計画に基づく東
口通路や広場の整備においては、「暮らしと賑わいを
つなぐ安全安心な東の玄関口」というコンセプトを具
現化し、約900m離れた日詰商店街を含む区域全体
へのにぎわいの波及につなげていくことが課題で
す。あわせて、歩行者・自転車・車両の安全な動線を
確保し、交通結節点としての利便性と安全性を高め
るとともに、今後整備する情報板設置や広場改築な
ども合わせて、回遊性向上や公共交通利用の促進に
結び付けていく視点が重要です。さらに、これまで計
画策定段階から町民との意見交換を重ね、事業の必
要性や方向性について知見や合意を積み上げてきた
経過を踏まえ、地域全体で価値を共有し、整備後も町
民自らが愛着を持って大切に利用し育てていくもの
として位置付けることが求められます。

　 また、当町は駅利用を支える駐車機能を相応に備
え、近隣自治体との比較においても広域的な利用需
要の受け皿としての役割が見込まれます。特に紫波
中央駅東駐車場については、東口整備に伴う利用環
境の変化を踏まえつつ、パークアンドライドによる鉄
道利用促進という設置目的に沿って、利用者負担、
サービス水準、維持管理コストの均衡を図りながら、
持続可能な管理運営として定着させていくことが検
討課題です。

近隣市町比較データ
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灯 灯 灯 灯

〔指標の説明〕
　

出典：成果に関する調書

出典：紫波町橋梁長寿命化修繕計画（R6）

588.7

平成28・３０年度
（２０16・１８年度） （2027年度） （2031年度）

1,433.0

100.0

394.4

0.0

595.5

街路灯管理者別設置状況

通学路合同点検対策箇所(町道高田関口線歩道設置)

通学路交通安全プログラム要対策箇所の
進捗率

78.0

・舗装穴によるパンクなど老朽化に起因する事故の件数
・町道認定している道路において、改良整備を行った路線延長
・町道認定している道路において、舗装を行った路線延長
・緊急合同点検の要対策箇所の進捗率
・町内街路灯(道路照明灯・防犯灯）のLED化した灯数

【町道の利便性向上】
　近年の改良整備延長と舗装整備延長は、増加して
いるが民間開発によるものが多く、町の事業では2
路線について工事着手に留まっています。
　一方で交通安全施設については、毎年の「通学路合
同点検」や「交通安全施設合同点検」において要対策
箇所について順次対応しており、緊急合同点検箇所
については令和7年度に１００％完了となりました。
　また、蛍光灯生産廃止に伴い、維持管理補助の予算
確保やLED化事業を令和7年度より実施したことに
よりLEＤ灯が増加し安定した道路照度の確保につな
がりました。

【町道の老朽化対策】
　町道の老朽化対策として施設毎に個別施設計画(舗
装・橋梁・トンネル等)を作成し計画的に管理(点検・修
繕)を行っています。
　また、点検結果に基づき、健全度評価に応じた補修
計画と補修・更新を行っています。
　これにより老朽化に起因する事故件数は令和3年
度の1件に抑制しています。

第３次総合計画期間における主な成果

橋梁点検対象橋梁数

道路施設の老朽化に起因する事故件数 1.0 0.0

919.0

100.0

道路の舗装延長 384.2 391.7 391.4

0.0

道路の改良延長
585.1
(H28)

592.5

街路灯のLED灯への更新数 469.0 1,277.0

100.0

見通し
令和９年度 令和13年度

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№22 道路の安全性・利便性をどう確保するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

町管理（維持管理及び電気料の支払いを町が行うもの） 473 基

地元管理（維持管理は地元管理団体が行い、電気料は町が支払うもの） 1,618 基

2,091 基合　　計
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出典：道路現況調査

出典：紫波町道路舗装維持管理計画

出典：道路現況調査

出典：紫波町橋梁長寿命化修繕計画

【町道の利便性向上】
　新規に改良・舗装する路線は、町議会で請願採択し
た路線を中心に行っています。令和７年度末時点で、
未実施149路線となっています。
　近年、老朽化対策費用が増え、改良整備を計画的に
進めることが難しい状況です。平成１７年より地域と
協働で行う「ふるさとのみちづくり事業」により、部分
改良を実施し狭隘道路の解消となっていますが、事
業採択が年間３件程度に留まっています。
　新規の改良・舗装事業を効果的に進めるためには
何が必要か討議します。

【町道の効率的な老朽化対策計画】
　道路インフラについては、老朽化が進んでおり長寿
命化計画に基づき予防保全型の維持管理への移行を
目指していますが、物価高騰や人件費の上昇により
進捗が鈍化しています。そのため、施設の必要性や利
用状況を検証しながら、長寿命化や集約化、廃止を含
め持続可能なマネジメントが必要です。
　今後の道路インフラについて、限られた財源や人員
を有効に活用し、維持管理の最適化を図るため、どの
ような取組みを行うべきかを討議します。

【快適・安全】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

町道延長の推移

町道改良率と舗装率

老朽化橋梁の推移

山王海トンネル

予防保全型舗装修繕費シミュレーション
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件 件 件 件

〔指標の説明〕
　

出典：公園台帳

　都市公園は、子供からお年寄りまでの幅広い年齢層の自然とのふれあい、レクリエーション活動、健康運動、文
化活動等多様な活動の拠点となっています。多くの皆様に、安全に利活用していただくためにも日頃の維持管
理(定期点検、草刈・清掃活動)や修繕を行っています。

第３次総合計画期間における主な成果

　都市公園は、民間の宅地造成に伴う公園設置により
年々増加し令和７年度末時点で９８公園あります。
【公園の維持管理と利活用】
　地域の方々に愛着を持って利活用いただくために
町から地元団体へ草刈りや清掃活動の一部管理業務
を委託しています。委託数は平成３０年度の７１公園
から令和８年度には８３公園に増加しました。地元団
体による公園活用も継続して行われています。
(地元団体活用例)
　子供会行事(バーベキュー、花火)
　秋祭り
　灯篭の点灯・展示

【公園の安全確保】
　公園の安全性を保つために平成２８年度に「紫波町
都市公園施設長寿命化計画」を策定しました。計画に
基づき、 維持保全（清掃・保守・修繕）及び日常点検
は、職員により随時実施し、公園施設の機能保全と安
全性を確保するとともに、施設の劣化や損傷の状況
を把握しました。
　また、年1回実施する定期点検により施設の劣化や
損傷の状況を把握し、計画的な修繕と更新を実施し、
安全確保することで公園遊具の老朽化に起因する事
故件数を０件とすることが出来ました。

定期点検(年1回)

地元団体草刈り後の状況 遊具修繕前

（2031年度）

公園遊具の老朽化に起因する事故件数 0.0 0.0 0.0 0.0

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値

（2018年度） （2025年度） （2027年度）

見通し
平成３０年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№23 都市公園をどのように維持管理し、利活用していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤
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出典：公園台帳

出典：公園台帳

※総人口：令和7年度末現在　出典：公園台帳、他市町HP

地区別公園面積 熊による利用制限

近隣市町比較データ

　紫波町の公園数は盛岡市・滝沢市に次いで３番目に
多く、面積も盛岡市・花巻市に次いで多くなっていま
す。

ボール遊び禁止看板

【快適・安全】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【公園の共同管理】
　高齢化や少子化により、町から地元に管理委託して
いる草刈りや清掃活動に人が集まらず、今後の共同
管理についての相談が増えています。
　現在、宅地造成などにより管理委託数は増加してい
ますが、数年後には同様の課題が発生することが予
想されます。
　公園環境の維持と地域コミュニティの活性化のため
に、今後の公園管理の協力体制のあり方について討
議課題します。

【公園の利用制限対策】
　例年、公園の活用マナーに問題が発生し地元団体な
どと相談し「ボール遊び、ペット入園の禁止」などの利
用制限に至るケースがあります。
　また、近年城山公園では、熊の目撃により利用制限
となることが頻発しており、餌となる樹木の伐採や電
気柵の設置などの対策を講じています。
　交流の場として、利用者にとって安全かつ快適な空
間の維持となるためにはどのような取り組みを進め
ていくか討議課題とします。

地区別公園数
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件 ％ ％ ％

件 ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

町管理河川一覧(48河川)

見通し
令和９年度 令和13年度

（2031年度）

0.0

0.0

開発行為に対する雨水流出抑制
(白旗第一調整池)

ドローンを使用した河川パトロールと河川浚渫工事状況

ドローンによる河川災害状況確認

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№24 治水対策と河川環境の保全をどのように進めていくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

平成２５年度
（2013年度） （2027年度）

河川施設の損壊等に起因する事故件数 0
(令和4年度)

0.0 0.0

・浸水被害の件数
・施設が破損や許容量を越えたことにより発生した事故の件数

　河川においては、ドローンを活用したパトロールの
ほか地域からの情報も利用し、効率的な補修等計画に
つながっています。また、町管理河川の施設修繕、浚
渫により災害リスクが軽減されています。事故発生時
に社会的影響が大きい大規模管路である大坪川１号
幹線の点検を実施し、道路陥没に繋がる腐食などの
不具合がないことを確認し、結果をホームページで公
開しました。
　開発行為において河川への影響が懸念される場合
は、事前指導により雨水流出の抑制対策を図っており
ます。河川に関連する農業施設については、地域の環
境保全団体による農業用水路の草刈りや、施設の補
修修繕などの活動により適切な維持管理が行われて
います。

主な対策事業
・週1回(4月～7月)の河川パトロール
・災害復旧対応
　(R4　災害5件　小災害8件、R6　災害4件)
・開発行為に対する雨水流出抑制を必須項目として、
土地利用調整委員会等の意見を集約し開発者へ指導
・大坪川１号幹線の点検
・田んぼダムの洪水防止機能の検証
・地域の環境保全団体による農業用水路の草刈り等
の維持管理

第３次総合計画期間における主な成果

町全域における浸水被害件数 517.0 0.0 0.0

名　称
準用

（ｋｍ）
普通

（ｋｍ）
計

（ｋｍ）

1 天王川 3.1 3.4 6.5
2 大地田川 1.2 1.2
3 山吹川 2.4 2.4
4 平沢川 2.4 1.8 4.2
5 間木沢川（朝日田幹線排水路） 1.8 1.8
6 大坪川 2.1 2.1
7 姉市川 2.9 0.3 3.2
8 横沢川 2.7 0.2 2.9
9 赤川（東田幹線排水路） 2.2 2.2

10 沼端川 0.7 0.7
11 赤沼川 1.3 1.3
12 八幡田川 1.2 1.2
13 平栗川 2.6 3.2 5.8
14 鴨目田川 1.4 1.4
15 中沢川 2.8 2.8
16 佐比内川 3.4 3.4
17 赤沢川 3.9 3.9
18 杉町川 1.5 1.5
19 繋川 4.3 4.3
20 岡田川（岡田～蕨田排水路） 3.7 3.7
21 黒沢川 1.5 1.5
22 鶴泉川 4.3 4.3
23 熊戸川 2.7 2.7
24 十二神川 2.2 2.2
25 大明神川 2.2 2.2
26 権現川 2.1 2.1
27 沢内川 2.7 2.7
28 宮手川 7.4 7.4
29 才智川 1.8 1.8
30 漆田川 1.1 1.1
31 小屋敷川 2.6 2.6
32 八坂川 1.2 1.2
33 船久保川 1.0 1.0
34 吉水川 3.7 3.7
35 萩屋敷川 2.4 2.4
36 寺小路川（日詰1-1号幹線） 0.9 0.9
37 日詰川（日詰1-2号幹線） 1.3 1.3
38 赤山川 0.3 0.3
39 戸沢川 1.8 1.8
40 南沢川 0.7 0.7
41 曽畑川 0.5 0.5
42 丸盛川 1.7 1.7
43 山口川 0.7 0.7
44 大橋排水路 0.3 0.3
45 北七久保排水路 0.2 0.2
46 大坪川（大坪川2号幹線） 0.6 0.6
47 （仮）第２日詰川 0.6 0.6
48 大坪川（日詰7号幹線） 0.6 0.6

計
準用河川 5河川
普通河川48河川

13.7 91.9 105.6
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出典：第2期紫波町下水道事業経営戦略 出典：国土交通省(流域治水の推進)

【河川環境の保全について】
　災害の発生を防止や河川機能の維持、河川の利活用
のため、河川施設や関連する農業施設などの除草や
清掃が必要となりますが、町の予算不足や地域の環
境保全団体の人手不足のために実施することが難し
い状況が続いています。
　今後の河川環境を保全していく手法としてどのよう
な事を行うべきかを討議課題とします。

【快適・安全】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【治水対策について】
　近年の集中豪雨や、土地利用の変化による保水力の
低下などによって急激な河川水位の上昇が頻発し、宅
地や農地への冠水リスクも高まっています。
　現在、町の準用河川においては、整備計画に基づく
改良はすべて完了しています。
　また、国や県では流域治水対策を進めており、「北上
川水系流域治水プロジェクト」により、町や周辺市町村
でもワンコインセンサーや田んぼダムの検討を進めて
います。
　水害を軽減させるには、どのような対策を取るべき
かを討議課題とします。

準用河川整備率(令和７年度末時点)

下川原ポンプ場 流域治水対策イメージ

環境保全活動(一級河川滝名川) 河川の農業施設ワンコインセンサー設置状況

指定延長 整備計画延長

(km) (km) 在来工法 多自然型工法

3.100 1.770 57.10% 1.770 0 100.00%

2.900 0.100 3.45% 0 0.100 100.00%

2.400 1.610 67.08% 0 1.610 100.00%

2.600 0.410 15.77% 0.410 0 100.00%

2.700 0.400 14.81% 0.400 0 100.00%

13.700 4.290 31.31% 2.580 1.710 100.00%

18.83% 12.48%

天王川

指定延長に
対する整備

計画率

整備延長(km) 計画に対す
る整備完了

率
準用河川名

整備率合計 31.31%

姉市川

平沢川

平栗川

横沢川

合　計

整　備　率

準用河川の整備計画に基づく改良整備は全て完了しています。
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件 件 件 件

件 件 件 件

〔指標の説明〕
　

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№25 都市下水路における浸水をどのように解消していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅳ　環境・くらし

見通し
平成１４年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値

大坪川　浸水件数 34 0 0

0 0

（　２００２年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

0

町全体における浸水件数 517
（平成25年度）

0

内水浸水・・・市街地に降った雨を排水しきれず、道路や宅地の冠水等が起こる浸水のこと
都市下水路・・・市街地において、雨水排除を目的とする水路のこと。
都市下水路大坪川・・・日詰地区を流れる河川。市街地の雨水排除のため、都市下水路として昭和58年に整備完
了。
雨水管理総合計画・・・下水道による浸水対策を実施すべき区域や目標とする整備水準、整備方針等を定めたも
の。
下川原ポンプ場・・・大坪川の排水のため、北上川の水位上昇により排水機能が低下した場合に使用するポンプ
場。

第３次総合計画期間における主な成果

①浸水被害の解消と軽減について
町では、雨水管理総合計画を令和２年度に策定し、こ
の５か年で行うこととした内水浸水対策を進めてまい
りました。その対策以降、重点対策地区に設定した日
詰第1-2排水区において内水浸水被害が発生してお
りません。
また、そのほかの対策として、下川原ポンプ場の自動
運転化により、夜間などの急な降雨による高水位時の
対応体制を整えるとともに、大雨時にマンホール蓋か
らの水の噴き出しを防止するため、噴き出しが起きな
い蓋へ交換しております。

②管路の維持管理について
令和７年１月に埼玉県八潮市で発生した、下水道管路
の破損に起因すると考えられる道路陥没事故を受け、
1994年度（平成６年度）以前に敷設された内径２ｍ
以上の管路点検の実施を国から求められました。町内
では、雨水管渠である大坪川１号幹線が点検対象とな
り、約１ｋｍを目視点検した結果、道路陥没につながる
腐食・管のズレ・亀裂などが無いことを確認しました。
なお、一部に土砂の堆積が確認されましたので、今後
撤去を予定しております。

紫波運動公園南側の

下川原ポンプ場

北上川増水の様子（河川敷野球場付近）

管路点検の様子 大坪川１号幹線
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次期総合計画策定に向けた課題・論点

【快適・安全】

①浸水解消について
現在の雨水管理総合計画は令和２年度に策定したも
のであり、策定から５年が経過していることから、見直
しが必要です。近年、全国的に大雨や集中豪雨の発生
頻度が増加していることから、令和７年度から着手し
ている雨水管渠日詰３号幹線の整備を早期に完成さ
せ、日詰地内の雨水排除と内水浸水被害の抑制を
図ってまいります。また、現在は雨水管渠の水位を把
握できていないため、水位計等による水位の把握を
行い、住民への周知を図る必要があります。

②適切な維持管理について
大雨や集中豪雨時にスムーズに雨水を排除するため
には、施設の適正な維持管理が重要です。大坪川に流
入するごみや草を除去する除塵機および下川原ポン
プ場の機械については、定期的な点検・調査を行い、
状態の把握に努めております。管路についても、定期
的な点検が必要です。町では、ロボットを活用して点
検を行っているところですが、今後も開発される技術
の中から町の施設に適した手法を取り入れ、適切かつ
安全で効率的な維持管理を行っていくことが必要で
す。

近隣市町比較データ

日詰３号幹線整備工事 （日詰字下丸森地内）

整備前
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出典 紫波町：水洗化の状況（令和６年度末時点）

出典 紫波町：紫波町下水道事業会計決算書
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〔指標の説明〕
　

■紫波町の空き家数（推計）、空き家率の推移 ■管理が適切に行われていない空き家

出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査」(R5)

■町内空き家分布図

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

40

　「管理が適切に行われていない空き家」とは、町で把握している空き家のうち、腐朽損傷の進行や長期間の放
置により、周辺に悪影響を及ぼしているもの又は今後その可能性があるものを指します。（空家等実態調査で、
空き家の腐朽損傷状態をＡからＤの４段階で評価したもののうち、Ｃ又はＤと判定したもの）
　空き家の利活用や解体等による解消で、管理が適切に行われていない空き家数は微減する見通しとなってい
ます。

　平成27年に施行された「空家等対策の推進に関す
る特別措置法」に基づき、町においても、良好な生活
環境の保全及び安全で安心して暮らすことができる
地域社会の実現に寄与することを目的として、「紫波
町空家等の適切な管理に関する条例」を制定し令和３
年より施行したところです。
　令和４年には、町が行う空家等対策事業について基
本的な方針と施策を定める第2期紫波町空家等対策
計画を策定し、空き家の予防と適正管理を促すとと
もに、空き家の有効活用に取り組んできました。
　紫波町空家等対策計画にも記載されている補助金
の活用や出前講座などの普及啓発活動を行った結

果、管理が適切に行われていない空き家（C、Dラン
ク）の数が減少しています。
　また、空き家に関する多様な住民ニーズに対応する
ため、空き家の流通及び解体の促進について、それぞ
れ民間事業者と連携協定を締結しました。特に、空き
家の流通促進に関する連携協定を締結した㈱ネクス
ウィル（東京都）からは、総務省の地域活性化起業人
制度を活用して職員の派遣を受けており、令和７年度
末時点での空き家の買取契約実績の累計が12件に
上るなど、空き家の解消につながっています。

第３次総合計画期間における主な成果

管理が適切に行われていない空き家数 52 46 43

見通し
令和９年度 令和13年度

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№27 管理が適切に行われていない空き家の増加をどのように抑制するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）
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■町が把握している空き家実数の推移

■民間事業者との連携と空き家対策のイメージ

出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査」(R5)

　町では、空き家対策の基本的な方針と施策が定め
られた紫波町空家等対策計画に基づき、空き家の所
有者への適切管理指導を継続して行いながら、相談
体制を整備するとともに、空き家バンクの構築や民
間事業者との連携により空き家の利活用を推進して
きました。
　また、空き家の発生未然防止や適正管理を目的とし
て、出前講座や相談会等の実施により所有者の意識
啓発にも取り組んでいます。
　町の空き家率は、全国平均や岩手県平均と比較し
て低い状況にありますが、町が把握している空き家
実数は429件（R8.3.31時点）で、令和３年度以降増
加傾向にあり、今後もこの傾向が続くものと見込んで
います。

　また、草木の繁茂や害虫・害獣の発生といった空き
家に関する苦情・相談が日々寄せられており、周辺の
住環境等に悪影響を及ぼす空き家の発生が地域の問
題となっています。このような苦情・相談を受けた場
合、町では空き家の所有者に対し適正な管理を依頼
していますが、所有者がいない、あるいは所有者が不
明な空き家については管理を依頼できる者が存在し
ないため、対応に苦慮しています。
　管理が適切に行われていない空き家を増やさない
ために、予防対策や適正管理の促進、利活用等の取
組みをどのように進めていくのかを論点とします。

近隣市町比較データ

【快適・安全】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

0%

5%
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40%

紫波町 盛岡市 花巻市 八幡平市 滝沢市 矢巾町 雫石町 岩手県 全国

空き家率

11.3

15.6 17.0
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13.8
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県内
不動産業者
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空き家
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解体費用シミュレーター©

住まいの終活ナビ©
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（訳あり不動産）
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

A 目立った損傷なし

B 軽微の損傷

C 著しい損傷

D 倒壊の危険

合計

・活用してくれる人に貸したい

・できるだけ高く売りたい

・県内の不動産業者に頼みたい

・築年数が古く、流通しづらい

・早く手放したい

・権利関係が複雑で手続が面倒

・残置物がある

・建物を壊したい

・解体費の概算が知りたい

・複数社の見積を比較したい
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戸 戸 戸 戸

〔指標の説明〕
　

■町営住宅の概要 ■朝日ヶ丘北住宅１号棟（中耐３）

■第二希望ヶ丘住宅（簡平）※建替え対象

■入居率の推移（R1～R7）
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1LDK、2DK

3K、2K

2K

2K

2K

3K、2K

3K、2K

3K、2K

3K、2K

3K

3K

S44

S46

S47

S48

S4915～16

17

18～19 簡212

木造

簡平

簡平

簡平

簡平

簡2

20

20

8

6

20
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号棟名

1

2

3

4

１～４

5～9

10～14

2DK、3DK

2DK、3DK

2DK、3DK

戸数 構造 間取り団地名

希望ヶ丘住宅

建設年

H9

H5

H6

H12

H17

S41

S42

S43

中耐3

中耐3

中耐3

中耐5

中耐4

簡平

木造

的場住宅

第二希望ヶ丘住宅

朝日田住宅

朝日ヶ丘北住宅

みどりヶ丘住宅 16

10

2

20

16

12

18

18

30

23

木造

平成30年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度
（2018年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

町営住宅建替整備戸数 － － － 50

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№28 住宅確保要配慮者の良好な住環境をどのように整備していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤

　町では、耐用年数を経過した町営住宅の建替えとして、令和10、11年度に50戸、令和14年度に30戸の合計
80戸の整備を予定しています。なお、建替えに当たっては、民間事業者が新規に設計・建設した住宅を20年間
借上げる「借上げ方式」により整備する予定です。

第３次総合計画期間における主な成果

　町営住宅は、住宅に困窮する方に対して低廉な家賃
で賃貸することにより、町民生活の安定と社会福祉
の増進に寄与することを目的として、公営住宅法に
基づき町が整備する住宅で、紫波町では、現在６団地
247戸の町営住宅を管理しています。このうち、
146戸（約59％）は昭和41年から昭和53年に建設
されており、耐用年数を経過しています。一方で、近
年の人口減少の推移を踏まえた将来的な住宅困窮世
帯数はゆるやかに減少すると推計されており、これに
伴って町営住宅の需要の減退が想定されることか
ら、耐用年数を経過した住宅を全て建替えるのでは
なく、改善や建替時の集約等により町営住宅ストック
を適切にマネジメントしていく必要があり

ます。
　町では、予防保全的な管理や改善の計画的な推進
及びライフサイクルコストの縮減等に取り組むため、
令和４年３月に「紫波町町営住宅長寿命化計画」を改
訂したほか、令和４年度には、当該計画に基づき朝
日ヶ丘北住宅４号棟の外壁塗装工事を実施し長寿命
化を図っています。
　また、耐用年数を経過した町営住宅の建替え整備に
向け、令和８年３月に「紫波町町営住宅建替整備基本
方針」を策定しました。
　なお、町営住宅全体の入居率については、建替え対
象団地の募集を実質停止している関係もあり、年々
減少しています。

主要指標

基準値 実績値 目標値 見通し

60%

70%

80%

90%

100%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

85.4 83.8 82.2
80.2 78.1 75.3 74.1
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■移転先の意向（R8.8.31時点） ■新規移転先の第１希望（R8.8.31時点）

■町営住宅入居者の構成（R8.3.31時点）

※高齢世帯：60歳以上の高齢者のみで構成されている世帯

■町営住宅公募状況（R3～R7）
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4

　町営住宅の建替え整備に当たっては、民間事業者
を選定し建物の建設を進めていくほか、現在町営住
宅に入居している方の移転を円滑に進めることも重
要です。
　令和8年6月に実施した入居者意向調査において
は、移転先の意向として「新町営住宅」を挙げている
方が63.6％でした。一方で、建設場所や間取りなど
が不明のため「わからない」とした方も19.5％いまし
た。また、新しい町営住宅の移転先の第１希望は「日
詰地区」が69.4％となっており、住み慣れた地区に
住み続けたいと考えている方が多い状況です。
　今後、民間事業者が決定し、建設場所や間取りが明
らかになるに従い、入居者の意向が変化することも
考えられますが、移転を円滑に進めるためには、日詰
地区に偏っている希望を調整していく必要があ

り、このことについてどのように進めていけばよいか
を論点とします。

　また、令和７年度末時点での町営住宅入居世帯の半
数以上が単身世帯となっており、とりわけ高齢単身
世帯は年々増加傾向にあります。近年の公募状況を
見ても、応募倍率が1.0を下回る状況が続いていま
すが、単身用に限定すると応募倍率の平均は1.2で、
単身世帯のニーズが高いことが分かります。
　令和８年３月に国が策定した「住生活基本計画」にお
いても、身寄りのない単身の高齢者等の住宅確保要
配慮者が安心して暮らせる居住環境・居住支援体制
の整備を目標として掲げており、町としてこの課題に
どのように取り組んでいくのかを論点とします。

12 12

次期総合計画策定に向けた課題・論点

10.9% 41.5%13.1%割合

合計

第二希望ヶ丘住宅

【快適・安全】
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件 件 件 件

〔指標の説明〕
　

■耐震診断・耐震改修の実績（H26以降） ■普及啓発チラシ

■H19新潟県中越沖地震で被害を受けた住宅

12 12

実績値 目標値

（2019年度） （2025年度） （2027年度）

　ここでの「木造住宅耐震改修件数」とは、町の補助金（紫波町木造住宅耐震改修工事助成事業補助金）を活用し
て耐震改修を実施したものを指します。
　改修費用が高額（国のモデルケースでは224万円）の上、補助の対象となる住宅は、最も新しいものでも築
45年が経過しており、改修ではなく建替えを選択する所有者が多く、補助制度を活用した耐震改修のニーズは
低い状況で、今後も同様に推移する見通しとなっています。

第３次総合計画期間における主な成果

　平成23年３月に発生した東北地方太平洋沖地震
（東日本大震災津波）をはじめ、近年全国各地で地震
が頻発しており、本町においても建築物の耐震診断・
耐震改修の促進は、引き続き取り組むべき重要な課
題です。今後も、東北地方太平洋沖地震規模の大地
震（震度5弱から震度6弱）が発生することが想定さ
れているものの、町内では過去の地震で建物倒壊の
被害が無かったため、住宅の耐震化率は低い状態で
す。
　町では、継続的に建築物の耐震診断や耐震改修の
促進を図るため、建築物の耐震改修の促進に関する
法律第６条第１項及び紫波町地域防災計画に基づ

き、令和３年に「第３期紫波町耐震改修促進計画」、令
和８年に「第４期紫波町耐震改修促進計画」を策定し、
建築物の耐震診断や耐震改修の計画的な促進に継続
して取り組んできました。
　当該計画に基づき、木造住宅の耐震診断・耐震改修
に係る補助事業を実施し、耐震化率の向上に取り組
むとともに、改修補助制度の案内送付や戸別訪問な
どにより補助制度の周知に努めたほか、木造住宅の
耐震診断の実施（21件（R2～R7末時点））により耐
震性の有無を確認し、所有者に対し耐震改修の実施
を促しました。

（2031年度）

木造住宅耐震改修件数 10 10

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№29 住宅の耐震化率をどのように向上させていくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤

見通し
令和元年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

まちづくり指標
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■住宅の耐震化率（推計値）

出典：各自治体耐震改修促進計画、国ホームページ。雫石町はデータなし

備考耐震性有・
耐震改修済

旧耐震基準
による住宅

新耐震基準
による住宅

耐震化率
（推計値）
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紫波町、
盛岡市、花巻市

八幡平市、
矢巾町

滝沢市、岩手県

R7

R5

H30

第1期目標値80.0％

第2期目標値85.0％

第3期目標値85.0％

第4期目標値85.0％

　町内の住宅の耐震化率については、令和５年度時点
で73.1%であり、平成27年の61.5%から８年で
11.6%増加していますが、「第３期紫波町耐震改修促
進計画」で掲げた目標値85.0％（令和７年度）を達成
できませんでした。「第４期紫波町耐震改修促進計画」
では、耐震化率の現状を踏まえ、令和12年度におけ
る住宅の耐震化率の目標値を85％と設定していま
す。
　令和８年７月には熊本で大地震が発生するなど、全
国で地震が頻発していることから耐震化率の向上は
重要な課題であると認識しています。
　町では、木造住宅の耐震診断や改修に要する費用
の助成制度等により耐震化を推進していますが、過
去の地震で実被害が少なかったことによる関心の低

さと、耐震改修費用の負担（国のモデルケースでは
224万円）の大きさが問題となっています。
　補助の対象となる住宅は、最も新しいものでも築
45年が経過しており、改修ではなく建替えを選択す
る所有者が多いという状況も踏まえ、耐震化率の目
標達成に向けてどのように取組みを進めていくのか
を論点とします。

近隣市町比較データ
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次期総合計画策定に向けた課題・論点

【快適・安全】

基準年市町名

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

紫波町 盛岡市 花巻市 八幡平市 滝沢市 矢巾町 岩手県 全国

住宅の耐震化率

73.1

93

80

87.6
83.4

90

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H20 H27 R3 R7

耐震化率（推計値）の推移

87.3

81
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人 人 人 人

〔指標の説明〕
　

見通し
令和９年度 令和13年度

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№30 持続可能な公共交通を確保するには

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

デマンド型乗合バスの年間利用者数 23,000 27,864 30,000

・デマンド型乗合バス「しわまる号」の年間延べ利用者数を指標として設定
・基準値については、すこやか号の年間延べ利用者数（平成30年度）に基づき設定
・年間利用者数は、16,127人（R2）→21,150人（R3）→24,269人（R4）→27,181人（R5）→28,203人
（R6）→27,864人（R7）と推移しており、今後も緩やかに利用者数は増加することが見込まれる

　デマンド型乗合バス「しわまる号」は、現在、平日４
台、土曜３台、日・祝２台が運行しており、令和２年度
の運行開始当初と比較して利用者数が約1.7倍に増
加するなど、町の公共交通として定着し、利用が広
がった。一方、利用者数の増加に伴い待ち時間が長く
なるなど、需要の高まりに対して運行体制が追いつ
かない場面も生じている。こうした中、近年の社会情
勢等を踏まえ、令和７年10月には運賃及び運行時間
の見直しが行われたが、令和7年度の利用者数は
27,864人と概ね前年度並みとなり、日常の身近な
移動手段として、引き続き多くの住民に利用されて
いる。
　また、令和６年３月、町内のタクシー事業者が、３社

　→２社へ減少したことに伴い、特にも夜間の時間帯
において交通空白が生じた。夜間の交通空白への対
応として、町では令和６年度に「ウィークエンドしわま
る号」、令和７年度に「公共ライドシェア」の実証実験
の実施により、夜間における移動需要を把握し、令和
８年度からは「公共ライドシェア」の本格運行をスター
トしている。
　バス路線については、近年の物価高騰や人件費高
騰、利用者の減少により、事業者による経営判断のも
と、県内全域で各路線の見直しや廃止が進められて
いる。町内においては令和8年3月末をもって「犬渕
線」が廃止されたほか、令和８年10月からは「日詰
線」「長岡線」の運行経路が変更される予定である。

第３次総合計画期間における主な成果

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

31,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

R2 818 869 1,200 1,322 1,203 1,350 1,544 1,512 1,674 1,424 1,471 1,740 16,127

R3 1,688 1,539 2,002 1,937 1,769 1,637 1,743 1,627 1,816 1,881 1,651 1,860 21,150

R4 1,751 1,840 1,987 1,938 1,955 2,095 2,275 1,921 2,297 1,995 2,113 2,102 24,269

R5 2,025 2,116 2,294 2,124 2,286 2,314 2,385 2,227 2,604 2,236 2,185 2,385 27,181

R6 2,175 2,248 2,355 2,419 2,457 2,340 2,576 2,195 2,509 2,321 2,192 2,416 28,203

R7 2,300 2,378 2,379 2,474 2,371 2,443 2,351 2,133 2,344 2,329 2,174 2,188 27,864

【しわまる号】＜上：グラフ＞年間利用者数（人） ＜下：表＞月別利用者数（人）

【出典】 紫波町企画課【出典】 紫波町企画課

【しわまる号写真】【紫波町の公共交通の概要】
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【快適・安全】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　人口減少や自家用車の普及等により公共交通の利
用者が減少する一方、高齢者をはじめ、自家用車を利
用できない人にとって公共交通は重要な移動手段で
あり、今後も一定の移動需要が見込まれる。
　しわまる号については、利用者数の増加により待ち
時間が長くなる一方、燃料費や人件費の高騰により
運行経費も増加しており、利便性の確保と持続可能
な運行の両立が課題となっている。
　また、バス路線「日詰線」「長岡線」については、令和
８年10月からの運行経路変更に伴う利便性増加によ
り利用者の増加が期待されるが、利用者数が伸び悩
む場合には路線存続が危ぶまれる可能性を孕んでい
ることから、大規模病院への接続性などをPRしなが
ら、引き続き利用者拡大に向け周知を進めていく必
要がある。

　さらに、バス路線「犬渕線」の廃止やタクシー事業者
の減少により、特に夜間を中心とした交通空白への
対応も必要となっているが、「公用ライドシェア」は一
時的な対応であり、根本的な解決にはならないこと
から、需要実態を抑えながら、今後の方策を検討して
いく必要がある。
　以上を踏まえ、しわまる号、路線バス、タクシー、公
共ライドシェア等の各交通手段の役割を整理の上、地
域ごとの需要や利用実態を踏まえながら、限られた
人材・財源の中で効率的かつ持続可能な公共交通
ネットワークをどのように構築・維持していくかを論
点とする。

【出典】 紫波町企画課【出典】 紫波町企画課

【参考】

対象 運賃 対象 運賃　 変動額

大人 500円 大人 600円 +100円

（中学生以上） 乗合発生時300円 （高校生以上） 乗合発生時400円 +100円

小人 200円 小人 200円 ±0円

（小学生） 乗合発生時100円 （小・中学生） 乗合発生時100円 ±0円

未就学児 無料 未就学児 無料 ±0円

改定前（～R7.9.30） 改定後（R8.10.1～）

R2.4月：126.9円/ℓ

　➡R7.7月：169.1円/ℓ(約33％上昇)

R2.4月：540円

　➡R7.8月：610円(約13％上昇)

R2年度：793円

　➡R6年度：952円（約20％上昇）
最低賃金 地域別最低賃金改定状況（厚生労働省）

ガソリン価格 石油製品価格調査（資源エネルギー庁）

タクシー初乗運賃 運賃ブロック：岩手県Ｂ地区

【公共ライドシェア チラシ】

【公共ライドシェア 車両写真】

【しわまる号 ロゴ】

【しわまる号 運賃改定内容】

＜運賃改定にあたり参考とした基礎データ＞

【岩手県交通EVバス 写真（運行は一部）】

【バス路線 経路変更概要】 ＜左＞日詰線（岩手医大経由） ＜右＞長岡線（日赤経由）

【出典】 紫波町企画課 【出典】 紫波町企画課

【出典】 岩手県（岩手県地域公共交通利便増進実施計画（紫波エリア版））
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％ ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

「消防団・消防署・地域の連携」

防災訓練　

（2018年度） （2027年度） （2031年度）

100.0

130人

160人

190人

参加者

100.0

（2025年度）

・自主防災組織率：町内行政区のうち、自主防災組織を結成している行政区の割合。
・R7実績は87.8％で、基準値（H30 84.0％）から3.8ポイント上昇。R9目標は100％。
・関連指標「地区防災計画作成率」はR7実績0％であり、地域主体の防災体制づくりが今後の主要課題となって
いる。
・防災訓練、防災講話、自主防災組織支援、防災情報の発信等を通じ、平時からの地域防災力向上を図ってい
る。

【地域への働きかけ】

・自主防災組織率がH30の84.0％からR7の
87.8％まで上昇し、未組織地区への働きかけ等を通
じて組織化を促進しました。

・自主防災組織を対象とした防災訓練・防災講話等を
継続し、地域住民の防災意識及び防災知識の向上を
推進しました。

・防災訓練等を通じて、地域住民が主体となって災害
に備える「自助・共助」の取組を継続し取り組んでいま
す。

【まちの取組み】

・消防団、消防署、自主防災組織及び関係機関との連
携を継続し、災害時の初動対応を支える地域の連携
体制の維持・強化を図りました。

・防災情報配信サービス等による情報伝達、防災マッ
プの見直し等を進め、災害リスクを踏まえた情報提供
体制の充実を推進しています。

第３次総合計画期間における主な成果

令和５年度

令和６年度

令和７年度 赤石地区

赤沢地区

水分地区

自主防災組織率 84.0 87.8

見通し
令和９年度 令和13年度

第３章　【安全・快適】自然と調和した安全で快適なまち

【快適・安全】

論点№31 地域で支える、災害に強いまちづくりをどのように進めていくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅳ　環境・くらし

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度平成30年度

地域で防災を学ぶ機会を継続

（ふるだて防災フェスタ）

75

80

85

90

95

100

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R9

実績 目標

自主防災組織率 の推移 (%)
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→ 地域のつながりを生かして、持続可能な地域防災
体制をどのように構築していくのか。

→ 必要な避難先を確保し、誰もが安心して避難でき
る環境をどのように整えていくのか。

→ デジタルと地域の声掛け等を組み合わせ、災害情
報を必要な人にどのように確実に届けていくのか。

① 地域のつながりを生かした防災力の向上
人口減少や高齢化により、自主防災組織の担い手不
足や活動継続が課題となっています。地域づくり組
織や自治会、消防団等と連携し、日頃の地域活動を防
災につなげていくことが重要です。
② 誰もが安心して避難できる環境の確保
小学校の統廃合等により避難施設が減少する一方、
猛暑等の気候変動を踏まえ、空調設備など避難環境
の充実が求められています。また、高齢者や障がい者
など避難に支援を要する方への支援体制の充実も重
要です。
③ 必要な人に確実に情報を届ける仕組みの構築
本町には防災行政無線がなく、LINEやホームページ
等のデジタル媒体が中心となっています。特に、高齢
者や障がい者など、デジタル情報を受け取りにくい方
への緊急情報の伝達が課題です。

【快適・安全】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

・デジタルと地域のつながりを組み合わせて、誰もが必要な情報を受け取ることができる
情報伝達を目指します。

87.8

0

0 100

自主防災組織率 (％)

地区防災計画作成率

(％)

地域防災の現状

「組織化」から「実効性のある地域防災」へ

0.00%

20.00%

40.00%

60.00%

80.00%

33,538人 33,049人 32,313人

平成27年度 令和2年度 令和7年度

紫波町の人口構成の変化

15歳未満 15～64歳 65歳以上

15～64歳：59.0％→55.5％（▲3.5ポイント）

65歳以上：28.3％→32.8％（＋4.5ポイント）

町

住 民

高齢者・障がい者

避難行動
（安全な避難・早期の避難行動につなげる）

現在の災害情報伝達 地域による情報伝達の可能性
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％ ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

図表【4】-1-1　就学前施設全体研修実施状況

図表【4】-1-2　児童間交流活動の様子

図表【4】-1-1　就学前施設全体研修実施状況（Ｒ7参加者アンケート）
Ｑ.今後の業務に役に立つと思いますか？

就学前児童施設において、子どもの育ちを十分
理解し、保育・教育に取り組んでいる割合

72.0 - -

見通し
令和９年度 令和13年度

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№32 人生の土台となる幼児期に『生きる力』をどう育むか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）

保育所保育方針、幼保小連携型こども園教育・保育要
領を十分理解し、保育・教育に取り組んでいる割合 - 88.4 80.0

就学前施設における振り返り自己評価結果(十分取り組んでいると回答した割合）

1　就学前施設における保育の質の向上
（1）町内の就学前施設における内部研修の充実を図
るため、講師派遣を支援し、施設職員の専門性の向上
につなげました。
（2）町内の就学前施設が他施設の保育実践を学び、
自施設の保育に活かす機会として、公開保育を実施
し、施設間の学び合いを促進しました。
（3）町内の就学前施設に共通した学びの機会を提供
し、職員の資質・専門性の向上を図るため、町主催の
全体研修を実施しました。（図表【4】-1-1）
（４）県教育委員会の幼児教育推進モデル指定を受
け、「保育所内における教育・保育に係る専門性の向
上を図るため、対話的な職場風土を醸成する」をテー
マに、２年間（R3、4）に渡り研究事業を実施しまし
た。

2　就学前施設と小学校との接続の強化
（1）「紫波町幼保小の架け橋期のカリキュラム」を令
和６年度に整備し、接続期における就学前施設と小
学校の保育・教育の基盤となる「町の目指すこども
像」等を示すことで、幼保小が共通の方向性をもって
取組を進める基盤を整えました。
（2）幼保小連携推進研修会及び幼保小地区合同研修
会を実施し、保育士と教職員が互いの保育・教育につ
いて理解を深め、情報共有や意見交換を行うことで、
幼保小の連携を促進し、接続期における保育・教育の
連続性を高めました。
（3）幼保小の子ども同士の交流活動を実施し、就学
前の子どもが小学校生活に触れる機会を設けること
で、小学校生活への見通しを持つことや、就学前施設
から小学校への円滑な移行につなげました（図表【4】
-1-2）。

第３次総合計画期間における主な成果

令和２年度
（2020年度） （2027年度） （2031年度）

90.0

-

業務に活かしたい点／自由記述（抜粋）

・書類の簡素化をすることで保育の質が

上がることを改めて感じた。

・保育を保育者が楽しみ、より良い実践

ができるようにするための計画であること

を再認識した。

・園での保育計画等について話し合うい

い機会になると思った。

実施日 テーマ 講師
参加
人数

R3.2.22 保育の質と保育者の関わり方
盛岡大学短期大学部
准教授

25人

R4.11.23 乳幼児期の育ちの理解 内閣府職員 58人

R5.8.19 幼児教育の充実に向けて 他自治体保育園長 52人

R6.6.7
最近のこども政策と園における保育の
質の確保・向上について

こども家庭庁職員 42人

R7.8.9 保育の振り返りにつなぐ計画を学ぶ 他自治体保育園長 45人
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図表【4】-1-3　協議（公開保育）の様子 図表【4】-1-4　紫波町の取組についてまとめた発行物
（就学前施設・小学校へ通知）

図表【4】-1-4　合同研修会（夏季）の様子

図表【4】-1-5　就学前施設に対し行ったアンケート結果

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　 町の就学前施設は、公立施設の閉所と私立施設の
開設が進み、令和８年４月現在、公立１か所、私立13
か所と、私立施設の割合が高い状況にあります。この
ため、設置主体を超えて、町として目指す子どもの姿
を共有し、施設間の連携を一層深めることが重要で
す。
　 また、令和６年度に「紫波町幼保小の架け橋期のカ
リキュラム」を策定し、令和７年度から実践していま
す。今後は、日々の保育・教育にさらに活用し、幼保小
の全職員が共通認識を持って取組を進めることが必
要です。
　 さらに、子どもの「生きる力」を育むため、就学前施
設や小学校だけでなく、家庭・地域とも目指す子ども
の姿を共有し、町全体で子どもの成長を支える取組
につなげていくことが課題です。
　 このことから、次の３点を重点課題とします。

１　町全体で保育の質を向上する仕組みの強化
公私立の枠を超えた保育力向上のため、講師派遣や
公開保育等の研修機会を継続的に確保するほか、ど
のように質の底上げを図っていくかを論点とします
（図表【4】-1-3）。
２　「架け橋期のカリキュラム」のさらなる活用
架け橋期の接続を円滑にしていくため、どのように
就学前施設・小学校全体での取組みにしていくか（担
当職員以外の職員も含めた全職員が自分ごととする
方策）を論点とします（図表【4】-1-4）。
３　家庭・地域での実践に向けた理解促進
子どもの「生きる力」を育むためには、就学前施設と
小学校のみならず、家庭・地域の場でも取組みが必要
です。そのためには、どのように家庭・地域が「町の目
指すこども像」の理解を深め、取組みを実践していく
かを論点とします（図表【4】-1-5）。
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人 人 人 人

〔指標の説明〕
　

平成31年度
（2019年度） （2027年度） （2031年度）

0

毎年度４月１日時点の待機児童数

　第３次総合計画期間においては、増加する保育ニー
ズに対応し、待機児童の解消を図るため、民間活力を
活用した保育施設の整備を計画的に進めました。令
和２年度には私立小規模保育事業所を４施設開所し、
令和４年度には私立小規模保育事業所を１施設、令和
６年度には私立保育所を１施設、令和８年度には私立
保育所を１施設開所するなど、保育の受入体制の充
実に取り組みました。
　これらの施設整備により保育定員を着実に拡大し、
保育を必要とする児童の受入れ環境を整備しまし
た。その結果、待機児童数の減少につながり、保護者
が安心して子どもを預けられる環境の充実を図るこ
とができました。

　また、保育ニーズの高い地域における受入れ体制の
強化により、子育てと就労の両立を支援するととも
に、安心して子どもを産み育てられる子育て環境の
整備にも寄与しました。
　今後も、保育ニーズや地域の状況を的確に把握しな
がら、必要な保育サービスの確保と受入体制の充実
を図り、待機児童の解消と子育て支援の充実に努め
ていきます。

第３次総合計画期間における主な成果

待機児童数 42 1 0

見通し
令和９年度 令和13年度

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№33 安心して子育てと就労を両立できる保育環境をどう実現するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

42

9

1 2 2
8

1 0
0

10

20

30

40

50

H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

待機児童数の推移

713

820 820
832 832 853 867

875

8

13 13 14 14 14 14 14

4

9

14

19

650

750

850

H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

利用定員と施設数の推移

利用定員 施設数

4/1時点（人）

4/1時点（人）
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　今後も宅地開発に伴う子育て世帯の転入や共働き
世帯の増加が見込まれることから、保育ニーズは引
き続き高い状況が続くことが想定されます。一方で、
少子化により出生数は減少傾向にあり、中長期的に
は保育を必要とする児童数の減少も見込まれること
から、保育需要の変化を的確に捉えながら、必要な受
入体制を確保していくことが課題となります。
　また、共働き世帯の増加等に伴い、保護者の就労形
態や生活様式に応じた保育ニーズも多様化している
ことから、定員の確保に加え、保育サービスの充実が
求められます。

　このため、今後の人口動態や宅地開発、就労状況等
を踏まえて保育需要を適切に見通し、必要な保育定
員を確保するとともに、既存の保育施設を有効に活
用し、持続可能な保育提供体制を構築することが重
要です。
　そのため、保育需要の継続的な把握・分析に基づく
定員の適正な確保を進めるとともに、多様な保育
ニーズに対応したサービスの充実、保育士等の人材
確保・定着、民間活力の活用などに取り組み、待機児
童の解消を維持しながら、安心して子育てと就労を
両立できる環境をどのように整備していくかが論点
となります。

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

977

1017
1032

1016

153

169
172

162

145

150

155

160

165

170

175

950

970

990

1010

1030

1050

R4 R5 R6 R7

保育所等の入所児童数と

町外施設入所児童数

入所児童 町外

10/1時点（人）

1449

1392

1335

1255

1211

1050

1100

1150

1200

1250

1300

1350

1400

1450

1500

R4 R5 R6 R7 R8

0～5歳児人口 9/30時点（人）

70



％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

　

主要指標

基準値 実績値 見通し
令和7年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

目標値

（2025年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№34 多様な教育的ニーズに応じた学びをどう充実させていくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

90.0

〇不登校支援及び対策
　紫波町の不登校児童生徒数は、全国的な傾向と同様に
増加しています。中学校に教育相談支援員を配置し、校
内教育支援センターを利用する生徒への支援や、不登校
生徒への家庭訪問などを実施しています。

・教育支援委員会において総合的に判断した就学先と、翌年度の実際の就学先が一致した新就学児童の割合
・学校生活に満足している児童の割合。「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート（hyper-QU）」の
分析結果において、学級生活満足群に属する児童の割合

第３次総合計画期間における主な成果

学校生活に満足している児童の割合 76.0 76.0 80.0 80.0

教育支援委員会の総合的な判断を踏まえ
た就学先への就学割合（新就学児童）

92.8 92.8 90.0

〇特別支援教育体制の整備
　町では、教育相談、知能検査、教育支援委員会、就学ガ
イダンスなどによる教育支援体制を整備し、本人及び保
護者の意向を尊重しながら、望ましい学びの場への就学
支援を行いました。教育的ニーズの多様化に対応するた
め、特別支援学級の設置を進めたほか、スクールヘル
パーを全小・中学校へ配置し、学習面や生活面の支援の
充実を図りました。さらに、医療的ケア児への対応を進
めるなど、支援体制の整備に取り組みました。

・教育支援教室「はばたき」では、教育相談支援員によ
る教育相談をはじめ、基礎的な学習や生活習慣の定
着、学校復帰に向けた支援を行っています。
・各学校では、「学校いじめ防止基本方針」に基づき、
組織的ないじめ防止対策に取り組んでいます。また、
紫波町いじめ問題対策連絡協議会において、町及び
学校における取組の現状や課題を共有し、関係機関
と連携しながら改善方策の協議を行っています。
・「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート
（hyper-QU）」を毎年実施し、学校生活への満足度
や意欲、学級集団の状態を把握しています。その結果
を活用し、不登校やいじめ、学校生活への意欲低下な
どの兆候の早期把握と早期対応を図るとともに、学
級経営や授業改善につなげています。

〇特別支援学級の新規設置状況
 令和２年度　西の杜小(旧上平沢小)
　　　　　　　　 　自閉症・情緒
 　　　　　　　　紫波東小（旧星山小）
　　　　　　　　　 自閉症・情緒
 令和３年度　紫波第三中 知的
 令和５年度　紫波東小 知的
 令和７年度　紫波東小 肢体不自由
 　　　　　　　　紫波第三中 自閉症・情緒

1.43%
1.83%

2.30% 2.27%
2.39% 2.47% 2.61%

3.19%
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紫波町の特別支援学級在籍者数と全児童生徒数に対する割合

小学校計
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全児童生徒数に対する割合

（人）
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教育支援教室「はばたき」在籍者数
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紫波町学校教育課調べ
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【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点
〇特別支援教育
・知能検査や教育相談等を担う専門人材が不足する
中、必要な専門性をどのように確保するとともに、ス
クールヘルパー等の配置や専門家による助言を含め
た学校支援体制の充実が求められています。
 ・支援を必要とする児童生徒の障がいの種類や程
度、教育的ニーズが多様化する中、それぞれの状況に
応じた学びの場や支援方法の確保が必要となってい
ます。
 ・医療的ケアを必要とする児童の就学に対応するた
め、看護師等の専門人材の確保や、学校、保護者、医
療・福祉等の関係機関が連携した安全で継続的な支
援体制の整備が求められています。
  以上を踏まえた上で、多様な教育的ニーズに応じた
学びと支援をどのように充実させていくかが論点と
なります。

〇不登校支援
・不登校児童生徒が増加する中、学校復帰のみを目標
とするのではなく、校内教育支援センターや教育支援
教室「はばたき」、民間施設等も含め、一人ひとりの状
況やニーズに応じた多様な学びの場や居場所の確保
が求められています。
・不登校の未然防止や長期化を防ぐため、不登校傾向
や登校しづらさを早期に把握するとともに、学校、家
庭、町及び関係機関が情報を共有し、継続的に支援す
る体制の充実が必要となっています。
・不登校の背景が多様化・複雑化する中、教育相談支
援員やスクールカウンセラー等の専門的人材を確保・
活用し、児童生徒や保護者への相談支援の充実を図
ることが求められています。
　以上を踏まえた上で、一人ひとりの状況やニーズに
応じた多様な学びの場や居場所を確保し、安心して
学び続けることができる支援体制をどのように充実
させていくかが論点となります。

・文部科学省 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査
当該年度に不登校として把握された児童・生徒のうち、前年度は不登校として計上されていなかった児童生徒の数全国の新規不登校児童・生徒数の推
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％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

71.0

赤石小学校校舎増築業務（施工）

特別教室の空調設備 12.3 50.0

赤石小学校駐車場造成工事

教室及び体育館のLED化 1.3

学校トイレの洋式化 65.2

平成　　年度
（　　　　年度） （2027年度） （2031年度）

100.0

100.0

100.0

主な工事一覧

R2-3

R4

小中一貫校紫波東学園建設工事

赤石小学校特別教室改修工事

R7

75.0

【学校トイレの洋式化】 学校のトイレを洋式化することは、児童生徒が安全・安心で快適な学校生活を送るために
必要です。家庭や公共施設では洋式トイレが一般的となっており、学校においても生活様式の変化に対応した環
境整備が求められています。また、けがをしている人や障がいのある人にも利用しやすく、誰もが安心して使え
る環境づくりにつながります。
【空調設備の整備】 近年の気温上昇に伴い、熱中症リスクが高まっていることから、児童生徒の健康と安全を守
り、快適な学習環境を確保するため、適切な温度管理が重要となっています。
【照明設備のLED化】 2027年末までに蛍光灯の製造・輸出入が禁止されることから、計画的なLED化を進め
る必要があります。また、LED化は環境負荷の低減や維持管理費の縮減にもつながります。

　令和２年度から令和３年度にかけて、施設一体型小
中一貫校である紫波東学園の校舎を整備しました。
これにより、東部地区５小学校の再編と老朽化した紫
波第二中学校校舎の改築が完了し、教育環境の充実
が図られました。
　学校トイレの洋式化については、平成25年度の日
詰小学校西校舎を皮切りに計画的に整備を進めてき
ました。令和６年度には赤石小学校のトイレ改修を実
施し、令和７年度の校舎増築においても全て洋式トイ
レを整備した結果、令和７年度末の洋式化率は
65.2％となりました。さらに、令和８年度には西の杜
小学校のトイレ改修を予定しており、洋式化率は
71％となる見込みです。
　空調設備については、普通教室への設置を令和元
年度に完了しました。また、令和６年度には児童数の

増加に対応するため、赤石小学校の特別教室２室に
エアコンを設置しました。一方で、特別教室及び体育
館への空調設備については、多くの施設で未整備と
なっており、十分な空調環境の確保には至っていな
い状況です。
　照明設備のLED化については、令和５年度に紫波
第一中学校体育館で整備を実施しました。その他の
施設については、修繕に合わせて順次LED化を進め
ています。
　また、児童数の増加に対応するため、令和７年度に
赤石小学校の校舎増築を実施しました。これにより必
要な教室を確保するとともに、新たにエレベーターを
設置したことで、給食コンテナの運搬性の向上やバリ
アフリー環境の充実を図りました。

第３次総合計画期間における主な成果

紫波第一中学校屋内体育館照明LED化工事

赤石小学校特別教室エアコン設置工事

赤石小学校校舎トイレ洋式化等改修工事

R5

西の杜小学校放送設備更新工事

R6

見通し
令和９年度 令和13年度

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№35 安全・安心で快適な学校環境をどう維持・向上していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

主要指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）

中学校体育館の空調設備 0.0 33.3 100.0
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学校の築年数

トイレ洋式化の一例（赤石小学校） 赤石小学校増築校舎

　児童生徒が安全・安心かつ快適な環境で学ぶため
には、学校施設の適切な維持管理と計画的な更新を
進めていく必要があります。紫波町の学校施設は、建
築後相当年数を経過した施設が多く、建物本体の老
朽化に加え、空調設備や給排水設備、電気設備など
の更新需要も高まっています。今後も施設の安全性
を確保しながら、教育活動に支障が生じないよう計
画的な修繕・改修を進めていくことが求められます。
　また、学校のトイレは児童生徒が日常的に利用する
重要な生活環境であり、衛生面や快適性の向上を図
るため、引き続き洋式化を進めていく必要がありま
す。特別教室については、近年の猛暑による熱中症リ
スクへの対応や学習環境の向上を図るため、空調設
備の整備を進める必要があります。中学校の体育館
については、教育活動の場であるとともに、災害時に
は避難所としての役割も担うことから、空調設備の整
備による安全・安心な環境の確保が求められていま
す。

　また、照明設備についても、環境負荷の低減や維持
管理費の縮減を図るため、計画的なLED化を進める
必要があります。
　その一方で、これらの施設整備には多額の財源を要
することから、限られた財源の中で効率的かつ効果
的に事業を進めていく視点が欠かせません。施設の
老朽化状況や利用実態、教育現場のニーズ、児童生
徒の安全・健康面に加え、避難所としての機能も総合
的に勘案しながら、優先順位を明確にした計画的な
整備を進めることが重要です。
　今後、老朽化する学校施設への対応と教育環境の
向上、さらには避難所機能の強化をどのように両立
し、安全・安心で快適な学校環境を将来にわたり維
持・向上していくかを論点とします。

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

令和8年度(2026)時点
面積 面積

(㎡) (㎡)

校舎 2,407 51 35 校舎 2,593 46

校舎 1,309 35 校舎 126 41

屋内運動場 1,086 35 校舎 3,527 33

プール 400 12 屋内運動場 1,403 41

校舎 2,312 36 プール 400 21

校舎 1,966 36 校舎 899 64 36

校舎 1,152 0 校舎 1,736 63 36

校舎 90 0 屋内運動場 1,162 23

校舎 61 0 プール 400 56

屋内運動場 1,092 31 校舎 2,652 5

プール 400 25 校舎 893 5

校舎 328 49 屋内運動場 1,162 27

校舎 1,682 42 プール 400 9

校舎 2,517 33

校舎 110 33

屋内運動場 981 42

プール 500 18

校舎 2,773 24

屋内運動場 922 28

プール 300 9

紫波第一中学校

紫波第三中学校

紫波東学園

赤石小学校

古館小学校

大規模改修後

経過年数

経過

年数

大規模改修後

経過年数
学校名 建物区分

経過

年数
学校名 建物区分

日詰小学校

西の杜小学校
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〔指標の説明〕
　

背景

■少子化の進行
　

■働き方改革の推進

■ニーズの変化

平成　　年度
（　　　　年度） （2027年度） （2031年度）

15

教職員の働き方改革を進めるため、部活動では原則とし
て月曜日に加え、土曜日又は日曜日のいずれかを休養日
として設定するとともに、活動時間についてもガイドライ
ンに基づき適切に運営しています。生徒の心身の健康へ
の配慮と教職員の負担軽減の両立を図りながら部活動
を実施しています。

休日の部活動の地域展開に向けた受け皿整備の進捗状況を示す指標であり、町に登録している地域クラブ等の
団体数を把握するものです。

第３次総合計画期間における主な成果

少子化の進行に伴う生徒数の減少により、学校単位での
部活動の維持やチーム編成が困難となっています。ま
た、学校規模によって設置できる部活動に差が生じてお
り、生徒が希望する活動を選択できる機会の確保が課題
となっています。

　令和５年度に部活動地域移行に係る学習会の開催やア
ンケート調査を実施するとともに、部活動地域移行検討
委員会を設置し、「紫波町部活動地域移行推進計画」を策
定しました。
　令和６年度には部活動の地域移行に係る検討会を開催
するとともに、部活動地域移行推進協議会を設置し、地
域展開に向けた協議を進めました。
　令和７年度には先進事例の視察や「部活動地域展開に
係る基本方針」の策定を行い、休日部活動の地域展開に
向けた体制整備を進めました。

今後の予定は次のとおりです。
令和８年度
・モデルクラブ事業実施
・先進事例視察
令和９年度、令和10年度
・段階的に休日の地域展開
令和11年度以降
・休日の地域展開を基本とした運用への移行

令和５年度より部活動への加入を任意とし、生徒が自身
の興味・関心や生活状況に応じて活動への参加を選択で
きる仕組みとしています。

中学校の休日部活動の地域展開に係る登
録団体数

0 5

見通し
令和９年度 令和13年度

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№36 中学校部活動の地域展開の推進体制をどう構築するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

主要指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）

1,134
1,247 1,275 1,241 1,184

1,049 1,011

834 861

0

500

1000

1500

1976 1986 1996 2001 2006 2011 2016 2021 2026

紫波第一中 紫波第二中 紫波第三中

１年 ２年 ３年 計 １年 ２年 ３年 計 １年 ２年 ３年 計

1 野 球 8 7 9 24 3 5 5 13 5 4 5 14 51

2 サ ッ カ ー 15 8 13 36 36

3 バスケットボール（男） 2 4 5 11 6 5 4 15 26

4 バスケットボール（女） 5 5 8 18 6 4 6 16 34

5 バ レ ー ボ ー ル （ 男 ） 12 6 6 24 24

6 バ レ ー ボ ー ル （ 女 ） 2 5 12 19 3 3 5 11 2 6 4 12 42

7 ハ ン ド ボ ー ル （ 男 ） 5 11 5 21 21

8 ハ ン ド ボ ー ル （ 女 ） 2 8 4 14 14

9 ソ フ ト テ ニ ス （ 男 ） 4 8 13 25 25

10 ソ フ ト テ ニ ス （ 女 ） 16 14 2 32 7 7 2 16 48

11 卓 球 （ 男 ） 8 12 17 37 5 6 8 19 4 9 4 17 73

12 卓 球 （ 女 ） 4 6 6 16 0 2 2 4 5 2 5 12 32

13 ソ フ ト ボ ー ル 3 2 12 17 17

14 水 泳 10 2 1 13 13

15 柔 道 8 6 7 21 21

16 剣 道 4 5 3 12 2 6 1 9 21

17 陸 上 （特設含） 11 22 14 47 47

1 吹 奏 楽 17 6 3 26 26

2 合 唱 （特設含） 7 9 6 22 22

3 美 術 15 6 29 50 50

4 科 学 8 9 5 22 22

5 パ ソ コ ン 11 18 13 42 42

6 手 芸 ・ 工 芸 7 13 7 27 27

7 文 化 （総合文化） 6 10 5 21 7 6 4 17 38

32 13 9 54 4 4 2 10 1 3 0 4 68

216 205 209 630 28 37 29 94 38 45 33 116 840

119 131 137 387 18 23 22 63 30 36 29 95 545

55.1% 63.9% 65.6% 61.4% 64.3% 62.2% 75.9% 67.0% 78.9% 80.0% 87.9% 81.9% 64.9%

65 61 63 189 6 10 5 21 7 6 4 17 227

30.1% 29.8% 30.1% 30.0% 21.4% 27.0% 17.2% 22.3% 18.4% 13.3% 12.1% 14.7% 27.0%

運
動
部

文
化
部

無所属

紫波一中 紫波二中 紫波三中 総計

全学年

合計生徒数

運動部所属人数

文化部所属割合

文化部所属人数

運動部所属割合

〇紫波町立中学校部活動一覧 令和６年６月20日時点 紫波町学校教育課調べ

紫波町立中学校生徒数の推移
教職員名簿（岩手県教育委員会刊）各年度から抽出

75



　少子化の進行や教職員の働き方改革の推進、生徒
のニーズの変化を背景に、従来の学校部活動を中心
とした運営は今後ますます困難になることが見込ま
れます。
① 生徒数の減少により、学校単位では部活動の維持
やチーム編成が困難となっています。また、学校規模
によって設置できる部活動に差があり、生徒が選択
できる活動の種類や機会にも差が生じています。
② 教職員の働き方改革の推進により、休日部活動の
見直しが求められています。学校と地域クラブがそれ
ぞれの役割を担いながら、連携して活動を支える体
制づくりが必要となっています。
③ 地域クラブの受け皿や運営主体、指導者体制は十
分とはいえない状況にあります。地域展開を進める
ためには、安定した運営体制の構築が求められてい
ます。

と、安心・安全な指導体制の整備が必要です。
⑤ 活動費や移動手段などにより、家庭や地域による
負担の差が生じる可能性があります。誰もが継続し
て活動に参加できる環境を確保するためには、負担
軽減や支援の在り方について検討する必要がありま
す。
⑥ 学校や地域によって活動の選択肢に差があり、生
徒が希望するスポーツ・文化芸術活動を選択できる
環境が十分に確保されていません。生徒の多様な
ニーズに応じた活動機会の確保と充実が求められて
います。
　このような状況を踏まえ、生徒が希望するスポー
ツ・文化芸術活動に継続して参加できる環境を確保
するため、学校と地域が連携しながら、紫波町に適し
た中学校部活動の地域展開の推進体制をどのように
構築していくかが論点となります。

近隣市町比較データ

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

・地域連携型学校部活動登録団体５８（単独型５４合同型４） ・地域クラブ登録団

〇日本の中学生世代人口の推移予

〇紫波町学校教育課作成

856

656
597

544
483

200

300

400

500

600

700

800

900

2030 2035 2040 2045 2050

〇紫波町の中学生世代人口の推移予

測
国立社会保障・人口政策研究所作成「日本の将

来推計人口（令和５年推計）将来の地域別男女5

歳階級別人口」を基に紫波町学校教育課で算出。

（人
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〔指標の説明〕
　

●要保護児童対策地域協議会の開催

●施設巡回訪問・個別発達相談・ペアレントトレーニング

出典：要保護児童対策地域協議会代表者会議資料

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№37 児童虐待を防止するためには

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値 見通し
平成　元年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度
（2019年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

児童虐待通告、相談のケースに応じて必要
な対応を行った割合

100.0 100.0 100.0 100.0

　児童虐待通告があった場合、緊急度を評価したうえで48時間以内に直接こどもの様子を確認するなど安全
確認を行い、こども及び保護者への面接を行います。
　緊急を要する場合は警察や児童相談所に通報します。
　児童虐待に関する相談があった場合も基本的には通告と同じですが、緊急度を判断したうえで調査を行な
い、こどもと保護者への最善な方法での援助を行います。

第３次総合計画期間における主な成果

●こども家庭センターの設置
　児童虐待への対応方法や相談窓口の周知により、
より早く関係機関につながり、児童虐待の未然防止
が図れました。
　・啓発活動の実施　26回
●要保護児童対策地域協議会の開催
　定期的又は必要な都度関係機関が集まり、要支援
児童と保護者等の情報が関係機関に共有されるとと
もに、役割分担が明確になり、効率よく支援が実施さ
れました。
　・要保護児童対策地域協議会　（代表者会議１回、実
務者会議４回）、児童福祉相談窓口連携会議12回、
ケース検討会議12回

●施設巡回訪問・個別発達相談の実施
　発達相談により、こどもの特性の正しい理解による
二次障害の予防と、保護者の孤立及び不安が解消さ
れました。また、早期の相談で発達支援へスムーズに
繋げることができました。
　・施設巡回発達相談11回（17人）、こどもの育ち相
談12回（39人）
●ペアレントトレーニングの実施
　こどもの問題行動の減少や社会性の向上のほか、
保護者自身の育児ストレスの軽減や養育に対する自
信回復など、親子双方に大きな効果が認められまし
た。
　・５回（27人）

出典：市町村要保護児童対策地域協議会運
営実務アニュアル

合計 17 34 30 25 25 29

児童福祉相談窓口担当者連携会議 12 12 11 12 12 12

ケース検討会議 17 14 8 8 12

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
紫波町会議の開催

R2 R３ R4 R5 R6 R7

要保護児童対策地域
協議会

代表者会議 1 1 1 1 1 1

実務者会議 4 4 4 4 4 4

55合計 39 38 37 39 38

3
ペアトレ（保護者） 1 1 2 2 2 2
ペアトレ（指導者） 3 3 2 3 2

22

施設巡回発達相談 11 10 9 10 10 12

こどもの育ちの相談室 8 18 16 19 23

R３ R4 R5 R6 R7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
発達相談・ペアトレ

R2
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出典：要保護児童対策地域協議会代表者会議資料

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　少子化、核家族化が進んでおり、共働き家庭の割合
の増加とあいまって、さまざまな不安や困りごとを相
談する窓口の重要性が増しております。また、貧困や
家庭内の問題がこどもの将来の可能性を狭めている
現状もあります。
　児童虐待の対応件数が増加傾向にあることや、子
育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化し
ていることから、次の2点を討議課題とします。

●虐待からこどもたちを守る取り組み
　虐待に関する相談件数が増加傾向にある中で、顕
在化していないケースも想定させることから、地域の
中で、虐待や困難な状況に置かれている児童や家庭
を早期に発見し支援につなげる仕組みづくりと、誰も
が、通告の目安や関係機関の連絡先など、虐待

　に関する知識を身に着けておくことが求められてい
ます。
●いつでも相談できる体制の強化
　こどもたちは家庭や学校など日常生活の様々な場
面で、悩み、傷つき、不安を感じています。
　今後も、一人で思い悩んでしまわないよう、誰もが
いつでも相談できる環境の整備と、こどもたちの悩
みに寄り添い、孤立させない支援のネットワークが求
められています。
　虐待は、子育てに対する不安や負担感、保護者やこ
どもの身体的、精神的状況、養育環境など様々な要
素が絡み合って発生します。
　発育・発達や、基本的生活習慣に関する相談、子育
てに対して不安感や負担感が大きくならないよう、支
援を充実させていくことが重要です。

近隣市町比較データ

県全体の虐待相談対応件数（件）

　　　　年度
区分

R2 R3 R4 R5

児童相談所 1,376 1,709 1,717 1,838

市町村 819 851 913 1,154

計 2,195 2,560 2,630 2,992

67 66
54 51 51

59

64

36
42 51 48

56

65

48 45
51

40
45

131

102
96

102
99

115

0
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140

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

相談対応件数

前年度からの繰り越し 新規 終結

心理的虐待
0.573

身体的虐待
0.248

ネグレクト
0.166

性的虐待
0.013

令和５年度 県全体の児童虐待の種類別割合
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〔指標の説明〕

公民館利用者数の推移 町資料：紫波町生涯学習課資料（各年度末現在）

（2031年度）

　町民一人当たりの公民館利用回数は、コロナ禍により激減していましたが、以前の水準まで戻りつつありま
す。また、公民館講座の満足度は、以前から受講者の９割が満足していると回答しています。

第３次総合計画期間における主な成果

町民一人当たりの公民館利用回数

　公民館の利用者数は、コロナ禍により令和２年度に激減しましたが、以前の水準まで戻りつつあります。

公民館講座の満足度 90.1 91.0 91.0 91.0

2.3 3.2 3.6 3.6

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）（2022年度） （2027年度）

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№38 町民それぞれが教養を高め、心豊かに暮らすためには何が必要か

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

見通し
令和９年度 令和13年度令和4年度

まちづくり指標

　９つの地区の公民館ごとに家庭教育、青少年教育、
女性教育、成人教育、高齢者教育といった学校教育
以外のライフステージに応じた公民館教室、講座教室
を実施しており、その満足度は、令和７年度は91％で
した。参加年代は10代～50代が20％、60代以降が
74％となりました。また、講座の利用回数で「初め
て」が27％、2～4回が35％、5回以上が36％であ
り、複数回の講座等を受講していることから、受講者
のニーズに応じた講座、教室が実施されたと考えら
れます。
　利用者の利便性や衛生面を大きく改善する重要な
取り組みとして、公民館を快適に利用できるようにト
イレ改修やエアコン設置などを行いました。

　受講者のニーズに応じた教室や講座を開催し、受講
者の満足度も高い割合となっています。また、教室等
に通う受講者が町の芸術祭で発表する場の提供も行
いました。さらに、各地区公民館の修繕も実施し、利
用者の安全性及び利便性の向上が図られたことが評
価されていると考えられます。
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アンケート年代別割合
（％）

各公民館の建築年月 10代
20代

中央公民館 昭和42年 4月（平成26年耐震補強工事） 30代
40代

日詰公民館 昭和58年6月 50代
60代

古館公民館 昭和56年11月(平成23年、平成27年増築） 70代
80代

水分公民館 昭和58年6月 ９0代以上
無回答

志和公民館 昭和54年12月（岩手中央農協所有賃借） 計

赤石公民館 昭和58年11月

彦部公民館 昭和59年12月 アンケート満足度別割合
（％）

佐比内公民館 昭和58年12月 大変満足
まあまあ

赤沢公民館 昭和55年3月（平成26年屋根外壁改修工事） 普通
やや不満

長岡公民館 昭和56年3月 不満足
無回答

町資料：紫波町生涯学習課資料（R8年4月1日現在） 計

公立社会教育施設数（近隣市町村比較） 町資料：紫波町生涯学習課資料（R6年10月1日現在）

　町内の公民館数は10施設であり、近隣市町では盛岡市に次いで２番目に多くなっております。

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　社会教育法で公民館は、住民のために、実際生活に
即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行
うことにより、住民の教養の向上、健康の増進、情操
の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に
寄与することを目的としています。
　様々な地域課題や学習ニーズに応えるため、講座や
事業の見直しが必要となっています。
　公民館施設の老朽化や設備更新については、優先
順位を定めながら、安全性及び利便性の向上に向け
た計画的な整備を進める必要があります。

　全国的な課題として、公民館が抱える主な課題は、
地域住民の高齢化や担い手不足による活動の停滞、
施設の老朽化、社会教育と地域づくりの専門性を持
つ職員の不足といわれています。
　公民館の利用者が固定化しており、若年層の利用者
も少ない状況です。新規利用者の増加への取組が必
要となっています。
　単に講座を開くだけでなく、住民が防災、福祉、少
子高齢化などといった地域社会の課題を解決する実
践的な活動へと循環させる仕組みづくりや住民が気
軽に集い、世代を超えて交流できる身近な拠点とし
ての機能強化、コミュニティセンター化が求められて
います。

紫波町
盛岡市
花巻市
雫石町
滝沢市
矢巾町

公民館
10
14
0
5
0
1

8

0
0

その他施設

0
1

町資料：紫波町生涯学習課
資料（R7年度）

31
1

1
0

博物館、資料館

1
19
12
3
1
1

図書館
1
3
4
1

0
0

文化施設
0
4
1
0
0
1

青少年教育

0
2
1
0

0

6
11
11
30
22

100
町資料：紫波町生涯学習課
資料（R7年度）

近隣市町比較データ
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6
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〔指標の説明〕

公民館利用者数の推移 町資料：紫波町生涯学習課資料（各年度末現在）

　9つの地区公民館ごとに、家庭教育、青少年教育、
女性教育、成人教育、高齢者教育といった学校教育
以外のライフステージに応じた公民館教室や講座等
を実施し、地域における身近な学習機会の提供に取
り組みました。
　令和7年度の受講者アンケートでは、満足度が91％
となっており、受講者の学習ニーズを踏まえながら、
幅広い年代が学ぶことのできる講座や教室を実施す
ることができました。

　また、教室や講座の開催に加え、芸術祭などを通じ
て受講者が日頃の学習や活動の成果を発表する機会
を設け、学習意欲の向上や継続的な学習活動につな
げるとともに、参加者同士や地域住民との交流を促
進しました。
　施設面では、公民館を安全で快適に利用できる環
境を確保するため、トイレ改修やエアコン設置、各地
区公民館の修繕などを実施し、施設の安全性や利便
性、快適性の向上を図りました。

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№39 地域の学びと交流を支える公民館をどう充実するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

見通し
令和９年度 令和13年度令和4年度

まちづくり指標

（2031年度）

　町民一人当たりの公民館利用回数は、コロナ禍により激減していましたが、以前の水準まで戻りつつありま
す。また、公民館講座の満足度は、以前から受講者の９割が満足していると回答しています。

第３次総合計画期間における主な成果

町民一人当たりの公民館利用回数

　公民館の利用者数は、コロナ禍により令和２年度に激減しましたが、以前の水準まで戻りつつあります。

公民館講座の満足度 90.1 91.0 91.0 91.0

2.3 3.2 3.6 3.6

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）（2022年度） （2027年度）
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アンケート年代別割合
（％）

各公民館の建築年月 10代
20代

中央公民館 昭和42年 4月（平成26年耐震補強工事） 30代
40代

日詰公民館 昭和58年6月 50代
60代

古館公民館 昭和56年11月(平成23年、平成27年増築） 70代
80代

水分公民館 昭和58年6月 ９0代以上
無回答

志和公民館 昭和54年12月（岩手中央農協所有賃借） 計

赤石公民館 昭和58年11月

彦部公民館 昭和59年12月 アンケート満足度別割合
（％）

佐比内公民館 昭和58年12月 大変満足
まあまあ

赤沢公民館 昭和55年3月（平成26年屋根外壁改修工事） 普通
やや不満

長岡公民館 昭和56年3月 不満足
無回答

町資料：紫波町生涯学習課資料（R8年4月1日現在） 計

公立社会教育施設数（近隣市町村比較） 町資料：紫波町生涯学習課資料（R6年10月1日現在）

　町内の公民館数は10施設であり、近隣市町では盛岡市に次いで２番目に多くなっております。
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0
0

文化施設

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　社会教育法上、公民館は、住民のために、実際生活
に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を
行うことにより、住民の教養の向上、健康の増進、情
操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進
に寄与することを目的としています。
　公民館は、こうした社会教育施設としての役割を基
本としながら、地域住民の身近な学習・交流の場とし
て、地域の実情や住民の多様な学習ニーズに応じた
事業を展開していくことが求められています。
　一方で、公民館の利用者には固定化の傾向が見ら
れ、特に若年層の利用が少ない状況にあります。この
ため、これまで公民館を利用する機会が少なかった
世代を含め、幅広い世代の参加を促すとともに、地域
課題や多様化する学習ニーズを踏まえた講座や事業
への見直しを進めていく必要があります。

紫波町
盛岡市
花巻市
雫石町
滝沢市
矢巾町

公民館
10
14
0
5
0
1

8

0

　また、講座や教室による学習機会の提供にとどまら
ず、住民の学びや活動を地域に還元し、防災、福祉、
少子高齢化などの地域課題に対応する活動につなげ
ていくことも重要です。あわせて、住民が主体的に集
い、世代を超えて交流できる身近な拠点として、公民
館の機能を高めていく必要があります。
　施設面では、多くの公民館が建築から相当の年数を
経過し、施設や設備の老朽化が進んでいることから、
各施設の状況を把握し、優先順位を定めながら、安全
性及び利便性の確保に向けて計画的に修繕や設備更
新を進める必要があります。
　このような状況を踏まえ、多様な学習ニーズへの対
応や世代を超えた交流の促進、学びの成果の地域還
元を図るため、地域の学習・交流拠点である公民館の
機能をどのように充実していくかが論点となります。
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回 回 回 回

人 人 人 人

人 人 人 人

〔指標の説明〕
　

耐震改修を終えた旧紫波郡役所庁舎 県指定文化財に指定された南日詰大神楽

町指定史跡「高水寺城」「片寄城」御城印 宅地造成に伴う発掘調査（才土地遺跡第4次調査）

見通し
令和９年度 令和13年度

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№40 地域の文化遺産をどう守り、活用するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

まちづくり指標等

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

町芸能保存会加盟団体公演回数（平均） 5.1 6.7 7.0

［町芸能保存会加盟団体公演数］町内の郷土芸能団体が年間にどれだけ公演機会を得ているかを示す指標です。上演機会の
多さは団体の活動継続力に直結するため、民俗芸能の伝承状況を測る指標としています。
［発掘調査報告会・文化財セミナー参加者数］発掘調査など町内文化財の調査成果を町民に公開し、理解と関心を高めるこ
とを目的とした事業への参加者数です。町民の文化財への関心度や、普及啓発活動の効果を測る指標としています。
[野村胡堂・あらえびす記念館入館者数]作家・野村胡堂（あらえびすの名でも音楽評論を執筆）の直筆原稿やSPレコード等
を保存・公開する記念館の来館者数です。郷土の先人に対する町民・来訪者の関心の度合いを測る指標としています。

第３次総合計画期間における主な成果

●文化財の指定、歴史的建造物の活用
令和３年度に「旧紫波郡役所庁舎」、令和４年度に「南日
詰大神楽」の県指定文化財に指定されました。旧紫波郡
役所庁舎については、令和7年度に耐震改修を行い、指
定管理者によって活用されています。
●民俗芸能等の伝承支援
民俗芸能鑑賞事業の実施や、町郷土芸能祭の共催実施
を進め、民俗芸能の発表、鑑賞機会の確保に取り組みま
した。芸能保存会加盟団体の公演回数（平均）は平成30
年度の年5.1回から令和7年度に年6.7回となり、公演
機会の拡充が図られました。

●文化財の普及啓発
令和3年度に高水寺城御城印の販売を開始し、令和7年
度末までに2,600枚以上の頒布を行いました。城館の
普及と地域振興に活用しました。また、文化財保護意識
の醸成・普及啓発を目的に、発掘調査報告会や文化財セ
ミナーを継続的に開催し、発掘調査成果や文化税の価値
を伝える機会を設けました。
●施設の維持・活用による文化遺産の継承
野村胡堂・あらえびす記念館では、資料のデジタル化や
運営体制の充実に取り組みました。令和7年度の入館者
数は8,603人となり、目標値8,500人を上回りました。

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

7.2

45.0

8,000.0

発掘調査報告会・文化財セミナー参加者数 52.0 27.0 35.0

野村胡堂・あらえびす記念館入館者数 7,637.0 8,603.0 8,500.0
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近隣市町比較データ

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

討議課題
①所有者のみに文化財継承の負担を負わせるのではな
く、寄附受入れや地域・民間団体との連携によりどのよ
うに受け皿を整備していくかを討議課題とします。
②少子化・高齢化が進む中、民俗芸能等の伝承活動を地
域全体でどのように支えていくかを討議課題とします。
③埋蔵文化財・古文書・民具資料等の保存活用施設をど
のように確保していくかを討議課題とします。
④文化財の価値や魅力を町民・次世代にどのように伝
え、関心を高めていくかを討議課題とします。

●文化遺産継承を支える担い手・体制の確保
所有者・管理団体等の高齢化や相続の発生に伴い、文化
財の寄附や移管の相談が増加しています。また、民俗芸
能団体でも少子化や会員の高齢化により活動に温度差
が生じ、休会に至る団体も見られることから、担い手の
確保や継承体制の維持が喫緊の課題となっています。
●文化財の保存活用施設の不足
埋蔵文化財や古文書、民具資料等を保存・公開する施設
が不足しており、温湿度管理可能な保存施設と活用を含
めた受け皿の確保が必要です。
●文化財の魅力発信・普及啓発の停滞
発掘調査報告会や文化財セミナーの参加者数が伸び悩
んでいることから、より多くの町民に関心を持ってもら
うため、周知方法や開催内容・形式見直しが必要です。
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回 回 回 回

件 件 件 件

　
〔指標の説明〕

町資料：紫波町生涯学習課資料
体育施設利用者の推移

（2031年度）

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№41 誰もがスポーツに親しめる環境をどうつくるか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

まちづくり指標

基準値 実績値 見通し
令和９年度 令和13年度平成30年度

（2018年度）

第３次総合計画期間における主な成果

6.2 7.2

　町民一人当たりの町内スポーツ施設利用回数は、平成３０年度に比べて令和７年度は増えておりますが、全国
的にスポーツ競技人口が減少することが予想されており、目標値、見通しともに低く見込んでいます。町内ス
ポーツ合宿等誘致件数は平成３０年に比べて大きく件数を伸ばしており、目標値、見通しとも高く設定していま
す。

町民一人当たりの町内スポーツ施設利用回数

町内スポーツ合宿等誘致件数 8.0 26.0 50.0 50.0

5.0

目標値
令和7年度

（2025年度）

5.0

（2027年度）

 スポーツ施設の管理運営、サービス内容、施設の清
潔さ、職員対応、施設全体に関する利用者アンケート
では、令和●年度の満足度は77％となりました。施
設の老朽化に対する意見がある一方、サービス内容
等については満足との意見が寄せられています。

　第3次総合計画期間中には、紫波町スポーツ交流施
設「ワイズマンスポーツベース紫波」を整備し、令和7
年度には15,379人が利用するなど、新たなスポー
ツ活動の場を提供するとともに、運動公園全体の利
便性の向上を図りました。

　また、町民がスポーツ施設を利用しやすい環境づく
りに取り組み、施設の予約状況を可視化するなど、利
用者の利便性の向上を図りました。

　平成30年度（約18.7万人）をピークに減少傾向となり、特に令和2年度・3年度は新型コロナウイルス
感染症の影響による利用制限等から約10万人前後まで大きく落ち込みましたが、令和4年度以降は行
動制限の緩和に伴い3年連続で増加しており、令和6年度には約13.4万人まで着実に回復しておりま
す。
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学校体育施設開放利用者数の推移 旧学校体育施設開放利用者数の推移
（人） （人）

令和３年度 令和４年度
令和４年度 令和５年度
令和５年度 令和６年度
令和６年度 令和７年度
令和７年度

町資料：紫波町生涯学習課資料 町資料：紫波町生涯学習課資料

■主要社会体育施設

１　紫波運動公園
(１)　紫波町総合体育館
(２)　野球場　　　　両翼９２ｍ
(３)　陸上競技場　　４００ｍトラック
(４)　テニスコート　砂入り人工芝　４面
(５)　紫波町スポーツ交流施設「ワイズマンスポーツベース紫波」

２　紫波町スポーツ交流公園
(１)　紫波町多目的スポーツ施設「サン・ビレッジ紫波」
(２)　岩手県フットボールセンター（県サッカー協会所有）

紫波運動公園・総合体育館
３　自転車関連施設

(１)　佐比内サイクルパーク
(２)　紫波自転車競技場（町スポーツ協会所有）　周長３３３．３３３ｍ
(３)　紫波運動公園宿泊棟「スポーツキャンプ紫波」（町スポーツ協会所有）宿泊定員40名

佐比内サイクルパーク 紫波町多目的スポーツ施設 紫波町スポーツ交流施設

24,418

7,965
22,611

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　町内の体育施設利用者数は、新型コロナウイルス感
染症の影響により令和2年度から令和4年度にかけ
て減少し、令和5年度以降は回復傾向にありますが、
コロナ禍前の利用水準には至っていません。少子高
齢化や人口減少、ライフスタイルの多様化などによ
り、スポーツへの関わり方やニーズも変化しているこ
とから、町民のスポーツへの関心や実施状況を把握
し、幅広い世代がスポーツに親しむことができる環境
づくりを進める必要があります。

　中学校においては、運動部活動の部員数が減少し
ており、従来の学校単位での部活動の維持が難しく
なっています。部活動の地域展開を進める上で、受け
皿となる団体や指導者の確保・育成、持続可能な運営
体制の構築が課題となっています。

　また、スポーツ活動を支える競技団体や指導者など
の担い手を確保・育成し、継続して活動できる環境づ
くりを進める必要があります。

　施設面では、スポーツ施設の多くが建築から相当の
年数を経過し、施設や設備の老朽化が進んでいるこ
とから、各施設の状況を把握し、優先順位を定めなが
ら、計画的に修繕や設備更新を進める必要がありま
す。

　このような状況を踏まえ、誰もが生涯にわたってス
ポーツに親しむことができる環境を確保するため、ス
ポーツ活動の機会の充実、部活動の地域展開、担い
手の確保・育成及びスポーツ施設の計画的な整備を
どのように進めていくかが論点となります。

65,842
58,692
65,179
77,861
71,320

33,856
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％ ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

社会参加活動参加者数の推移 ゆうごうセミナー参加者数の推移
（人） （人）

令和３年度 令和３年度

令和４年度 令和４年度

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

令和７年度 令和７年度

※中学生参加者

町資料：紫波町生涯学習課資料 町資料：紫波町生涯学習課資料

社会参加活動 ゆうごうセミナー

　中学生が、学校外で地域行事、ボランティア活動、地域の人との交流などに参加している割合を示す指標で、
子どもの地域社会への参加状況を把握するものです。

　また、ゆうごうセミナーでは、中学生が地域の歴史、
文化、産業などについて地域の人から学ぶ機会を設
け、地域への理解や関心を深める取組を実施しまし
た。

第３次総合計画期間における主な成果

2,721

204

210

204

214

195

社会参加活動中学生参加率 69.7 76.8 70.0

中学生が地域行事やボランティ
ア活動、地域住民との交流など、
学校外で地域社会に関わる活
動。

　令和4年度から町内全小中学校に学校運営協議会
制度（コミュニティ・スクール）を導入し、教育振興運動
で取り組んできた教育課題に関する協議を各学校運
営協議会へ引き継ぎました。また、社会教育指導員が
統括CSコーディネーターを兼ねることで、学校と地
域をつなぎ、地域とともに子どもを育てる体制づくり
を進めました。

　教育振興運動で実践してきた地域行事や体験活動
などについては、地区公民館等を中心に継続し、子ど
もたちが地域住民と交流し、地域に関わる機会を確
保してきました。こうした地域での活動への参加を通
じて、中学生の社会参加活動参加率は令和4年度の
69.7％から令和7年度には76.8％となり、目標値
70％を上回りました。

1,866

2,003

2,641

2,671

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

令和4年度
（2022年度） （2027年度）

第４章　【子ども・教育・文化】郷土を愛し未来を切り拓く人に満ちたまち

【子ども・教育・文化】

論点№42 子どもと地域のつながりをどう育んでいくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

見通し
令和９年度 令和13年度

（2031年度）

70.0

町内の中学生を対象に、地域の
歴史、文化、産業などを地域の人
から学び、地域への理解や関心
を深める事業。
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令和７年度　ゆうごうセミナー

実施講座

秋祭りの舞台裏を体験しよう
「講談」を体験しよう

MYカップを作ろう
フォトフレームをつくろう
藍染オリジナルハンカチをつくろう
伝統工芸「木目込み人形」
いわて発マーブルアート体験
タイルアートでデザインしよう
がんづきを作ろう
樋爪館の歴史を探ろう
日詰駅の歴史を探ろう
紫波の先人、ゆかりの地を巡ろう

オガールエリアの活性化を目ざして

陣ケ岡・蜂神社の歴史を探ろう
誰でも集う「地域社屋」「地域社食」

町資料：紫波町生涯学習課資料

ゆうごうセミナー

【子ども・教育・文化】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

スポーツを通じた地域交流の拠
点を目指して

　中学生の社会参加活動参加率は令和7年度
76.8％と目標値を上回っており、地域行事や体験活
動などを通じて、子どもたちが地域と関わる機会が
確保されています。今後もこうした機会を継続すると
ともに、地域の人との交流や地域について学ぶ体験
を通じて、地域への理解や関心を深めていくことが
必要です。

　また、学校運営協議会の導入や統括CSコーディ
ネーターの配置により構築してきた学校と地域の連
携を生かし、学校運営協議会、地区公民館、地域住民
等がそれぞれの役割を担いながら、子どもたちの地
域での学びや活動を継続して支える体制づくりが必
要です。

自転車競技の中心地紫波町での
取り組みを学ぼう

令和7年9月4日

酒蔵を巡り、酒かすケーキをつく
ろう

発掘現場を見学し、発掘体験を
しよう

紫波町立図書館の役割と多様な
取組

　ゆうごうセミナーについては、中学生が地域の歴
史、文化、産業などを地域の人から学ぶ機会として、
学校や地域との連携を図りながら、地域への理解や
関心を深める取組を継続していく必要があります。
　
　このような状況を踏まえ、子どもたちが地域との関
わりを通じて郷土への理解と愛着を深めながら成長
できるよう、学校と地域が連携し、社会参加活動や地
域学習の機会をどのように継続・充実していくかが
論点となります。
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％ ％ ％ ％

件 件 件 件

人 人 人 人

〔指標の説明〕
　

見通し
令和９年度 令和13年度

第５章　【自治・参加】多様性とつながりのある暮らし心地の良いまち

【自治・参加】

論点№43 時代や地域に合わせて地域コミュニティをどのように維持・活性化していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅶ　自治と参加

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

地域で支え合う地域自治活動が活発に行
われていると思う人の割合

53.0 － 65.0

126.0

・協働のまちづくりを円滑に進めていくために必要な
人材として、住民を対象としたファシリテーターの養
成等に取り組み、地域に目を向け、自分事として捉
え、行動する市民が増えました。話し合いの支援等の
活躍の場も作れました。
・市民がまちづくりに関わり、協働によるまちづくり
を推進していくため、市民参加推進会議を実施しまし
た。意見交換会やパブコメなどで市民の率直な意見
や反応を確認できました。市民参加対象外の案件に
ついても積極的に市民参加を行う課が増えてきまし
た。
・地域活性化起業人制度を活用して民間人材を受け
入れ、地域コミュニティを支援し、地域活動の棚卸

や地域運営組織等の形成が各地域で進みました。
・集落支援員を主に各地区公民館に配置し、地域運営
組織等の形成や運営をサポートしました（８名配置）。
・地域づくり活動補助金の交付により市民活動を支
援し、補助金の事業提案審査の一連のプロセスを経
験することで、自らの想いを活動へと形作る主体性
を育むことができました。
・立ち上がった中間支援団体と連携し、組織化アドバ
イザリー事業等を委託することで、中間支援機能を発
揮し地域運営組織等の形成につながりました。
・地域づくり取組発表会を開催し、地域課題の解決に
向けた活動を知り学び合う場を創出し、互いの交流
および発展につなげました。

第３次総合計画期間における主な成果

125.0 170.0

令和元年度
（２０１９年度） （2027年度） （2031年度）

65.0

地域づくり活動補助金活用団体延べ団体
数

67.0 83.0 99.0 99.0

人材育成講座修了者数（累計） 85.0
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【自治・参加】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

新型コロナウイルス感染症の流行により、市民・地域
活動が停滞しただけでなく、収束後の市民の意識や
ライフスタイルにも影響が及んでいます。コロナ禍で
行動が規制されたことにより、対面中心だった活動
方法にオンラインという新たな活動方法が加わりまし
た。不安定な国際情勢や物価高騰が地域活動にも影
響しています。

少子高齢化による世帯構成の変化や市民意識の多様
化などにより、従来の考え方や仕組みのままでは、地
域コミュニティの維持が困難になってきています。時
代や地域に合わせて地域コミュニティをどのように
維持・活性化していくか検討する必要があります。

地域課題は複雑に絡み合っており、画一的な政策で
は解決できなくなっています。そのため、それぞれの
地域の実態に合わせた施策展開が必要となっていま
す。現在、地域づくり課がハブになり関係する各課の
協力を得ながら、共に地域を支援しています。地域活
動の棚卸や組織の見直し、地域運営組織の形成な
ど、各地域で地域コミュニティの再構築を図っていま
すが、今後もより一層庁内の連携を強化していく必
要があります。

今後も多様化・複雑化していくニーズに対応していく
ためには、地域が主体性を持ち、地域でできることは
地域で行うというような、地域と行政が協働し互いに
歩み寄っていくことが必要となります。
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人 人 人 人

〔指標の説明〕
　

出発前は期待と緊張の表情をしていた中学生
も、オーストラリアでの貴重な体験を経て帰国
後の成果発表では堂々と自らの言葉で学びの
成果を発表することができた。

国際ワークキャンプではイタリアやエストニア
から参加者があり、町の機関産業である農業
体験や小・中学校を訪問し書道などの日本文
化に触れる機会を設けた。

見通し
令和９年度 令和13年度

第５章　【自治・参加】多様性とつながりのある暮らし心地の良いまち

【自治・参加】

論点№44 これからの国際交流の担い手をどう確保していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅶ　自治と参加

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

国際交流事業に関わる町民数 56.0 54.0 67.0

　平成12年（2000年）に結成された紫波町国際交流協会は、日本人だけでなく、国籍を超えた会員で構成され
ており、町の国際交流事業をけん引している存在です。
　また、町では毎年中学生国際派遣事業として姉妹都市のオーストラリア連邦　サザン・ダウンズ市へ中学生を
派遣し、外国の文化や風土を知り、将来世界で活躍する人材を育成しています。
　このように、町内には町の国際交流に関与する人材が年代を超えて存在しています。

　国際交流活動を推進し、町民の国際相互理解と国
際友好親善の促進を図るため、紫波町国際交流協会
へ助成金を交付しました。この助成金は、町自らが国
際交流に関する事業を行う場合と比較し、国際交流・
多文化共生に精通し、公益的な活動を行う団体へ助
成金を交付する方が費用対効果の高い事業を行うこ
とができるとの考えに基づくものです。
　また、第３次総合計画期間に世界を襲った新型コロ
ナウイルス感染症は、町の国際交流事業においても
停滞・縮小を伴いました。しかしながら、令和７年度に
は紫波町国際交流協会において数年ぶりとなる国際
ワークキャンプを企画・実施するなど、町に国際交流
の灯を照らし続ける取組が実践されています。

　中学生の海外派遣事業に目を向けると、紫波町国
際交流協会と同じく新型コロナウイルス感染症によ
る事業への影響が避けられませんでしたが、感染症
の影響を考慮しつつ、事業の目的を達成するため福
島県にある英国文化を体験できるブリティッシュヒル
ズへ生徒を派遣するなど継続して国際文化を学び、
国際感覚を養おうとする生徒の支援に努めました。
　これまでこの事業により海外に派遣された生徒は、
それぞれの立場で国際文化に関する学びや経験を深
め、次代を担う貴重な人材となっています。

第３次総合計画期間における主な成果

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

67.0
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※１　会員数は団体を
　　　含む。
※２　雫石町及び葛巻
　　　町は協会が存在
　　　しない。

近隣市町比較データ

【自治・参加】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　紫波町の国際交流に関係する人的資源は、そのほ
とんどが紫波町国際交流協会の会員に依拠していま
す。紫波町国際交流協会の会員数は、設立当初と比
較して減少しており、今後においても大幅な会員数の
増加は現時点で見込めません。
　市民レベルで国籍を超えた多文化共生に関する活
動を行っている住民もいるものの、こちらについても
将来にわたり国際交流の取組を維持していくために
は十分ではありません。また、将来世界で活躍する人
材を育成するため実施している中学生海外派遣事業
においても、事業費確保の観点から参加生徒数を増
加することが難しい状況にあります。

　一方、多文化共生に目を向けると、町村部では外国
人住民と地域住民（特に高齢層）が日常的に深く交流
する機会が少なく、相互理解不足から生じる心理的
な壁や、生活習慣（ゴミ出しや騒音など）を巡る小さ
なトラブルが「外国人全体への不信感」に繋がりやす
い傾向があります。
　このように、国際交流・多文化共生においては、取
組そのものに関係する人的資源のリソース不足と
我々の住民生活に直結する新しい問題への対応が課
題となっており、これからの国際交流の担い手をどう
確保していくかを検討する必要があります。
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〔指標の説明〕
　

図書館資料貸出者数（人） 48,648 45,077 45,100

図書館プログラム参加人数（人） 486 802 825

平成30年度
（２０１８年度） （2027年度） （2031年度）

330,000

850

45,500

　オガールプラザの開館から１０年を越え、エリア独自
の特色を活かした活用が広がり、地域文化や町民活
動の拠点として安定的な利用があります。コロナ禍の
影響により利用者数は大きく減少しましたが、近年回
復傾向にあります。施設の長寿命化に向け、計画的な
改修や設備更新を進め、利用環境の整備を図ってき
ました。
　情報交流館の入館者数は開館9年目に３００万人、１
２年目に４００万人を迎え、エリアの中核施設としてそ
の役割を果たしてきました。

　コロナ禍により図書館でも入館者数に減少が見ら
れましたが、利用者数に大きな変動はみられませんで
した。令和2年度に資料購入を拡大したことから利用
者が一時的に増加しました。さらに就労支援や、医療
福祉分野など他団体との連携を強化し、企画展示等
の充実が図られました。「夜のとしょかん」をはじめと
するプログラムでは、内容の充実とSNS等の広報を
強化したことにより多様な媒体で周知が図られ、参加
数の増加につながりました。
　高齢化が進み、町の記憶が記録として残されないこ
との危惧から「聞き書きスト養成講座」を開始。調べ
る学習コンクールに際してはプログラムやレファレン
スを通じた支援を行い、児童の情報活用能力の向上
につとめてきました。

第３次総合計画期間における主な成果

情報交流館入館者数（人） 461,641 322,544 325,000

見通し
令和９年度 令和13年度

第５章　【自治・参加】多様性とつながりのある暮らし心地の良いまち

【自治・参加】

論点№45 自らが求める情報や対話に出合い、人と人が繋がる場をどうつくるか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅲ　子ども・子育て・教育

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

275,313 

273,562 

299,204 

312,787 

327,987 

322,544 
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300,000

320,000

340,000
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情報交流館入館者数（人）
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38,000
39,000
40,000
41,000
42,000
43,000
44,000
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図書館資料貸出者数（人）
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① 誰もが利用しやすい環境のための整備 ②あらゆる課題に対応したサービス提供

③ 町民の情報活用能力向上のための支援 ④ 地域資料の収集・保存・活用

情報リテラシーをテーマとした夜のとしょかんの一例 聞き書きスト養成講座の一例

情報交流館は、世代を超えた人々が対話・交流し、必
要な情報の取得と発信を支え、情報と人、人と人がつ
ながる拠点を目指しています。その実現に向け、以下
が課題となっています。

①誰もが利用しやすい環境の整備
多様な利用者の視点から、より利用しやすい施設・
サービスのあり方を検討し、ウェブサイト等の情報発
信や施設案内等を見直す必要があります。

②あらゆる課題に対応したサービス提供
誰もが必要な情報にアクセスできるよう、デジタル資
料やバリアフリー図書をはじめ、時代やニーズに応じ
た資料・サービスの充実が必要です。また、来館が困
難な人や地域には、本や情報にアクセスできる拠点や
仕組みのあり方を、地域とともに考える必要がありま
す。

③町民の情報活用能力向上のための支援
AIの普及等により情報環境が急激に変化する中、町
民が情報を適切に収集・選択・活用し、自らの課題に
気づき、知り、解決していくための支援が求められて
います。

④地域資料の収集・保存・活用
地域の歴史や文化は、コミュニティ形成や地域自治の
土台となるものです。その継承に向け人の記憶を含
めた地域資料の収集・保存・活用、紙資料のデジタル
化・公開のあり方が課題となっています。

⑤子どもの生きる力と豊かな人間性を育む環境づく
り
子どもの生きる力と豊かな人間性を育むためには、
家庭や地域の事情にかかわらず、多くの本や多様な
形の情報と出合える環境と、体験や行動につながる
地域の仕組みが重要です。身近な学校図書館と機能
を高めあい、地域や様々な機関との連携を進めるこ
とが求められます。

【自治・参加】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

施設に関する情報発信や施設案内標示の様子

ネットやニュースをうのみにして、振り回され
ないために知るべきことを身に付ける

地域資料の収集・保存、人の持つ記憶を新たな
資料として蓄積する

当事者や関連機関と連携し、利用者にとって
よりよい情報アクセスを考える
盛岡聴覚支援学校との連携展示・解説の例
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回 回 回 回

〔指標の説明〕
　

※一般事務職のうち専門資格や特定の経歴を有することを条件にした試験は除外

※大卒試験と高卒試験を同時に行った場合は合計数を計上。

出典：紫波町一般会計における主要事務事業の成果に関する調書（令和元年～７年）

227 212 239
※数値は一般事務職として行った競争試験の１回当たりの応募者数

※R7試験からは採用専用サイトの活用等を開始した

108 117 145 123

※試験の実施年度ごとに計上したもの
職場内
研修参
加人数

61 418 45 523

18.0 71.5
派遣

研修参
加人数

93 82 71
一般事
務職応
募者数

44.0 53.5 45.0 33.0 20.5

R6 R7R1 R2 R3 R4 R５
◆採用試験受験者数（一般事務職）の推移 ◆職員の研修参加状況

職員１人当たりの派遣研修回数 1.8 1.5 1.8 1.8

R4 R５ R6 R7R1 R2 R3

職員採用試験（一般事務・競争試験）におけ
る受験者数（１回当たり）

53.0 71.5 70.0 70.0

人材の確保と育成についてが論点となるため、毎年実施している職員採用試験の受験者数及び職員１人当たりの研修派遣
回数を設定したもの。職員採用試験における受験者数については、専門職や任期付職員等を除き、１回実施当たりの応募者
数を指標としている。（大卒試験と高卒試験を同時に行った場合は合計数を計上。２回実施した場合は１回当たりの平均を
算出。）全国的に公務員志望者が減少している中で、当町の受験者数も減少傾向にある。今後も少子化が続く中で、一定の
受験者数を確保し続けることは、質の高い人材を確保するために重要な要素であると考える。また、時代の変化に対応した
質の高い行政サービスを提供し続けていくため、職員研修への参加は欠かせないものであることから、職員１人当たりの研
修派遣回数を２つ目の指標とした。

第３次総合計画期間における主な成果

　職員採用については、年度ごとに必要な人材を確
保するため、一般事務職、専門職、任期付職員など、
多様な職種の採用試験を実施してきました。一方、全
国的な傾向と同様に、当町においても採用試験への
応募者数が年々減少していることから、令和７年度よ
り全ての採用試験を町単独日程で実施し、他自治体
との併願を可能としました。また、令和６年度中から
採用専用サイトの試験運用を開始し、令和８年度から
本格運用することで、受験者への情報発信を強化し
ています。

　職員研修については、新規採用職員を対象とした接
遇研修をはじめ、行政手続や法務、コミュニケーショ
ン能力に関する職場内研修を実施するとともに、年
単位で策定する「人材育成計画」に基づき、職階や業
務に応じた研修へ計画的に職員を派遣しています。
これらの取組により、基本的な接遇マナーやコミュニ
ケーション能力を備えた職員の育成と、職員一人ひと
りの役割に応じた知識・技能の効果的な習得につな
がっています。

行財政経営

【行財政経営】

論点№46
限られた経営資源の中で、複雑化・多様化した課題に対応で
きる人材を採用・育成していくためには

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅶ　自治と参加

主要指標

基準値 実績値 目標値 見通し
平成２９年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度
（２０１７年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

0
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研修参加人数（R1～R7）

派遣研修 職場内研修
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(1) 職員数の推移（各年4月1日現在）
令和3年度から令和7年度までの職員数、男女別職員数、人口および職員1人当たり人口の推移を
示しています。職員数は240人前後、職員1人当たり人口は135人前後で推移しています。

出典：紫波町総務課資料
※　町長、副町長、教育長及び短時間勤務の再任用職員を除く。
※　人口は、各年度の3月末日現在（住民基本台帳人口）。
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134.6
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職員１人当た
り人口

33,024

135.9

151

92

R3

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　近年、少子高齢化や人口減少による人手不足、コロ
ナ禍を契機としたデジタル化の進展、自然災害の激
甚化、AIの急速な発展など、行政を取り巻く環境は
大きく変化しています。こうした変化に対応し、新た
な地域課題を解決していくためには、住民ニーズや
地域の実情を把握し、課題を発見・分析する力に加
え、柔軟に業務を見直し、改革する力、住民や民間団
体等と連携する力、AIやデータを活用する力、町民の
立場に立って分かりやすく説明・対話する力など、多
様な能力が職員に求められています。また、人口減少
に伴い採用試験の受験者数が低下する中、必要な人
材を確保するため、情報発信や採用活動の工夫も必
要となっています。

　町では現在、全職員が必要な能力を身に付けられ
るよう、計画的な派遣研修や職場内研修を実施し、時
代の変化に対応した人材育成に取り組んでいます。
今後は、採用から育成までを一体的に捉え、職員一人
ひとりが継続的に能力を高め、変化に柔軟に対応で
きる人材を確保・育成していくことが必要です。
　今後、限られた経営資源の中で、町に必要な人材を
確保するとともに、時代の変化に対応できる職員を
育成していくため、町民から求められる職員の役割や
姿勢を踏まえ、効果的な採用活動と人材育成の取組
をどのように進めていくかを論点とします。

【行財政経営】

わたしたちは
誠 実 に

規律ある行動で、信頼される職員であり続けます。
笑 顔 で

やさしく向き合い、心から歓迎します。
話を聴き

適切に判断し、わかりやすく応えます。
共に考え

手と手をとり合い、課題をみつけます。
情熱をもって

改革し、よりよいサービスを追求します。
行動します

　
平成１８年７月２７日制定

出典：紫波町行政経営理念体系

　行動指針
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〔指標の説明〕
　

マイナンバーカード交付件数の推移

出典：基礎データ集

コンビニ交付利用率の推移

平成30年度
（2018年度） （2027年度） （2031年度）

93.0

60.0

今までの指標「マイナンバーカード交付率」は、人口に対する累計交付数の割合を示していました。マイナンバー
カード制度開始当初は、一人につき一度の交付がほとんどであったため、「マイナンバーカード交付率」は普及の
進捗を把握する有効な指標でした。しかし、制度開始から約10年が経過し、有効期間満了による更新や、紛失・
破損、券面変更などによる再交付が増加しています。そのため、累計交付数には同一人物の複数回の交付が含
まれ、実際の普及状況とは乖離しやすくなっているため、人口に対するカード保有率に変更するものです。

第三次総合計画期間においては、マイナンバーカード
の普及促進を進め、カードを活用した行政サービスの
基盤を整備するとともに、証明書コンビニ交付サービ
スの利用環境を維持・拡充し、役場窓口以外でも証明
書を取得できる利便性の高い環境を整えてきまし
た。第三次総合計画後期基本計画では、マイナンバー
カード交付率96％、コンビニ交付利用率55％を目
標に掲げ、カードの取得支援や制度の周知、コンビニ
交付システムの保守・改修等に取り組みました。 ま
た、窓口業務のDXを進め、令和7年3月から「書かな
い・迷わない窓口サービス」を開始し、職員が申請書
の作成を支援することで、

来庁者の記入負担や記入誤りの軽減、手続時間の短
縮につなげています。
  さらに、郵送請求へのクレジットカード決済の導入
など、来庁せずに手続できる環境の整備も進めてい
ます。 これらにより、従来の窓口中心の行政手続か
ら、デジタル技術や多様な手段を活用した、住民の利
便性を重視した行政サービスへの転換を進めること
ができました。

第３次総合計画期間における主な成果

コンビニ交付利用率

マイナンバーカード保有率（主要指標） - 84.5 90.0

16.0 38.3 55.0

見通し
令和９年度 令和13年度

行財政経営

【行財政経営】

論点№47 住民基本台帳を基盤とした行政サービスの高度化をどう実現するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅳ　環境・くらし

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度

（2025年度）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

マイナンバーカード 0 0 1331 2802 3374 4297 5198 8850 13435 21514 25642 28417 32715

住基カード 16505 16361 15081 12538 10260

普及率 0.479 0.473 0.476 0.445 0.397 0.130380.157090.267780.406830.65362 0.751 0.804 0.845
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証明書交付実績 28391 27406 25253 24175 21271 19256 18149 16420

コンビニ利用実績 4639 3869 3921 4943 6082 8536 9651 10190

コンビニ利用率 0.14 0.123 0.1344004940.1697575380.222352210.3071387450.3471582730.382938745
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出典：紫波町

窓口手続きのオンライン化

マイナンバーカード保有率

出典：総務省「マイナンバーカードの保有状況について」

住民異動

住民票等
交付申請

戸籍謄抄本
等交付申請

来庁せず申請・郵送受取

来庁せず申請・郵送受取
証明書

来庁不要で転出届を提出できる

転入予約

転居予約

事前情報入力・来庁予約によ
り

事前情報入力・来庁予約によ
り

窓口での待ち時間を短縮

近隣市町比較データ

人口減少や高齢化の進行、デジタル技術の急速な進
展により、行政手続には、より一層の利便性向上と効
率化が求められています。マイナンバーカードの普及
やコンビニ交付、書かない・迷わない窓口などにより
利便性は向上している一方、来庁して複数の申請書
を記入する負担や待ち時間が残るほか、デジタル
サービスを利用しにくい人への配慮も必要です。今後
は、住民が来庁、オンライン、コンビニエンスストア、郵
送などから自らに適した方法を選択でき、必要な手
続を分かりやすく、簡単に行える環境を整えることが
重要です。このため、住民基本台帳を行政サービスの
基盤として、ライフイベントに応じた手続の案内や関
係手続の連携・簡素化を進めるとともに、マイナン
バーカードを活用したオンライン手続やコンビニ交付
の利用を促進します。

また、書かない・迷わない窓口の充実や手続の事前案
内、デジタル利用に不安のある人への支援を進め、来
庁の有無にかかわらず、誰もが安心して利用できる
行政サービスの実現を目指します。

【行財政経営】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

分野 手続き・申請 オンライン化による効果
転出届

（実施済）
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〔指標の説明〕
　

出典：戸籍事件表

1,489

R4

見通し
令和９年度 令和13年度

行財政経営

【行財政経営】

論点№48 戸籍届出の審査及び戸籍編製を正確かつ迅速に行う体制をどう維持するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅳ　環境・くらし

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

平成29年度
（2017年度）

町の行政サービスへの満足度 70.1 63.1 75.0

　戸籍届出は全世代の町民に関係する業務であり、窓口対応及び届書処理の正確さや速さに対する評価も「行
政サービスへの満足度」に反映されるとの認識から、総務課のまちづくり指標を適用しました。

　年間1,500件前後の戸籍届出を戸籍担当職員２名
（窓口対応は５名前後）で処理しています。
　届書の審査及び戸籍編製を正確かつ迅速に行うこ
とでお客様の待ち時間短縮と職員の負担軽減を図る
ため、令和７年度に「AI電子書籍検索サービス（注1）」
の無償トライアルを行いましたが、使い勝手が悪く、
今後の活用を断念しました。
　近年は、戸籍法の改正により広域交付や氏名の振り
仮名記載が始まるなど、業務量が増加傾向にありま
す。
　（注1）AI電子書籍検索サービス・・・「外国人との結
婚」などのキーワードを入力すると、参考書籍の該当
箇所が表示されるもの。

第３次総合計画期間における主な成果

（2027年度） （2031年度）

75.0

R7 1,409

R6 1,540

R5 1,454

戸籍届出件数

1,515

R3 1,582

R2
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戸籍事務経験年数別職員数（令和８年４月１日現在）

※窓口で戸籍届出の処理を行う職員の数。戸籍係２人、住民係３人（会計年度任用職員１人含む）。
出典：戸籍事務担当者名簿

【行財政経営】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

１年未満
１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上
４年未満

４年以上
５年未満

５年以上
６年未満

　これまでは戸籍事務従事年数が長い職員が在籍し
ていたため、少ない人員でも大きな滞りなく処理す
ることができました。しかし、最近は職員の異動や退
職により従事年数が短い職員が大半となり、養子縁
組や養子離縁、外国籍の方が関わる届出など、事例
が少ない届出は確認等の対応にかなりの時間を要し
ています。
　そのため、職員の応対品質の平準化及び専門書籍
の検索・読解に要する時間の削減に資する体制づく
りが急務であり、様々な戸籍事務補助ツールの調査
や試験活用など、ツール導入に向けた取り組みを強
化する必要があります。

（単位：人）
６年以上
10年未満

10年以上

1 1 2 0 1 0 0 0
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％ ％ ％ ％

〔指標の説明〕
　

住民が日常的に使用するツールで町の情報や手
続き案内を受け取れるようになり、情報到達率が
向上した

LINEを活用した町から
の情報発信・手続き案
内機能の導入

活動内容
書かない窓口の導入

キャッシュレス決済の導
入

電子決裁・文書管理シス
テムの導入

LINE拡張機能の導入

（2025年度）

事業量・成果物（アウトプット）

窓口申請におけるタブ
レット端末・システムの
導入

税・手数料等の支払い
におけるクレジットカー
ド・スマートフォン決済
端末の導入

庁内における電子決
裁・文書管理システムの
導入

効果・成果（アウトカム）
来庁者が申請書に手書きで記入する負担が軽減
され、窓口での手続き時間が短縮された

現金を持参しなくても各種支払いが可能となり、
住民の利便性が向上した

紙による決裁・文書管理をデジタル化し、ペー
パーレスを推進するとともに、電子決裁により押
印不要となることで業務の効率化が進んだ

75.0

見通し
令和９年度 令和13年度

行財政経営

【行財政経営】

論点№49 業務改革と行政DXをどのように進め、より良い行政サービスにつなげていくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅵ　生活基盤

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度平成29年度

（2017年度） （2027年度） （2031年度）

77.0

町の行政サービスについて、誰もが、いつでも、複雑な操作不要で簡単に手続きができるような仕組みを整備す
ることにより、住民や町内事業者の行政サービスに対する満足度が高まる。

 今期計画期間中は、総務省の地域活性化起業人制度
を活用し、デジタル分野に精通した民間企業の専門人
材をCIO補佐官として委嘱しました。この外部専門人
材の伴走支援のもと、「住民目線のDX」と「職員の業
務効率化」という2つの軸でDXを推進しました。
 住民サービスの向上においては、窓口に来た際に申
請書への手書き記入が不要となる書かない窓口を導
入したほか、税や手数料などの支払いにクレジット
カードやスマートフォン決済が利用できるキャッシュレ
ス決済を導入しました。また、多くの方が日常的に使
用しているLINEの拡張機能を活用し、町からのお知
らせや各種手続きの案内をより身近な手段でお届け
できる環境を整えました。

庁内業務の効率化においては、電子決裁・文書管理シ
ステムを導入し、これまで紙で行っていた決裁や文書
管理をデジタル化することで、業務の迅速化と正確な
文書管理に向けた基盤を整えました。

第３次総合計画期間における主な成果

町の行政サービスへの満足度 70.1 63.1
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令和6年BPR研修参加数　8名
令和7年BPR研修参加者数　14名（岩手県立大学との共同開催）
令和8年BPR研修参加者数　７名

DXメンバーの参加が主となっており、DXメンバー以外の職員参加が増えていない。

「花巻市デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画2.0」における前計画の評価

近隣市町比較データ

次期総合計画策定に向けた課題・論点

現状認識
各種システムの導入は実現できたものの、システムの
運用に合わせた業務フローや働き方の見直しが十分
に進んでおらず、「デジタルで同じことをやっているだ
け」という状態に陥っているケースが見受けられま
す。また、DXの推進が一部の担当職員に偏りがちで
あり、組織全体で現状をよくしていこうという業務改
善の文化や意識の醸成が不足しています。さらに、
CIO補佐官の伴走支援のもとで得られた知見やノウ
ハウが、組織の資産として十分に蓄積・共有されてお
らず、担当職員の異動等により引き継がれないリスク
もあります。

必要・重要なこと
これらの課題を解決するためには、業務フローの棚卸
しとBPR（業務プロセス改革）の全庁展開、全職員を
対象とした研修や業務改善提案制度の整備による改
善文化の醸成、そして業務改善の手順書・マニュアル
の整備やチーム体制化によるノウハウの蓄積と仕組み
化を一体的に進めることが重要です。

課題を解決するための手法
現状ではBPRを推進できるのは外部専門人材である
CIO補佐官であることから、CIO補佐官の指導のも
と、伴走支援を継続しながら、ノウハウの蓄積と意識
の醸成を着実に行っていきます。

【行財政経営】
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件 件 件 件

件 件 件 件

〔指標の説明〕
　

0

　町のコンプライアンスが確保されることで、公正な職務の執行が維持され、町内外からの公益通報が行われな
い状態が維持される。
　また、町民等のコンプライアンス条例やカスタマーハラスメント、不当要求行為等への理解が深まることで、町
に対する不当要求が行われない状態が維持される。

　町が住民の信頼を確保するためには、職員が法令
を遵守するとともに、社会において要求される倫理
観や道徳観に基づき、公正に職務を執行することが
求められます。
　そのため、令和６年度に「紫波町公正な職務の執行
の確保に関する条例」を制定し、職員のコンプライア
ンスの原則や職員の行動規範等について必要な事項
を定めました。
　令和７年度には、コンプライアンスに関する基本的
な知識の習得やケーススタディのツールとして「紫波
町職員コンプライアンスハンドブック」を作成し、組織
全体のコンプライアンスの向上に努めました。

　コンプライアンスの向上と併せて、適正な業務の執
行も求められます。令和５年度に紫波町内部統制基
本方針を策定し、財務事務を対象として、適正な業務
執行を妨げるリスクに対する統一的な対応策をマ
ニュアル等によりルール化し、業務プロセスに組み込
むことで、業務執行の適正化を図っています。

第３次総合計画期間における主な成果

公益通報の件数 － 0 0

事業量・成果物
（アウトプット）

紫波町公正な職務の
執行の確保に関する
条例を制定し、職員
のコンプライアンスに
関する総合的なルー
ルを整備した。

活動内容

コンプライアンスの確
保

0町への不当要求の件数 － － 0

効果・成果
（アウトカム）

・職員のコンプライアンスの原則や責務を明ら
かにすることで公正な職務の執行を推進した。
・町や職員に対する不当要求行為への対応方法
を明らかにすることで、職員の良好な職場環境
の確保に寄与した。

見通し
令和９年度 令和13年度

行財政経営

【行財政経営】

論点№50 町民に信頼される公正な行政をどのように実現していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅶ　自治と参加

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

平成29年度
（2017年度） （2027年度） （2031年度）
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出典：コンプライアンスに関する職員アンケート調査結果について（令和７年３月実施）

【行財政経営】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【課題】
　前期では、コンプライアンスに関するルールの整備
や職員のコンプライアンス向上に資するツールを作成
するなど、基本的な環境の整備を行いました。
　しかし、現状は職員のコンプライアンスに対する意
識や知識が十分に定着していると言い難い状態であ
るため、職員への教育・研修の機会を設けるなどの具
体的なアクションが必要であると考えられます。
　また、コンプライアンスの確保のためには、行政のみ
ならず町民や事業者等にも行政との適正な関係づく
りにご協力をいただく必要があります。コンプライア
ンス条例では、職員のコンプライアンスの原則ととも
に、町民等に対しても、カスタマーハラスメントなど職
員のコンプライアンスを妨げる行為や不

当要求行為等を行ってはならないとする責務を掲げ
ています。そのため、町民等に対しても、コンプライア
ンス条例やカスタマーハラスメント、不当要求行為等
の普及啓発を図っていく必要があります。
　以上のことを踏まえて、次の事項を検討すべき論点
として位置付けます。
　
【論点】
■職員が適切にコンプライアンスを確保するために
どのような取組を行うことが望ましいか。

■町民等からコンプライアンスについて適切な理解
を得るためにどのような周知活動を行うことが望ま
しいか。
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出典：令和５年度行政機関における公益通報者保護法の施行状況調査（消費者庁）

一戸町 × × ×

九戸村 × × ×
洋野町 ◯ × ◯

軽米町 × × ×
野田村 × × ×

田野畑村 ◯ × ◯
普代村 ◯ × ×

岩泉町 ◯ × ◯

住田町 × × ×
大槌町 ◯ × ×

◯
西和賀町 ◯ ◯ ◯

山田町 ◯ × ◯

◯ × ×

◯ × ◯
◯ ◯ ×

◯ × ◯
◯ × ×

◯ × ◯
◯ × ◯八幡平市

葛巻町
岩手町

奥州市
滝沢市
雫石町

◯ × ◯
◯ × ×

× × 無回答
◯ × ×

◯ × ◯
◯ × ◯

◯
矢巾町

内部の職員等からの通報・相談
窓口設置の有無

外部の労働者等からの
通報・相談窓口設置の有

無
市町村名

一関市
陸前高田市
釜石市
二戸市

◯ × ◯
◯ ◯ × 金ケ崎町 ◯ ◯ ×

平泉町 ◯ × ×

◯
× ◯

◯ ◯ ◯
紫波町 ◯ ×

◯

近隣市町比較データ

市町村名
庁外庁内

内部の職員等からの通報・相談
窓口設置の有無

大船渡市
花巻市
北上市
久慈市
遠野市

外部の労働者等からの
通報・相談窓口設置の有

無庁内 庁外

盛岡市
宮古市

◯
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件　 件 件 件

〔指標の説明〕
　

第３次総合計画期間における主な成果

計画期間中、低未利用となっている財産の活用に
ついて、基本的な考え方や方針を決定するプロセス
を明確化した「紫波町公有財産活用基本方針」を策定
し、町有財産の有効活用に向けた取組を体系的に推
進しました。
また、閉校となった学校の活用にあたっては、地域
のニーズと民間市場の動向を捉えながら地域や民間
による持続可能な活用を推進することを目的とし紫
波町学校跡地活用基本方針を策定し、小学校ごとに
「町有財産活用事業実施方針」を定めたうえで活用提
案募集を実施するなど、段階的かつ計画的に取組を
進めました。
　同様に、閉館・閉所となった児童福祉施設や、県指

定文化財でありながら昨今未利用となっていた旧紫
波郡役所についても活用提案募集を実施し、活用に
つなげています。
こうした取組により、閉校となった小学校7校中6
校、児童福祉施設2施設および旧紫波郡役所では活
用が開始され、民間事業者からの賃料等の歳入増に
つながっているほか、地域の新たな拠点として生ま
れ変わりつつあります。
具体例としては、元水分小学校ではクラフトサケの
製造・販売を通じた酒産業の振興が始まり、元長岡小
学校では民間投資による集合住宅・ショップ・レストラ
ン・ホテルの整備が行われ、周辺エリアの人口増加や
地元産業の振興にも貢献しています。

・公民連携手法を用いた町有財産活用件数：公民連携手法を用いて普通財産や行政財産の余剰部分を活用(貸
付売却等)した件数

（2018年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

17.0
公民連携手法を用いた町有財産活用件数
（累計）

2.0 13.0 15.0

行財政経営

【行財政経営】

論点№51 時代の変化に対応した町有財産をどのように管理・活用していくか①

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅶ　自治と参加

まちづくり指標

基準値 見通し
平成30年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

実績値 目標値

図1：R2-R7における普通財産活用・処分の実績値

図2：空き校舎等の活用内容と事業手法の一覧

0

50

100

150

R2 R3 R4 R5 R6 R7

未利用普通財産活用件数 未利用財産処分の累計件数
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公民連携による活用が考えられる町有財産

H10年築　鉄筋コンクリート造　２階建　393.60㎡

H26年築　木造　２階建　122.58㎡

行財政経営

次期総合計画策定に向けた課題・論点

旧志和保育所跡地

旧佐比内小学校

旧保健センター（A棟）

公用車車庫

旧岩手養蚕

旧赤石こどもの家

旧紫波型エコハウスサポートセンター

近隣市町比較データ

公民連携による町有財産の活用・処分を進めるうえ
で、行政としての売却ルールや町で決定する「適正価
格」の制約から民間の多様なニーズに柔軟に対応し
きれない場面があること、
建物の状態や不具合等を正確に把握していないこ
とで、不確定要素による民間の事業計画に支障をき
たす場面があることなどが問題となっています。
加えて、物価高騰による資材・人件費の上昇が改修・
リノベーション意欲を低下させており、活用促進の
ハードルが高まっています。
一方で、テレワーク・ワーケーションといった働き方
の多様化、再生可能エネルギー用地への関心の高ま
り、物流2024年問題を背景とした物流拠点整備の
動きなど、公有財産の新たな活用ニーズも生まれて
います。

こうした課題を乗り越えつつ新たな需要を取り込む
ためには、民間の多様なニーズに応えられる柔軟な
仕組みづくりと、処分・活用を円滑に進めるための事
前整備体制の強化、建物現況の正確な把握が必要で
す。
そのために、時代背景に合った適正価格の考え方や
売却・貸付ルールの見直し、未利用となる前からの改
修履歴等の記録、さらには社会情勢の変化を踏まえ
た新たな活用用途の検討をどのように進めていくの
かを論点とします。

区分

建物

土地

活用方法

S63年築　鉄筋コンクリート造　２階建　1897.20㎡
S53年築　鉄骨造　１階建　560.00㎡

S49年築　鉄筋コンクリート造　２階建　840.04㎡

築年不明　３棟（木造２階建114.00㎡、ブロック造２階建
201.84㎡、ブロック造１階建37.26㎡）

S56年築　車庫（鉄筋造１階建375㎡）
S56年築　運転手詰所（木造１階建16.20㎡）

1200.47㎡他　更地。未利用

施設名

図2：空き校舎等の活用内容と事業手法の一覧

図3：県内団体の人口と人口当たりの公共施設延べ床面積

（参照：紫波町公共施設等総合管理計画）

公民連携による公有財産の活

用の事例

【盛岡市】

・木伏緑地（都市公園）パーク

PFI

・盛岡バスセンター再整備

・紺屋町番屋の交流・体験施設

【北上市】

・北上駅東口駐車場複合開発

【雫石町】

・旧南畑小学校（鶯宿温泉ス

ポーツセンター）
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件　 件 件 件

〔指標の説明〕
　

はじまりの学校（旧水分小学校）

図１：R2-R7におけるまちづくり指標の実績値

ノウルプロジェクト（旧長岡小学校）

第３次総合計画期間における主な成果

・未利用財産処分件数について
　第3次総合計画期間における主な成果として、未利
用財産の計画的な処分が大きく進展し、処分件数は
累計76件に達しました。主な実績として、旧紫波消
防署跡地の売却や旧水分児童館の売却があります。
宅地開発に伴う払下げ相談についても、確実に実施
することで処分件数の増加に寄与しています。また、
民間への譲渡により跡地の有効活用が促されること
で、固定資産税等の新たな税収を生み出すという財
政上の好循環に繋がっています。さらに、並行して進
めた公有宅地の売却は、住宅建設等を契機とした経
済波及効果をもたらし、本町への定住増進に直結す
るなど、地域活力の向上に大きく寄与しています。

・未利用普通財産活用件数について
　未利用普通財産の活用件数は累計111件に達し、
町有財産を地域の新たな資源へと転換する取組が大
きく前進しました。活用に関するサウンディング情報
の発信や、基本方針に基づく民間からの提案募集を
体系的に展開した結果、閉校した7校中6校、児童館
2施設において新たな活用が始まっています。
代表例として、旧紫波郡役所が指定管理による文化
交流施設へ再生されたほか、旧水分小学校ではクラ
フトサケ醸造拠点として新たな産業振興を牽引して
います。また、旧長岡小学校では民間投資による複合
施設（住宅や宿泊・商業施設）の整備が進捗していま
す。

136.0

未利用普通財産活用件数 40.0 111.0 50.0 171.0

未利用財産処分件数（累計） 7.0 76.0 63.0

行財政経営

【行財政経営】

論点№52 時代の変化に対応した町有財産をどのように管理・活用していくか②

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅶ　自治と参加

まちづくり指標

基準値 見通し
平成30年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

実績値 目標値

・未利用財産処分件数：普通財産を売払した件数
・未利用普通財産活用件数：普通財産を貸付した件数

（2018年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）
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今後活用が求められている町有財産

図２：県内団体の人口と人口当たりの公共施設延べ床面積（参照：紫波町公共施設等総合管理計画）

職員第一駐車場

旧佐比内小学校

旧保健センター（A棟）

旧岩手養蚕

赤石こどもの家

紫波型エコハウスサポートセンター

H10年築　鉄筋コンクリート造　２階建　393.60㎡

H26年築　木造　２階建　122.58㎡

【行財政経営】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

旧保健センター駐車場

近隣市町比較データ

　町が未利用財産（土地・建物）を保有し続けること
は、維持管理コストが発生し続けることとなります。
そのため将来的な行政需要や公共的利用の可能性な
ど、保有する必要性が認められないものについては、
積極的に処分・有効活用を図り、維持管理コスト削減
や財源確保に繋げる必要があります。
　しかし、境界未確定や残置物などの課題に加え、物
価高騰に伴う改修費等の上昇が民間投資意欲を低下
させており、単に市場に出すだけでは処分が進みま
せん。現在の最大の課題は、個々の財産に対して「売
却と貸付のどちらが町にとって最適か」を見極める
方針と、ターゲット層に魅力を届ける効果的なPR手
法が不足している点にあります。

　一方で、移住定住による住宅需要やサテライトオ
フィス、再エネ・物流拠点など、立地に応じた新たな物
件の価値を最大限に引き出す「新たな処分・PR戦略」
の構築が求められています。
　これらを踏まえ、市民会議では、確実な財源確保に
つながる「売却」と民間参入を促す「貸付」について、
物件の特性や地域の将来像を踏まえてどちらを選択
すべきかという売却と貸付の最適な判断基準を整理
するとともに、単なる物件情報の公開から脱却し、買
い手や借り手の意欲を高め、未利用財産の処分促進
へと繋げていくための最適な発信方法を論点としま
す。

区分

建物

土地

活用方法

S63年築　鉄筋コンクリート造　２階建　1897.20㎡
S53年築　鉄骨造　１階建　560.00㎡

S49年築　鉄筋コンクリート造　２階建　840.04㎡

築年不明　３棟（木造２階建114.00㎡、ブロック造２階建
201.84㎡、ブロック造１階建37.26㎡）

5232.09㎡　町の事業や商店街イベント等で使用

2997.25㎡　旧庁舎の職員駐車場、一部の職員が利用中

施設名
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〔指標の説明〕
　

〇申告相談期間中における電子申告件数の推移（※役場会場取扱分）

平成　　年度
（　　　　年度） （2027年度） （2031年度）

　国、県や他市町村などの税務関係機関に加え、関係
課と連携し、課税客体及び納税義務者を適切に把握
することに努めました。
　公平かつ適正な課税を行うため、未申告者に対する
申告勧奨を継続的に行いました。その結果、所得を適
切に把握し、正確な税額算定につなげることができ
ました。
　税務関係機関が実施する研修に参加し、税に関する
専門知識を習得し、適切な課税事務を行うことで、公
平かつ適正な課税に努めました。

　また、所得税確定申告書、法人町民税確定申告書の
電子申告や給与支払報告書の電子的提出を推進する
ことで、申告者の事務負担の軽減を図るとともに、課
税資料の電子データ化を進め、事務処理の効率化及
び正確な課税につながりました。

第３次総合計画期間における主な成果

見通し
令和９年度 令和13年度

行財政経営

【行財政経営】

論点№53
公平かつ適正な課税を推進するために何が必要か（個人町
民税、法人町民税、軽自動車税）

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅷ　財政

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）
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　地方自治体において、税収は住民サービスを支える
重要な自主財源であり、その確保にあたっては、課税
の公平性及び適正性を確保することが重要です。
　近年は、税制改正や税制度の複雑化に加え、働き方
や所得形態、資産の保有形態等の多様化により、課
税事務を取り巻く環境が変化しています。
　このため、課税資料や各種情報を適切に活用し、所
得や資産等の課税客体及び納税義務者を的確に把握
するとともに、法令等に基づく正確な課税事務を継
続していく必要があります。

①課税客体及び納税義務者の適切な把握
申告書等の課税資料、関係機関から提供された情報
を適切に活用し、所得や車両等の納税義務者や課税
客体を的確に把握し、公平な課税を推進します。

②正確かつ適正な課税事務の推進
地方税法や町税条例等の関係法令に基づき、正確な
課税事務を行うとともに、税制改正に的確に対応し、
適正な税務行政を推進します。

③電子申告の推進
課税資料を迅速かつ正確に取得し、効率的に活用で
きる環境を整備する必要があります。このため、申告
者の利便性を図るとともに、電子申告のさらなる利
用を推進します。

近隣市町比較データ

【行財政経営】

次期総合計画策定に向けた課題・論点
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〔指標の説明〕
　

見通し
令和９年度 令和13年度

行財政経営

【行財政経営】

論点№54 公平かつ適正な課税を推進するために何が必要か（固定資産税）

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅷ　財政

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値
令和7年度
（2025年度）

　固定資産税業務は、町の税収の半数以上を占め、自
主財源を支えるための基幹業務であり、住民サービ
スを安定的に提供するために不可欠です。
　固定資産税は、土地・家屋・償却資産の資産を対象
としており、課税に当たっては資産の現況を正確に
把握し、税法に基づいて適正な評価額を算定しなけ
ればなりません。新築や増改築、建物の取り壊し、土
地利用の変更などは毎年発生しており、これらを現
地調査や登記情報、航空写真などを活用して適切に
反映することが求められ、こうした継続的な資産管理
を行うことで適正課税に寄与しています。

　特にも核家族化の進行により、親族が町外に居住す
るケースや町内に相続人がいない事例が見られま
す。その結果、所有者の死亡後も相続登記が行われ
ず、登記名義人と実際の管理者・納税義務者が一致し
ない固定資産があります。それを解消するため、死亡
届などの手続きするために来庁した被相続人等に現
所有者申告書の提出及び相続登記の必要性などを説
明することで適正課税に努めました。

第３次総合計画期間における主な成果

平成　　年度
（　　　　年度） （2027年度） （2031年度）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

調定額 1635645 1668486 1686336 1740220 1784333

1550000

1600000

1650000

1700000

1750000

1800000

調定額
単位：千円
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近隣市町比較データ

【行財政経営】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

　近年、高齢化や核家族化の進展により、固定資産税
業務を取り巻く環境は大きく変化しています。特にも
核家族化の進行により、親族が町外に居住するケー
スや町内に相続人がいない事例が見られ、資産を有
している被相続人が死亡した場合、死亡者へ課税す
ることはできないため、現所有者を速やかに特定し、
適正な課税することが課題となっています。
　この課題を解決するためには、死亡情報を早期に把
握し、現所有者の申告と相続登記を円滑に進める体
制の構築が必要となっています。

　

　そのために、死亡届提出時に町民課と連携して情報
共有を行い、「現所有者申告書」の提出依頼と相続登
記の制度説明を実施することで、現所有者の適正な
把握と相続登記の促進を図り、適正課税の実現と空
き家対策にもつなげていくことを論点とします。

盛岡市 花巻市 矢巾町 紫波町 岩手町

調定額 17853139 6161798 2102846 1740220 941154

0

2000000

4000000

6000000

8000000

10000000

12000000

14000000

16000000

18000000

20000000

調定額
単位：千円
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〔指標の説明〕
　

行財政経営

【行財政経営】

論点№55 安定した公平な税収を将来にわたりどう確保するか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅷ　財政

見通し
平成30年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値

（2018年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

一般町税の現年度課税収納率
（国民健康保険税を除く）

98.4 98.6 99.0 99.0

一般税の現年度課税分収納率（国民健康保険税を除く）

第３次総合計画期間における主な成果

１．納期内納付の推進と現年度未納分の早期整理現

　　現年度分の町税等における納期内納付を推進す
るため、納期限までに納付が確認できない対象者に
対して速やかに督促状を発布しました。その後もなお
納付がない場合は、督促状発布の翌月に催告書を送
付するなど、段階的かつ迅速に実施しました。また、
利便性の向上に向けた口座振替の利用推進や、個々
の事情に寄り添った納税相談を継続的に行うこと
で、自主的な納付意識の啓発を図りました。これら一
連の取り組みにより、早期の税収確保と現年度分未
納の迅速な収納管理に努めました。

2．滞納繰越分の厳正な滞納整理

　滞納繰越分に対しては、催告書の送付や丁寧な納
税相談を通じて、まずは自主的な納税を促す働きか
けを行いました。一方で、進展が見られない事案につ
いては、個々の実態に応じた綿密な財産調査を実施
し、調査の結果に基づき、法令の規定に則って債権の
差押え、執行停止、および不納欠損処分等を公平か
つ適切に執行しました。滞納整理事務を遂行し、未収
金の圧縮を図るとともに、納税者間の公平性の確保
に努めました。

1年度 2年度 3年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

調定額 3,308,592,519 3,350,563,919 3,305,100,047 3,513,507,479 3,573,511,988 3,501,396,948 3,780,996,705

収入済額 3,277,456,084 3,324,933,321 3,278,777,060 3,485,659,446 3,545,285,604 3,469,618,635 3,737,544,434

現年度課税調定額と収納額の推移 （国民健康保険税を除く） 単位：円

調定額 収入済額

町県民税
45%

固定資産税
51%

軽自動車税
4%

令和7年度現年課税分税別収納額割合

99.1%

99.2% 99.2% 99.2% 99.2%

99.1%

98.9%

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

現年課税収納率の推移
（国民健康保険税を除く）
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〇令和７年度現年課税分の市町村税収納率及び県内順位（国民健康保険税を除く）

〇令和７年度滞納繰越分の市町村税収納率及び県内順位（国民健康保険税を除く）

次期総合計画策定に向けた課題・論点

【行財政経営】

1.収納率の向上と現年度分の厳格な管理
　　督促状・催告書の迅速な発布や確実な収納消込に
より、早期の税収確保に努めてきました。しかし、住
民サービスの質を維持・向上させるためには、現年度
分の収納率をさらに高い水準で維持・向上させるこ
とが最重要課題です。

2.多様化する納税方法の最適化と収納率向上
　　コンビニ納付、スマホ決済アプリ、クレジットカード
払いなど、納税方法の多様化（マルチペイメント化）を
推進してきました。住民の利便性は飛躍的に向上した
ものの、「利便性の向上」が必ずしも「未納者層の納付
行動」や「全体の収納率向上」に直接結びついていな
い点が課題となっています。

３．口座振替の推進による「滞納者」から「確実な納税
者」への移行
　　滞納の未然防止および確実な税収確保には、口座
振替が最も効果的な手段です。一度滞納状態となっ
た納税者を、再び「自発的かつ確実に納期内納付を行
う納税者」へと移行させるため、口座振替の利用を推
進することが重要です。

４．滞納繰越額の増加防止に向けた進行管理
　　財産調査や適切な滞納処分等を進めながら、現年
度分から滞納繰越分への移行を食い止める必要があ
ります。滞納繰越額を減少させるためには、「新たな
滞納繰越額を増加させない」ことや、現年度内におけ
る早期の納付管理と、個々に応じた実態調査を迅速
に実施することが必要です。

近隣市町比較データ

紫波町 矢巾町 盛岡市 花巻市 滝沢市 八幡平市 雫石町 岩手県

98.9% 99.6% 99.4% 99.2% 99.4% 96.9% 98.7% 99.2%

29位

八幡平市 雫石町 岩手県

23位 3位 6位 14位 6位 33位

紫波町 矢巾町 盛岡市 花巻市 滝沢市

15.8% 18.8% 30.9% 25.6% 35.7%

23位 19位 8位 12位 4位

11.0% 24.0%

5位 29位

33.5%

1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

合計 3,688 8,483 10,669 8,904 10,864 10,693 11,164

0

5,000

10,000

15,000

督促状発布件数の推移
国民健康保険税を除く

通

1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

調定額 142,333,11 131,122,70 113,498,17 102,201,56 102,549,32 105,047,83 108,804,91

収入済額 32,092,045 35,791,974 22,504,490 23,525,694 19,468,994 19,638,621 17,156,641

収納率 22.6% 27.3% 19.8% 23.0% 19.0% 18.7% 15.8%

0.0%
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10.0%
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〔指標の説明〕
　

　毎年の行政サービスを維持するために財政調整基金を取り崩し続けた場合、基金がなくなれば続けられない
行政サービスが出るなど行政運営に支障をきたす要因となります。
　また、大規模災害が発生し、直ぐに支出しなければならない場合に対応しにくくなります。
　令和７年度末には財政調整基金残高が16.1億円となり、目標値を達成することができました。要因として、コ
ロナ禍による事業の自粛や国の税収が好調で普通交付税が追加交付されたこと等により、財政調整基金を取り
崩す必要がなかったことなどがあげられます。コロナ禍後も引き続き、適度な取崩し、積立に努めた結果、基金
残高を維持できました。

第３次総合計画期間における主な成果

（2018年度） （2025年度） （2027年度） （2031年度）

財政調整基金残高 6.7
億
円 16.1

億
円 9.0

億
円 9.4

億
円

財政調整基金とは、地方自治体における「積立金」のことです。景気の変動や予期せぬ災害によって収入が減っ
たり、急な支出が増えたりすることがあります。一方で、そのような時でも住民サービスは簡単に減らすことは
できません。年度間で異なる財政（歳入・歳出）のバランスを調整する目的で積み立てます。主な役割は以下のと
おりです。
・景気に左右される税収への対応：景気が拡大し、地方税の収入が増加した際は一部を基金に積み立て、景気の
悪化などで地方税の収入が大幅に減った際は行政サービスを維持するために取り崩して補填します。
・災害への対応：地震や台風などの自然災害が発生した際、緊急の復旧・復興費用として即座に活用します。

まちづくり指標

基準値 実績値 目標値 見通し
平成　30年度 令和7年度 令和９年度 令和13年度

行財政経営

【行財政経営】

論点№56 持続可能な行政経営をどのように実現していくか

関連する基礎データ集のカテゴリ Ⅷ　財政

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

財政調整基金 832 847 676 668 623 888 1418 1696 1577 1506 1605

0

500
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2000
基金の推移 単位：百万円

出典：平成27年度～令和７年度財政状況（決算カード）
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財政調整基金残高（R７）

出典：岩手県ふるさと振興部市町村

単位：百万円
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※その自治体の一般財源の年間収入の規模に対し、どの程度の財政調整基金残

高があるかを示すもの。一般的には10％～20％前後を目安とするケースが多いで

すが、自治体の規模やその自治体抱える問題（大型事業等）により、適切な水準は

異なります。
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　近年、地方税や地方交付税などの一般財源における義務的経費の割合（経常収支比率）が増加しています。義
務的経費とは、人件費や扶助費、公債費など、経費を縮減することが容易でない経費のことで、この割合が高く
なると、政策的に使うことができるお金が少なくなります。原因は近年の扶助費※の増加が大きく、経常収支比
率が100％を超えると、恒常的に必要な経費が収入で賄えない状態になります。
　不足する財源を補うため、地方債を起こしたり積立金を取り崩して使うなどの対応が必要となると、将来に負
担を先送りすることとなるため、将来負担比率を悪化させる要因となります。
　人口減少のなか、限られた財源の中で町の運営を行っていかなければならない状況において、扶助費の問題
のほか、公共施設の維持管理や老朽化した施設の整備等の財源を確保していくことが今後の課題です。
　持続可能な財政運営を行うため、安定した一般財源の確保やふるさと納税等での資金調達を行うとともに、
様々な事業手法の活用や事業等の再編により経常経費の圧縮を図る必要があります。
　
※社会保障制度の一環として、高齢者、児童、障害者等の生活を社会で支えるための経費。町では保育所運営等の【児童福祉費】・障害者や
施設での自立・就労支援等の【社会福祉費】が中心。国を上げた子ども・子育て支援の拡充により、保育所運営等の子育て支援政策の自治体
負担が増加。扶助費は法律や条例に基づいて支払われるため、自治体都合で減らすことができません。税収等が横ばいの中で扶助費が増加
した場合、代わりに道路や公園等社会インフラ等に回せるお金が減ってしまうため、地方の財政面で全国的に問題となっています。

【行財政経営】

次期総合計画策定に向けた課題・論点

近隣市町比較データ

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

紫波町 87.3 88.9 92.6 94.8 96 93.1 88 92.6 94.2 93.9 94.6
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（単位：％）

(経常収支比率の推移（低い程良い）

出典：令和６年度（岩手県内市町村の決算の状況）
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